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３．基調講演 

「ブートロス・ガリの遺産：平和構築の概念の深化に伴う 

国連平和活動の進化と残された課題」 

 

○司会 二村まどか 国連大学サステイナビリティと平和研究所学術研究官  

 それでは、これより、今回のシンポジウムの基調講演といたしまして、国連

大学サステイナビリティと平和研究所客員教授・法政大学教授、そして元東テ

ィモール国連事務総長特別代表を務められました長谷川祐弘先生より「ブート

ロス・ガリの遺産：平和構築の概念の深化に伴う国連平和活動の進化と残され

た課題」と題しましてお話をいただきたく思います。 

 長谷川先生は、1969年から2006年９月まで国連職員として御活動され、この

間、カンボジア、ソマリア、ルワンダを含むさまざまな地域における開発援助、

国連平和維持活動に従事されました。2002年４月にはＵＮＤＰ紛争予防・復興

担当特別顧問、同年７月より東ティモール国連事務総長特別副代表、そして2004

年５月から2006年９月までは国連事務総長特別代表をお務めになり、2006年10

月に東ティモール民主共和国親善大使に任命されました。現在は国連大学の客

員教授、そして法政大学の教授でいらっしゃいます。 

 それでは、長谷川先生、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○長谷川祐弘 国連大学サステイナビリティと平和研究所客員教授・法政大学教授・ 

元東ティモール国連事務総長特別代表  

東祥三副大臣、羽田浩二国際平和協力本部事務局長、豊田次長、そして主催

者の国連大学の二村さん、今日は、招待いただきましてありがとうございます。

大先輩の明石康先生、そして、友人で、なおかつ学問の兄であります横田洋三

先生に、今日ここに来られていろいろ話を聴いてくださるというのは、私にと

っては非常に光栄に思います。 

 そして、なおかつ、皆さんはまだお知り合いの方も少ないと思いますけれど

も、以前私がニューヨークにいたときに、国連政治局で長く活躍されてきてお

り、現在、国連広報センターで所長をなされておられます山下真理さんがここ

へ来ておられますので、是非とも紹介したいと思います。彼女は最近までネパ

ールに行っておられまして、平和構築、平和維持活動、そして政治問題につい

て、国連の中でも非常に活躍されておられる方でございます。 
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ブートロス・ガリの遺産
統合平和ミッション

I    平和理論の変遷と概念の深化

II 平和ミッションの形態と活動の進化

III 残された課題

 

  

そして、そのほかに多くの先輩や研究者のもとで、今日、「ブートロス・ガ

リの遺産」というテーマで、冷戦後の20年間に平和理論というものがどのよう

に展開され、なおかつ深化(deepening)してきたか、そして、国連などが行って

きている平和維持・平和構築活動というものが、どのように進化(evolve)して

きたか、そして最後に、残された課題とは何かということを皆さんと一緒に考

察してみたいと思います。 

 皆さんも御存じのように、ブートロス・ガリ(Boutros Boutros-Ghali)が1992

年に「平和への課題」、そして1994年に「開発への課題」、そして1996年に国

連事務総長としての任期が終わる数日前に出されました「民主化への課題」で、

彼は、治安を維持していくのみならず、復興と社会開発を行い、なおかつガバ

ナンスの基盤と能力の育成を総括的に、効率的に、効果的に行っていくように

提唱なされました。 

 ここで留意しておくべきことは二つあると思います。第一に、ブートロス・

ガリは、2005年に実は「平和への課題」の補足版ですか、Addendumを出してお

ります。これは余り皆さんが読んでおられないと思いますけれども、その

Addendumで、ブートロス・ガリは、国際社会が一団となって真のモルティラテ

ラリズム(True Multilateralism)を忠実に実行していくことが、世界平和にと

って必要であると述べております。 

 第二点としては、平和構築を支援していくに当たって、その当事国の歴史的

な背景や社会文化を尊重し、各々の地域社会に適応し、民主化を進めていくべ

きであり、そのためには、平和構築を支援する援助国は、自らの目先の利益を

追求するだけではなく、国際社会の構成員全体に受け入れられるような正義と

公正な社会の実現に寄与するべきである、と申しております。そして、そのた

めには、国内と国家間にわたる世界の平和と安定は、国際社会のガバナンスの
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役割としてみなされるべきであるという考え方を述べております。すなわち、

私にとっては、ブートロス・ガリはウエストフェリア体制を脱却し、超越して、

国際社会の平和の達成をしたいという強い願いがあったと思います。 

 さて、ソ連と共産主義の崩壊により、政治学者は、大きく分けて三つの見方

をしておりました。第一には、自由民主主義の勝利が、例えばフランシス・フ

クヤマ(Francis Fukuyama)が1990年に言ったように、「歴史の終焉（End of 

History）」であるという見方です。そして「民主主義復活論」が台頭しました。

これはウィルソニアン・デモクラシー(Wilsonian Democracy)、すなわち自由主

義、民主主義、国際協調主義の実現としてのサミュエル・ハンティングトン

(Samuel P. Huntington)が説いたような「第３の波」(Third Wave)としての邁

進する民主主義になること、そして国家間から国内紛争へと変わったその平和

への挑戦あるいは脅威というものは、ラリー・ダイヤモンド(Larry Diamond)氏

いわく、民主主義を広めることにより解決されるものであると言っています。 

 そして、ここでは、ダイヤモンド氏が推奨しているように、「民主主義の魂」

(Spirit of Democracy) というものが「世界中に自由な社会を構築する闘争」

(Struggle to build free society throughout world)というような「民主的平

和論」(Democratic Peace)に発展いたしました。すなわち、「民主主義国家の

間では戦争が行われない」という仮説があります。よって、非民主主義国を民

主主義国にして平和を達成するあらゆる手段を取ってもいいのではないかとい

うような、どちらかというとイマヌエル・カント(Immanuel Kant)が数世紀前に

言ったような「永遠の平和」(Perpetual Peace)というものを達成するには、「絶

対的な正義」(Categorical Peace)の実現が必要であるというような論理に発展

したわけです。 

 そして、第二番目として、自由・民主主義の正当性というものをLiberal Peace、

Peace Doctrine、Peacebuilding Doctrine、「自由至上主義のリベタリアンの

アプローチをもって、自由というものを市民が勝ち取り、そしてそれを維持し

ていくためには民主主義というものが不可欠である」、という論理を展開いた

しました。これは、ジョン・スチュワート・ミル(John Stuart Mill)が1859年

にその「自由論」の中で述べている自由に考え話せる状態というものは、個人

の発展に不可欠であると。この考え方は、後に、そして現代では、マーブブ・

ウル・ハク(Mahbub ul Haq)のもとに、ＵＮＤＰの「人間開発報告書」(Human 

Development Report)というものが冷戦の終結に当った、1990年に発行されまし

た。そして、自由と民主主義が私たちの平和の達成には不可欠であるという理

論が非常に力を得てきたわけです。 

 それに対してというか、並行して三つ目の理論が台頭してきました。これは、

「構築論」(Constructivism) と呼ばれますが、ニコラス・オヌフ(Nicholas 
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Greenwood Onuf)が”World of Our Making”、そしてアレキザンダー・ヴエン

ト(Alexander Wendt)が”Social Theory of International Politics”で述べ

ているように、なぜソ連、そして共産主義が崩壊したのかということは、西洋

諸国の現実主義者、そして自由主義者たちは、国家が内部より崩壊するという

ことを予期できなかったかであります。そして、彼たち、構築主義者

(Constructivists)は、その予期できなかった理由とは何であるかということを

考えた場合において、やはり私たち人間社会にある規範（Norms）、それから、

アイデンティティ、文化などの人間社会の中核となる要素というものが、安全

保障と平和構築に重要な役割を果たすという認識論に欠けていたという事実を

提示したわけです。 

 なおかつ、ここにおいて、もう一つの新たな論点が出されてきました。それ

は、「正義による平和と安定した社会づくり」です。先ほど申しましたように、

これらの三つの国際政治理論と並行して、イマヌエル・カントの「正義論」を

もとにした社会正義論は、ジョン・ロールズ(John Rawls)が1970年に「正義の

理論」（A Theory of Justice）で「正義なくして社会の安定と平和は保たれな

い」という論理で、私たちは、紛争後の社会では、まずそのような正義という

ものが達成される制度作り(Institution Building)に専心するべきであるとい

うことです。 

 第二番目として、ドナルド・ホロウイッツ(Donald Horowitz)が言っているよ

うに、民族の虐殺や迫害など民族・部族闘争というものを深く調べてみれば、

そこには非常に不公平な、そして不公正な社会システムができているというこ

とです。これと付随して、あるいは並行して出てきた点が、いわゆるフェミニ

ズムです。このフェミニズムは、シンシア・エンロー(Cynthia Enloe)が1980年

代から90年にかけて、女性の、また子どもの保護をするだけではなく、彼女た

ちのエンパワーメントをすることが平和への達成の道筋になると申しておりま

す。 

 第三点として出てきたのは、オックスフォード大学のポール・コリエ（Paul 

Collier）教授の見解です。要するに、先ほど言いましたようなミルトン・フリ

ードマンあるいはWashington Consensusで出てきているようなマーケット至上

主義というもの、すなわち市場至上主義が、今までの問題をより複雑にしてい

る。このLaissez Faire の放任主義というものは、発展途上国の脆弱した国家

においては、必ずしもいいことではないと言っております。そして、ポール・

コリエはConflict Trap、あるいは最低辺の１億人の人たち、その人たちを救う

ためには、自由民主主義というよりも、彼たちの雇用と、そして生産性を高め

るような支援をすべきであると申しております。 

 結論を申しますと、ここで起こったことは、国家から個人へ、主権国家から
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主権在民、国家の安全保障から人間（個人）の自由と権利の保障、自由民主主

義、すなわちLiberal Peace Doctrineの追求、そして人間開発というものが、

経済開発を乗り越え、そして所得よりも雇用を優先するというドクトリンであ

りました。 

平和理論の変遷と概念の深化

 

  

それでは、国連はどのようにこのような理論の変遷と概念の深化に応じて、

平和ミッションの形態と活動を進化させてきたか、図などを見ながら検証して

みたいと思います。 

 

平和活動の形態の進化

平和維持=>平和構築

統合ミッション
Integrated Mission 
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COMPLEMENTARY PEACE COMPLEMENTARY PEACE 
OPERATIONSOPERATIONS

National 
capacity building

 

  

まずは平和活動の形態の進化です。すなわち、平和維持から平和構築活動へ

移行するということですね。これは皆さんよく見られた図形ですけれども、私

がここでつけ加えたことは、この最後のところ、National Capacity Building

というものですけれども、これをフランシス・フクヤマなどは、State Building

と同一視しております。しかし、私にとっては、やはりこれはブートロス・ガ

リが言っているように、その社会の文化、社会習慣、体制というものを考慮し

たNational Capacity Buildingに向かっていくものであるべきだと思います。

すなわち、Post-Conflict Peacebuildingが、Preventing Relapse to Conflict

というポール・コリエのこの考え方、それには、経済をよくするものであると

いうことです。それと同時に、フランシス・フクヤマとか多くの方々が、State 

Buildingをするべきであると述べていますが、私は、そこでNational Capacity 

Buildingという言葉を使っております。 

平和活動の過程と活動

Humanitarian relief

UNPOL

Recovery

Growth of FDI and 
National Private 
Sector 

ISF &
ISAF “Delivering 

as One”

Reconstruction
&

Development

Conflict 
Prevention

Peace making and good offices

Armed 
Conflict

Peace 
execution

State-Nation Building 

Peace
keeping Peace Building

NGOs

UNDG
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 そして、これも実は皆さん、よく見たことがあると思いますが、これら

Conflict Prevention、Armed Conflict、Peace Execution、そしてPeacekeeping、

その後に、これは私がここで作成したのですが、Peacebuildingというものは、

やはりState and Nation Buildingというものが、Peacekeepingが行われている

ときから既に始められるべきものであるという問題意識です。 

統合への必要条件

相互依存関係の認知

独自性と専門性
の特化の超越

各々の活動
の

調整と共有

資材、人材、財源 の
より効果的な
共同使用

 

 ここでは、ＰＫＦ、ＵＮＰＯＬ、ＩＳＡＦ、各々こういうふうに存在してお

りますけれども、これは、どちらかといえば、４つの観点からの問題意識のも

とに統合されるべきであるというのが国連の方針です。すなわち、第一に相互

依存関係の認知、資材、人材、財源のより効果的な共同使用、そして、独自性

と専門性の特化の超越ということは、自分の分野において、自分だけでそこの

井戸掘りをしているのではなく、みんなと一緒にやるということですね。そし

て、活動の調整と共有ということです。 

INTEGRATED MISSION STRUCTURE 
2010  

SRSG

DMS

Force 
Commander

DSRSG
DSRSG
RC/HC

Chief of
Staff/Chief

Cabinet

Police
Commissioner

UNDP OCHA

Sector 
Commanders

Force Support 
Elements

Chief Integrated
Support Services

Formed
Police Units

Police 
advisers

UN Authority

UN OPCON

UN TACON

Coordination

NGO

UNICEF

UNHCR

OHCHR

WFP

WHO

Nat Org

DDR POLITICAL
UNIT

LEGAL 
Office

Press/
Public Info

Human
Rights

JOC,JMAC
JLC, ISS

Rule of Law
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 今現在、国連の平和維持・平和構築ミッション(Peacekeeping、Peacebuilding 

Missions) は、このように特別代表(SRSG)の下に２人の特別副代表(DSRSG)がお

りまして、そして、そのうちの一人の国連開発援助・人道支援活動調整官

(Resident and Humanitarian Coordinators)が人道・開発を扱う国連諸機関を

まとめております。そして、もう一人の特別副代表は、治安分野改革(SSR)、DDR

とかPolitical Unit、Legal、Human Rights、そしてRule of Law、なおかつPolice 

Commissioner、Force Commanderというグループを管轄しております。これは、

後ほど説明いたしますが、この図ではこちらと違って、指揮管理(Command and 

Control)のラインが入っておりません。 

統合ミッション計画・実施過程

(Integrated Mission Planning Process – IMPP)

ブラヒミ報告 2000

Technical Assessment Mission (TAM)  

Integrated Mission Task Force (IMTF)

Integrated Mission Planning Team (IMPT)

 

 御 存じのようにブラヒミ報告では、 Technical Assistance Mission 、

Integrated Mission Taskforce、そしてIntegrated Mission Planning Teamを

使って、Integrated Mission Planning Processを行い、統合していくべきであ

ると申しております。 

 Standardized FORMATS ESTIMATE                     
CONCEPT OF OPERATION

 TIERS
STRATEGIC
OPERATIONAL
TACTICAL

½ MID TERM      ½ LONG TERM

½ SHORT TERM      ¼ MID TERM      ¼ LONG TERM

 FOCUS OF EFFORT
HQ NEW YORK
MISSION

I II

 PHASES AND STAGES – A THINKING METHOD

1 2 3 4 5 6 … Standardized PROCESS

 INTEGRATION OF LINES OF OPERATION

INTEGRATED STRATEGIC FRAMEWORK
２００７
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 この図は、現在行われている企画作成過程(Planning Process)示しています

が、要するに戦略・活動・調整(Strategic・Operational・Tactical)活動なレ

ベルにおいて、このように５つのレベルにおいて行っていくということです。 
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Validate Mission Plan

Endorsed Mission Plan

Level 5 Implementation

Continuous Review
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USG Planning Directive
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Tech Survey
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Version 6
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Security
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End of Peacekeeping Mission

SG Planning Directive
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Strategic
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Follow on Mission
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AF&P
Security
Council 
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 余り詳しくは説明する時間がないですけれども、非常に複雑で、各レベルで

色々な事が起こっております。要するに、レベル１、２、３、４、５、６とあ

りまして、そして、ニューヨークの安全保障理事会(Security Council)の決議

に基づいて、事務総長(Secretary General)から指令(Directive)が出ます。そ

して、その指令がフィールドレベルにまで行くということになって、そしてレ

ベル別にどんどん計画(Planning)が立てられます。 
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UNDG
UNDP
UNFPA
UNOPS
WHO
UNICEF
WFP
ILO
FAO
UNIFEM
UNESCO

D/SRSG

Security &
Stability

HC/RC

Humanitarian 
Coordinator (HC)

Humanitarian 
Relief (CAP)

Resident 
Coordinator

Development

UNDAF/CCA

OCHA
UNHCR
IOM
ICRC
UNICEF
WFP

Bilateral 
donors

ISA
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 紛争後の国での統合ミッション (Integrated Mission in Post-Conflict 

Country) では、一応SRSGがここにおりまして、そこで政策的な示唆(Political 

Direction)、仲介の役割(Good Office Function)、ミッションの目的と役割

(Mission Direction)というものを出されますが、その下に活動するグループ

が、先ほど言いましたように二つ存在する。そして、世界銀行、国際通貨基金

(IMF)、アジア開発銀行(AsDB)とか、多国間機構（Multilateral Organisations)

がその役割を果たしますが、国連と少し距離を置いた機関であります。また、

そこには当事国というものが一緒にいるということです。これらは、どちらか

といいますと、紛争後の非常に間近な時です。 

 

統合ミッションの役割分野

国連開発
チーム

国連平和
ミッション

統 合

警察活動

調停

軍事監視

人権監視

真実、正義、和解

移行期の正義

保護する責任

DPKO DPA 

ICC HCHR

経済復興開発

人間開発

人間の安全保障

MDG開発目標達成

雇用創出

UNDP, World Bank

UNICEF, UN 
Agencies        

ガバナンス
法の支配
司法制度

治安部門改革
選挙
人道支援

難民・避難民支援
女性の役割
子供支援

EAU OCHA
UNDP

UNHCR UNICEF  

  

もう少し内容的に見てみますと、どういうことかというと、この平和ミッシ

ョン(Peace Mission)と開発グループ(Development Group)、人道支援グループ

(Humanitarian Group)が一緒になって、そして統合される活動があります。今

のところ、多くのところでは移行期の正義(Transitional Justice) は、どち

らかといえば平和維持・構築活動ミッションの方が行っています。そして、ミ

ッションには、警察活動、調停、軍事監視、人権監視、そして真実、正義、和

解、そして保護する責任というものが重要になります。それに対して開発グル

ープの方としては、経済復興、人間開発、人間の安全保障、MDG、雇用創出と

いう分野、そして、協力してやっていく分野において、ガバナンス、法の支配、

司法制度整備、治安部門、SSR、選挙、人道支援、難民・避難民支援、そして、

最近非常に重要視されているのが女性の役割、そして子どもへの支援でござい

ます。 
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第三章

残された課題

 

  

さて、それでは、時間がなくなりましたので、簡単に、私なりに残された課

題というものを見てみたいと思います。 

 

平和維持・構築活動の課題

 Brahimi Report, Capstone Doctrine, New Horizon

 多国籍軍とは異なる国連のコマンド・コントロールの下
での国際治安部隊の創設

 国連警察隊での各国から派遣された警察隊のより一層の
統合

 国際機関や支援国援助機関の理念、目的、役割の統合

 

  

まず第一には、平和維持・構築活動の課題としまして、Brahimi Report、

Capstone Doctrine、New Horizonという、そしてなおかつ、ここには書いてあ

りませんけれども、統合戦略枠組み(Integrated Strategic Framework-ISF）が

あります。 

 それに対して、Brahimi Doctrine、そしてその前のブートロス・ガリ、そし

てブライアン・エルクワート氏などが言っていたのは、やはり国連というもの

が、指揮管理(Command and Control)を自分たちの下においた国際治安部隊の必

要性というものがあるということが一つです。二番目として、国連警察隊での

各国から派遣された警察隊のより一層の統合というものが必要です。そして三
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番目として、国際機関や支援国援助機関の理念、目的、役割の統合が必要であ

る。これは、オペレーショナルなレベルにおいての課題です。 

ガバナンスの課題

自由民主主義の地域化と国際化

 平和構築は各々の国の独自の事業である。 (国連）

 現地の政治文化や社会習慣普遍な理念と紀範

 国際社会の民主化の促進

 

それでは、ガバナンスの部門ではどうでしょうか。自由民主主義の国に適応

した実現をブートロス・ガリは説いておりました。それはどういうことかとい

うと、平和構築において民主的な国家作りをすることは、各々の国の独自の事

業であることを、国連でもそれを公認しております。よって、現地の指導者た

ちが、自分たちの政治文化や社会習慣を知り尽くしており、彼たちが普遍的な

理念と規範とを融合させる。そして、三番目としてブートロス・ガリが言って

きたのは、国際社会の民主化です。これは、ある意味で言って、現在の体制か

ら非常に飛躍した考え方、あるいは望みです。しかし、これは私など国連で働

いた者にとっては、やはりこういうことが持続可能な世界平和を達成するには

必要であると感じます。 

 

歴史的課題

真の国際社会としての協力体制の確立の必要性
“Commitment to true multilateralism”

国連を通しての平和と繁栄の追及

 安全保障理事会の改組 e.g. India, Brazil

 普遍的な理念と法の支配に基づく国際社会の運営
e.g. 尖閣諸島
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 ということは、歴史的な課題と受け取った場合において、ブートロス・ガリ

いわく、多国間主義への真の誓約(Commitment to True Multilateralism)が、

平和と繁栄を達成するには不可欠であるということです。一つ言いますと、安

全保障理事会の改組・改革といいますか、日本もドイツも大事でしょう。しか

し、私は安保理に５回ほど出席し報告しましたが、そこで感じた事は、やはり、

非常任理事国としておられたブラジルやインドが、活発に意見を述べ、そして

平和を追求しておりました。彼たちというか、彼たちが代弁しているような意

見というものは、非常に貴重であると感じます。 

 第二点として、普遍的な理念と法の支配に基づく国際社会の運営ということ

ですけれども、これは、私なりに、現在の尖閣諸島の問題なども取ってみます

と、究極的な問題解決、あるいはそこにおいての紛争というものを少なくする

には、やはりこの問題を、例えば国際司法裁判所などに付託して、意見を述べ

ていただくことが、国際社会の正義あるガバナンスの実現につながることであ

ると思います。事実、マレーシアとシンガポールでは、2008年にそれを行って

おります。そして、お互いに国際司法裁判所の意見を聴いた後に、自分たちで

その認識を深めております。 

学術・政策的な課題

平和への道

真実＋和解 ＝ 平和

正義 ＝＞ 和解 ＝＞ 平和

真実、正義、和解 ＝＞ 平和

 「法の支配」の方法論の確立

 

 さて、学術・政策的な課題として「平和への道」はどうでしょうか。先ほど

申しましたように、真実、和解が平和に結びつく道とは、南アフリカのマンデ

ラの歩んだ道です。そして、このアプローチは、アフリカ、アジアの多くの国々

で同じようなことが行われました。しかし、それは、国連人権高等弁務官のオ

フィス、あるいは国連のLegal Officeにおいては、必ずしも受け入れられるも

のではないということで、正義というものをやはり確立することが、和解に導

き、そして平和の達成になると。すなわち、持続ある平和の達成には真実、正

義、和解、この三つがあると主張されております。 
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指導者の課題

権力と富への欲望 ＝＞ 国家と国民の利
益

アカウンタビリティの確立

「主権在民」としての問題意識の持つ市民を
どのようにして育てていけるか？

 

 しかし、これに対して発展途上国の国々の指導者、例えば、私が長くいまし

た東ティモールなどでは、この見解には大統領、総理大臣は反対しております。

彼たちは、正義を犠牲にしても平和への道を優先して歩んでおります。また、

「法の支配」の方法論の確立ということが次には大事でしょう。私たちが支援

するに当たって、自らの慣習法(Common Law)、あるいは大陸法（Continental 

Civil Law）というものに固守して、各国が競争してそれを導入(Implant)とし

ようとしております。非常に混乱が起きるので、やはりここでは、一つの方法

論の確立というものが必要ではないでしょうか。 

 そして、指導者の課題として、権力と富への執着から超越して、国家と国民

の利益を優先できるような指導者がやはり必要です。これをどのようにして確

保できるかは非常に難しい、どこのマニュアルにも、テキストにも出ていない

課題です。そして、その人たちの説明責任(Accountability)というものをどの

ように確立するか、それには「主権在民」としての問題意識を持つ市民をどの

ようにして育てていくかという課題であると思います。 

19
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 このように多くの課題が出てきました。そこで私が非常に感ずることは、東

ティモールで私が住んでいた家の近くにいた少女が赤ん坊を抱えている写真で

す。そして、遠くにいるのがアインシュタインです。アインシュタインは、”Pen 

is mightier than sword.” すなわち「ペンというものは刀より強い」と以前

は言われてきたが、「イマジネーションというものが知識よりもより大切であ

る」と言いました。すなわち、私たちは、いかにしてこれらの大きな課題とい

うものに対して、イマジネーションを働かせ、そして問題の解決方法を見つけ

ていくかということが大事ではないか、そのように思います。 

 どうもありがとうございました。（拍手） 

 

○司会 二村学術研究官 

長谷川先生、どうもありがとうございました。 
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４．セッション１ 

国際平和協力 

～周縁にある人々の視点からの考察～ 

 

○司会 二村まどか 国連大学サステイナビリティと平和研究所学術研究官  

それでは、これよりセッション１「国際平和協力～周縁にある人々の視点か

らの考察～」を始めたいと思います。 

 このセッションのモデレーターは、防衛省防衛研究所研究部第五研究室長の

吉崎知典さんにお願いしております。 

 吉崎さんは、紛争研究、同盟研究、欧州の安全保障の専門家でいらっしゃい

まして、慶應義塾大学修士課程修了後、防衛研究所に入所されました。ロンド

ン大学キングスカレッジの戦争研究科、そしてアメリカのハドソン研究所の客

員研究員を経て、2005年より現職に就かれております。また、現在、東京外国

語大学大学院平和構築・紛争予防講座において客員講師として教鞭もとられて

おります。 

 それでは、吉崎さんにセッション１の議事進行をお願いしたいと思います。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○吉崎知典 防衛省防衛研究所研究部第五研究室長  

ただいま御紹介いただきました防衛研究所の吉崎でございます。 

 本日のセッション１、「国際平和協力～周縁にある人々の視点からの考察～」

という形で、３名の研究員の方々の発表をいただきたいと思います。 

 概要について申し上げますと、最初にお話があります新野研究員のテーマは

ジェンダー、特に軍事組織におけるジェンダーというテーマでございます。次

に、与那嶺研究員から報告がございますテーマは、ネパールの事例でございま

すけれども、これは、10年間の内戦を終えた後の包括的な和平合意、そして、

その中での武装解除のプロセスの中で、どういった形で平和を構築していくの

かという課題でございます。そして、セッション１の三番目のテーマは、津矢

田研究員からでございますが、ミャンマーにおける軍政の問題、そして、軍政

の中で虐げられた人々がどういった現状にあるのか、いわばそういった軍政と

民主化、そして次に課題で出てきます選挙の問題というものがございます。 

 一見、この三つのテーマは共通したものがないかもしれません。ですが、こ

の三つのテーマに共通するテーマとしては、やはり「新たな挑戦」であるとい

うことだと思います。これまでの伝統的なＰＫＯといったものでは決して捕捉

できないようなものが、この三つのテーマから出てくるのではないかと期待し

ております。 



内閣府国際平和協力本部事務局・国際連合大学サステイナビリティと平和研究所共催 

第２回国際平和協力シンポジウム 

～国際平和協力研究員による新たな挑戦～ 

平成 22年 10月 8日 

 

 24

 本日は、明石康先生にお越しいただいておりますので、各研究員から20分ず

つ御報告いただきまして、そして、明石先生から15分程度のコメントをちょう

だいしたいと思います。また、せっかくの機会でございますので、会場にいら

っしゃる皆様方、ネパールにいらっしゃった方、またミャンマーのことを御存

じの方がたくさんいらっしゃると思います。また、私がこうやって見た限りで

も、ネパールの国際任務にいた自衛官の方、ないしは自衛隊で国際協力活動に

携わった方が多数いらっしゃいますので、皆さんとの意見交換も併せてやりた

いと思います。 

 最初の発表者の新野智子研究員は、米国のカリフォルニア州モントレー国際

大学院国際政策修士号を取得されまして、ユニセフ、ＵＮＨＣＲ、ＷＦＰなど

国連機関、そしてＩＣＲＣを通じまして緊急援助支援に携わってこられました。

その間、ウガンダ、インド、アフガニスタン、インドネシア、ハイチ、チリと

いった地域でフィールド経験をお持ちになっております。時間は20分でお願い

いたします。 

 

○新野智子 国際平和協力研究員  

御紹介いただきました新野と申します。よろしくお願いいたします。 

 今日は、「国際平和協力への貢献、見える？見えない？～女性の視点と自衛

隊～」と題しまして、自衛隊を通じた国際的な人的貢献が国民の女性にどのぐ

らい理解されているのか、検証した結果を御報告したいと思います。 

 まず、問題意識です。 

 湾岸戦争後、日本は平和構築に向けた国際貢献の戦略として、「ひとを通じ

た貢献」というものを強調してまいりました。システマティックにひとを通じ

た貢献ができる最たるものとして、自衛隊による国際平和協力活動があります。

これは、ＰＫＯへの派遣を取ってみても延べ6,000名近く、またイラク派遣を取

ってみても6,000名、計1万2,000名の自衛官がこれまでにかかわってきました。 

 世論調査に反映されていますように、ＰＫＯや自衛隊に対する支持というも

のは決して低いものではありません。こちらはＰＫＯへの参加について聞いた

世論調査から引用しました。しかしながら、これは、ＰＫＯへの支持には根強

い男女差というものが見られます。 

 それでは、どうして自衛隊の国際平和協力活動に対して、女性から男性同等

の支持を得られないのか、何がボトルネックになっているのか、その理由を検

証するに当たりまして、自衛隊や防衛問題に対して無関心な人に焦点を当てて

みました。 
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自衛隊や防衛問題への関心

無関心なひとのほぼ40％は
“自衛隊についてよくわからないから”と回答
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自衛隊や防衛問題に
ついてよくわからない
から ％
自分の生活に関係な
いから ％

差し迫った軍事的脅威
が存在しないから ％

自衛隊は必要ないか
ら ％

その他 ％

わからない ％

世論調査集計表をベースに作成

40.2％

 

これは、自衛隊や防衛問題への関心という世論調査から引用してきたもので

すけれども、無関心な人のほぼ40％は、自衛隊について「よくわからない」か

らと回答しております。このよくわからないことに起因する無関心度は、ほか

の理由と比べ高い数値で定着しておりまして、平成18年には過去最高値の

40.2％を記録しております。 
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しかも男女別にみると。。。

世論調査集計表をベースに作成

46.7％

27.6％

圧倒的に女性！！

 

 この表を使いまして男性と女性に分けてみました。すると、この「よくわか

らないから」無関心というのは圧倒的に女性で、近年その傾向が顕著になって

います。直近の平成21年のデータですけれども、46.7％の女性、すなわち無関

心な女性のほぼ半数が、「自衛隊や防衛問題についてよくわからないから」無

関心としています。 

 日本は、歴史的にも国防や軍事というのはもっぱら男性の領域でした。現在

でも男性自衛官が95％を占める自衛隊は、間違いなく男性の領域です。しかし
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ながら、日本の人的貢献のかなめとなる自衛隊の貢献に対し、女性の関心が低

いのは当たり前で放っておいていいのでしょうか。 

自衛隊と防衛問題に対する無関心度（男女、世代別、H21）

世論調査集計表をベースに作成

これまでの
支持基盤の先細り！

単なる政治的道義
有効な広報戦略

 

 こちらは、自衛隊と防衛問題に対する無関心度を、平成21年度のデータを男

女、世代別で表したものです。一つ言えるのは、女性は世代を超えて男性より

も無関心度が高く、また、若い人ほど無関心な傾向にあるということ。そして

また、もう一つ、男性のほうにも注目していただきたいのですが、特に若い20

代の世代が非常に高く、実はこの30代の女性よりも無関心度が高く記録されて

おります。 

 今後、自衛隊への支持基盤が先細っていく可能性からすると、女性への積極

的なアプローチというのは、単なる政治的道義ならず、有効な広報戦略である

と言えます。そして、これは非常にテクニカルな側面なのですけれども、ＰＫ

Ｏ法成立から20周年に当たります2012年まであと２年。これまでの実績を土台

に積極的なＰＲをかけるチャンスが今来ていると言えるでしょう。 

 それでは、どうしたら自衛隊の国際平和協力活動に対して、女性から男性と

同等の支持を得られるのか。まずは、国際平和協力活動に対して、女性はどれ

だけ認知・認識しているのか、現状を比較検証するためにアンケートをとりま

した。サンプルは、性別、５世代、５地域で平均してとりました男性150名、女

性350名の計500名となっています。 

 このアンケートにおきまして、「認知」と「認識」という言葉を多用します

ので、先に定義の方をしたいと思います。ＰＲ効果の３ステップとして、認知、

認識、行動変容というものがあります。これは、例えば認知とは、「知覚する

こと、すなわち“知っている”“見たことがある”“聞いたことがある”」、

認識、「認知したことに対して理解を深め、“知識”として昇華すること」、

そして行動変容、「新たに獲得された“認識”をもとに、これまでの行動パタ

ーンに変化が起きること」を意味しています。 
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Aさんは、新商品X売り出し、
(認知)

商品PR

XはYに良く効く、
(認識)

Xを購入
(行動変容)

 

 具体的には、商品ＰＲで、Ａさんは、新商品Ｘの売り出しを知り、ＸはＹに

よく効くと理解し、その後Ｘを購入するようになりました。また、選挙ＰＲで

Ｂさんは、Ａさんが市長選に立候補したことを知り、Ａさんは効率的な税の運

用に意欲的であると理解し、実際に投票という行動をとりました。という具合

です。 

“知っている”
“見たことがある”
“聞いたことがある”
かどうか。。。

聞かれればなんとなく
選択できる。。。(選択肢）
→① “認知度”

認知した事象について
“知識”として他人にも
明確に伝えることが
できるかどうか。。。

自発的に想起できる。。。
（記述式）
→② “認識度”

 

 この研究では、知っている、見たことがある、聞いたことがあるかどうか、

すなわち、聞かれれば何となく選択できるかどうかをはかった結果として「認

知度」と定義しています。また、認識の方は、認知した事象について知識とし

て他人にも明確に伝えることができるかどうか、すなわち自発的に想起できる

かどうかをはかった結果として「認識度」としています。 

 こちらは、文字数が多くて非常に恐縮なのですけれども、お手元の配付資料

（36～38ページ参照）にもありますのでごらんください。これは、このアンケ

ートにおきましてはかるべき事項ですけれども、表に簡潔にまとめたつもりで

す。本日のところは、現状の認知・認識にのみ焦点を当てましたので、セッシ
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ョンＡから得られた示唆を、時間的な制約から４問で御紹介いたします。アン

ケートの設問の文言によりまして、第１ステップの「認知」ではなく、第２ス

テップの「認識」のレベルから先にはかっておりますので、御了承ください。 

 １問目です。国内外の自衛隊の活動を知っているだけ自由想起してもらい、

基本的な認識をはかりました。設問です。「あなたは自衛隊が国内や海外でど

のような活動をしているかご存知ですか。思いつく活動をすべて記入してくだ

さい」。 

アンケートQ1
国内外の自衛隊の活動を知っているだけ

自由想起してもらい、基本的な認識を測る。

5件回答率で
男性の認識度は女性の2倍

男女ともに低い認識2件回答率男女ともに
50％以下

 

これが結果ですけれども、このＱ１で全く答えられない人は、男女ともに25％

を上回りました。また、ここには出ていませんが、２件回答率も男女ともに５

割を切りました。すなわち、半数の人が自由想起し、返答できたのは１件のみ

ということになりまして、まず、そもそも自衛隊の活動に対する認識の低さと

いうものが浮かび上がってきました。 

 また、認識度の深さというものを検討してみますと、１件、３件と回答率に

男女差は見られませんでしたが、５件の回答率に至りましては、男女の認識度

の深さに２倍の差が見られることがわかりました。男性13％に対し女性７％と

なっています。すなわち、国民男性の８人に１人、また国民女性の15人に１人

しか自衛隊の活動について５件以上想起することができないということになり

ます。 

 １件目の回答を分析してみました。すると、認識されている活動に男女差が

あることがわかりました。まず、男女ともに一番よく認識されているものは災

害時の救援活動でした。男性は、救援活動と海外での活動というものを同程度

に認識しています。一方で女性の方は、救助活動を認識している比重が海外で

の活動の約2.5倍、45％を記録しています。すなわち、女性は、国際や海外とい

う要素よりも、救援や支援、手助けなどの側面に強く反応して、こういった側

面から自衛隊の活動をよく認識していることがわかりました。 
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アンケートQ1
1件目の回答の分析

＜

認識されている活動に
男女差

女性＝国際、海外
＜救助、手助け

 

  

２問目です。2007年にＰＫＯを含む国際平和協力活動が自衛隊の本来任務と

なりました。４年たった今、その事実がどれだけ認識されているのか、自由記

入で回答していただきまして検証してみました。設問です。「自衛隊の本来任

務として国の防衛や公共秩序の維持がありますが、2007年度から新しい本来任

務が追加されました。何という任務かご存知ですか。」 

 

正解＝国際 or 海外 ＋ 派遣、活動、支援、援助、
平和維持（Ex. 海外派遣、国際協力）

アンケートQ2
新しい本来任務＝国際平和協力活動

男女ともに低い認識
正解は11名にひとりのみ

男性の認識度は
女性の２倍以上

 

 

ここでの正解ですけれども、国際または海外といった要素の単語と、派遣、

活動、支援、援助、平和維持などといった単語の組み合わせのみ正解としてお

ります。ゆえに、例えば海外派兵といったような回答は、不正解として処理し

ております。 
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 ここでの結果ですけれども、前問同様に全体的に非常に低い認識度を示しま

して、モニターの11名に１人しか正解ができませんでした。また、男性正解者

17％に対し、女性の正解者は６％、男女の認識度に３倍近く差が開いているこ

とがわかりました。すなわち、男性の６人に１人、女性の17人に１人しか国際

平和協力業務が新しい本来任務に加わったことを認識していなかったと言い換

えられると思います。 

 アンケートＱ３になりますが、これまでは自由記入で認識度についてはかっ

てきましたが、ここからは、アンケートＱ３、Ｑ４とステップを１段落としま

して、選択問題で認知度をはかってみました。「自衛隊の本来任務である国の

防衛や公共秩序の維持に加えて、2007年度から国際平和協力活動も本来任務と

されました。国際平和協力活動に当たるものを以下のうちから３つあげてくだ

さい。」 

 

アンケートQ３
ダミーを入れた３択問題で

国際平和協力活動内容についての認知度を測る

自衛隊の本来任務である国の防衛や公共秩序の維持に加え
て、２００７年度から国際平和協力活動も本来任務とされまし
た。国際平和協力活動に当たるものを以下のうちから３つあ
げてください。

• テロに対する戦闘行為 （１５％）
• 国際司法裁判への協力 (３％)
• 環境破壊から来る大規模災害に向けた防災活動 （３０％）
• 国連による平和維持活動（PKO）を含む国際平和協力業務 (５４％)
• 国際平和協力法(いわゆるPKO法)の海外への普及（２６％）
• 国際緊急援助活動（ＪＤＲ） (５７％)
• 政府開発援助（ODA）の実施 (９％)
• 国際的な紛争解決 （１１％）
• イラク国家再建に向けた取り組みへの協力 (９％)
• わからない（２１％）

認知度に男女差なし。

ＪＤＲとＰＫＯの組合せ
３９％

３件正解５％

 

 

正解は赤くハイライトしておりまして、結果がこちらになります。ＰＫＯを

含む「国際平和協力業務」と「ＪＤＲ」が各々50％以上を記録しております。

また、この２つの組み合わせが２項目正解の組み合わせの中で一番多かった組

み合わせですが、全体で39％。また、３件正解した人は５％とすごく低い数字

だったのですが、この両件ともに、認知度に男女差は見られませんでした。 
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アンケートQ３
ダミーを入れた３択問題で

国際平和協力活動内容についての認知度を測る

自衛隊の本来任務である国の防衛や公共秩序の維持に加え
て、２００７年度から国際平和協力活動も本来任務とされまし
た。国際平和協力活動に当たるものを以下のうちから３つあ
げてください。

• テロに対する戦闘行為 （１５％）
• 国際司法裁判への協力 (３％)
• 環境破壊から来る大規模災害に向けた防災活動 （３０％）
• 国連による平和維持活動（PKO）を含む国際平和協力業務 (５４％)
• 国際平和協力法(いわゆるPKO法)の海外への普及（２６％）
• 国際緊急援助活動（ＪＤＲ） (５７％)
• 政府開発援助（ODA）の実施 (９％)
• 国際的な紛争解決 （１１％）
• イラク国家再建に向けた取り組みへの協力 (９％)
• わからない（２１％）

テロ対策法？

認知がきちんと
認識のレベルに達していない

ダミー分析

 

 更にダミーを検証してみますと、26％を記録しました「PKO法の海外への普及」

などがありますが、一部の単語をどこかで聞いたことがある、見たことがある

と認知反応しているのが認められます。いわゆる認知がきちんと認識のレベル

にまで至っていない裏づけになります。 

 また、「わからない」といった選択肢も、一番最後ですけれども21％として

ある中で、テロに対する戦闘行為というものが15％を占めました。これは、テ

ロ対策法など「テロ」という要素に引っ張られたと思われます。しかしながら、

自衛隊という名称からも想像できますように、積極的な戦闘行為というのは、

活動の本質からしてまずあり得ないというわけで、この間違った認知を正す必

要性を考えると、後々の情報発信の仕方というものを十分に検討していく必要

があるかと思われます。 

アンケートQ４
ダミーを入れた複数選択で国際平和協力活動内容についての

認知度をダブルチェック（ハイチ）

認知度に男女差なし。

1問正
解
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最後になります。ここではダミーを入れた複数選択で国際平和協力活動内容

についての認知度をハイチのケースでダブルチェックしました。「自衛隊はこ

れまで国連によるＰＫＯやＪＤＲ、またイラク国家再建に向けた取組みなど、

『国際平和協力活動』を海外で展開してきました。このような活動の一環とし

て、今年１月に大地震に見舞われたハイチでも自衛隊が活動しています。ハイ

チで行われた、あるいは行われている自衛隊の具体的な活動として、これまで

に聞いたことのあるものを以下のうちから選んでください」。 

 詳細はお手元の資料をごらんください。こちらには、実際にハイチで活動が

あったもののみ出しています。正解は、１つ出していないものがあるのですけ

れども、それは、選択肢の中で「アメリカ国籍を持っているハイチ人の米国へ

の輸送」になりますが、男女合わせて５％未満の認知がありました。これは１

度のみの行為で定期的な活動ではないので、かなり低い認知だったと思われま

す。また選択肢のなかの、「どれもこれも聞いたことがない」という返答は27％

にのぼりました。 

 １問正解、または２、３問正解率を見てみますと、顕著な男女差は認められ

ません。また、「ＪＤＲによる被災者への医療活動」というものは一番認識度

が高く、50％近くに上っているのがわかります。 

 

ハイチにおける自衛隊の活動について
情報収集に使用された媒体

（複数選択、％）

 
 

日本で既に70％、80％近くの人がインターネットアクセスを持ちますが、情

報収集経路としてテレビの影響力というのはいまだ強く、今回調査でも、ハイ

チにおける自衛隊の活動について、70％の人がテレビを情報収集媒体としてい

ました。 
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外務省関連報道内容の内訳
２０１０年１月の報道量の内訳(秒数ベース）

ハイチ大地震１１％

3%

16%

9%

8%

11%
19%

18%

16%

普天間問題

北朝鮮関連

グーグル中国事業、中国国防、台
湾関連

ハイチ地震

漁業・海洋関連

日米安保関連

中東関連

その他

１８日にJDR、PAP郊外のレオガンに到着、活動開始 （～２５）
２３日自衛隊の医療部隊が活動開始 （~２月１３日）
２５日ハイチに関する閣僚級会合で、自衛隊のハイチPKO 派遣表明

PTP 報道分析よりhttp://www.ptp.co.jp

ＪＤＲ初動時期の
１月の報道量

 

 こちらは、外務省関連の報道内容の内訳になります。先ほど申し上げました

50％近くの人が認知したＪＤＲ初動時期に当たります１月のハイチの報道量が

11％に上っています。テレビで見聞きした事象というのが、いまだ強く記憶に

残っていることの証明とも言えるでしょう。 

外務省関連報道内容の内訳
２０１０年２月の報道量の内訳(秒数ベース）

PTP 報道分析よりhttp://www.ptp.co.jp

 

 こちらは単に比較になりますが、２月というのは細かい話題が多く分散して

いまして、ハイチは１％未満と、その他に含まれております。 

 ダミー分析ですけれども、ダミーの中でも、「救援物資を輸送するアメリカ

軍への燃料補給支援」というのが37％の高い数値を示しました。これは、テロ

対策特措法に基づくアメリカ軍への燃料補給支援に引っ張られたと見られます

が、前問でのダミー同様、認知がきちんと認識のレベルに達していないという

ことがわかります。 

 以上４項目から見えたことを私なりにまとめてみました。 
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①認知

②認識

③
行動変容

自衛隊の国際平和協力活動に対して、
女性はどれだけ認知・認識していたのか？

（潜在的に認知されているが
認識まで到達していない事項
多数）

（男女ともに低い認識度）

男性の認識度は女性の<2倍

認知においては男女差なし

ダミーｓ。。。

 
まずは、認知のレベルにおいては男女差というものは見られませんでしたが、

認識のレベルに至った時点で、男性の認識度は女性の２倍以上を記録しており

ます。また、男女差に焦点を当てたアンケートでしたが、第２ステップの認識

のレベルに進んだ時点で、男女ともに認識度がかなり落ちることがわかりまし

た。 

 そして、ダミーで見ましたように、潜在的に認知はされているものの、きち

んとした理解、認識まで達していない事項が多数認められました。 

①認知

②認識

③
行動変容

自衛隊の国際平和協力活動に対して、
女性はどれだけ認知・認識していたのか？

認知をきちんとした
認識のレベルに落とす

仕掛け
（潜在的に認知されているが
認識まで到達していない事項
多数）

（男女ともに低い認識度）

男性の認識度は女性の<2倍

認知においては男女差なし

関心喚起＝
もっとよく知ろうという

原動力

How
?Ａｓｓ

ｅｔ

自衛隊
と国民

の接点
を

有効活
用

 

 それでは、まず、認知のレベルから導き出されたことは、認知をきちんとし

た認識のレベルに落とす仕掛けが必要だということ、すなわち、現在ある自衛

隊と国民との接点というものを有効に活用させまして、伝えたい事項などを単

に知覚認知させるのみならず、もっとよく知ろうという原動力になる関心を喚

起していく継続的な努力が必要になるということだと思います。 

 補足になりますが、今回の調査で、自衛隊と国民との接触経路を調べたとき

に、直接的な接触経路に男女の差が現れまして、女性の接触は、数ある接触経
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路の中で４つに大別、限定されていました。ほかの、女性の接触の少なかった

既存の接触経路から、もっと女性へのアプローチをかけるということは、この

自衛隊と国民の接点を有効に活用することにつながるのかなと思います。 

①認知

②認識

③
行動変容

自衛隊の国際平和協力活動に対して、
女性はどれだけ認知・認識していたのか？

認識の全体的な
底上げをしながら、
女性の認識度を高める

仕掛け

（潜在的に認知されているが
認識まで到達していない事項
多数）

（男女ともに低い認識度）

男性の認識度は女性の<2倍

認知においては男女差なし

もっと
Gender approach

広報努力の意図する
結果に2倍以上の
男女差がでてくる
という可能性を意識

How
?

 

今回、認識のレベルから導き出されたことなのですが、認識の全体的な底上

げをしながら、女性の認識度を高める仕掛けが必要だという点、また、その過

程において、広報努力の意図する結果に２倍以上の男女差が出てくる可能性を

意識する必要があるという点にあります。結局どういうことかというと、「も

っともっとジェンダーアプローチを」ということに尽きるのかなという結果に

至りました。発信側が男性主流の領域にあって、このジェンダーアプローチと

いうのは、情報受信側にある国民の半分が女性であることからも、常に意識し

なければならない課題かもしれません。 

 「国際平和協力への貢献、見える？見えない？～女性の視点と自衛隊～」と

いうタイトルで発表させていただきました。発表を終わりたいと思います。御

清聴ありがとうございました。（拍手）
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配布資料 

内閣府国際平和協力本部事務局・国連大学サスティナビリティと平和研究所

(UNU-ISP)共催 

第 2回国際平和協力シンポジウム 

2010年 10月 8日＠エリザベスホール/UNU 

 

国際平和協力への貢献、見える？見えない？ 

～女性の視点と自衛隊～ 

 

発表研究員：新野智子 

 

情報受信側から測る項目 

A）基本的な情報の認知・認識度 

a) 自衛隊の活動一般 

 国内外での活動一般に対する認識 Q1  

b)自衛隊の国際平和協力活動 

 国際平和協力活動=本来任務の認識 Q2  

 国際平和協力活動の内容の認知 Q3  

 ハイチでの活動内容の認知 Q4 

 パキスタンでの支援内容の認知と認識 Q5  

B) 情報収集経路とアクセス度  

 メディア（媒体）をとおした間接的な自衛隊との接触 Q6 

 直接的な広報活動による自衛隊との接触 Q7  

C）情報収集能力度   

 インターネット上での情報収集能力 Q8‐10  

 

サンプル＝男性 150名、女性 350名の計 500名、性別×５世代×５地域の条件ご

とに 3段階で無作為抽出 

 

アンケート Q1  

国内外の自衛隊の活動を知っているだけ自由想起してもらい、基本的な認識を測

る。 

あなたは自衛隊が国内や海外でどのような活動をしているかご存知ですか。思いつ
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く活動をすべて記入してください。 

アンケート Q2 

自由記入で新しい本来任務＝国際平和協力活動の認識度を測る。 

自衛隊の本来任務として国の防衛や公共秩序の維持がありますが、２００７年度か

ら新しい本来任務が追加されました。何という任務かご存知ですか。 

 

アンケート Q３ 

ダミーを入れた３択問題で国際平和協力活動内容についての認知度を測る。 

自衛隊の本来任務である国の防衛や公共秩序の維持に加えて、２００７年度から国

際平和協力活動も本来任務とされました。それに当たるものを以下のうちから３つあ

げてください。 

1. テロに対する戦闘行為 

2. 国際司法裁判への協力 

3. 環境破壊から来る大規模災害に向けた防災活動 

4. 国連による平和維持活動（PKO）を含む国際平和協力業務 

5. 国際平和協力法(いわゆる PKO法)の海外への普及 

6. 国際緊急援助活動（JDR） 

7. 政府開発援助（ODA）の実施 

8. 国際的な紛争解決 

9. イラク国家再建に向けた取り組みへの協力  

10. わからない 

 

アンケート Q４ 

ダミーを入れた複数選択でハイチにおける国際平和協力活動の内容についての認

知度を測る。 

自衛隊はこれまで国連による平和維持活動 PKO や、国際緊急援助活動、またイラク

国家再建に向けた取り組みなど、｢国際平和協力活動｣を海外で展開してきました。こ

のような｢国際平和協力活動｣の一環として、今年 1月に大地震に見舞われたハイチで

も自衛隊が活動しています。ハイチで行われた、あるいは行われている自衛隊の具体

的な活動として、これまでに聞いたことのあるものを以下のうちから選んでください。 

 

1. 救援物資を輸送するアメリカ軍への燃料補給支援 

2. テロに対する戦闘行為 

3. アメリカ国籍を持っているハイチ人の米国への輸送 

4. 警察機能 

5. 国連職員や NGO職員の身辺保護 
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6. 瓦礫の撤去 

7. 被災者への医療活動 

8. 橋や道路などの修復 

9. どれも聞いたことがない 

 

アンケート Q５ 

直近のパキスタンへの貢献に対する認知・認識度を yes/no answerと自由記入で測る 

政府は今年の８月、自衛隊による「国際平和協力活動」の一環として、大規模は洪

水被害に見舞われたある国へのヘリコプター派遣を決定しました。この決定について

あなたは知っていましたか。(知っていると回答された人) その国とはどこの国です

か？
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○吉崎室長  

ありがとうございます。自衛隊の国際平和協力活動に対する認知度がすこぶ

る低いという非常にショッキングな結果がまいりまして、アンケート調査をや

りました、ダミーを入れた質問のところでも、私も引っ掛かりそうな設問もご

ざいまして、認知度を高めることによって、実際の活動への認識を深めていた

だいて、かつ、具体的な変化を起こすというのは大変難しいことだということ

に思いをいたしました。 

 それでは、続きまして、「ネパールの平和構築における女性の参画」という

テーマで、与那嶺涼子研究員から報告をお願いいたします。与那嶺さんは、イ

ギリスの大学院でジェンダーと開発学、紛争とジェンダーをテーマとした修士

号を取得されまして、その後、沖縄の財団法人沖縄女性財団にて、ジェンダー、

女性に対する暴力や男女共同参画事業を担当されました。そして、2008年から

２年間、ＪＩＣＡ青年海外協力隊員としてネパールに派遣されまして、発表で

もあったかと思うのですけれども、紛争で国内避難民になった方々のリハビリ

と統合のプロジェクトに従事されております。 

 

○与那嶺涼子 国際平和協力研究員  

ご紹介いただきました与那嶺です。本日、私の方からは、ネパールの内戦の

後に国連ネパールミッションということで、日本からも自衛隊の方が６名派遣

されていまして、政治的ないろいろな動きがありますが、それとはまた別の視

点からの発表になります。草の根レベルの活動の中から、こういったことが行

われているということで発表していきたいと思います。 

 

分断を融合へ
ネパールの平和構築における

女性の参画

2010年10月8日
内閣府ＰＫＯ事務局

研究員

与那嶺涼子

 

●平和構築の女性の参画

●トランジショナル・ジャス
ティス（移行期正義）とジェ
ンダー

●ネパール

 

 今日お話しする内容のポイントですけれども、平和構築、紛争などが起こっ

た後の社会の再建の中で、女性がどう参画していくのか、それからトランジシ

ョナル・ジャスティス（移行期正義）、基調講演でもお話がありましたが、正

義を求めていく活動のことですね、それとジェンダー、そしてネパールという

事例でお話をします。 
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ジェンダー(Gender)とは

文化的・社会的性差

比較：生物学的性差（Sex）

国によって、文化によって、時間系列によって
変化するもの

 

 

「ジェンダーとは」、御存じの方もいると思いますが、確認のために申します

と、文化的・社会的に構築された性差ということになっております。 

 

国連 安保理決議１３２５（2000年）【重要】

 平和を作るには平和構築、安全保障の全てのレベルにおいての女性の
対等で平等な参画が必須であり、現実に促進、実行することを決議

女性と女児への
人権保護と人権擁護

国連ミッションにおいて
ジェンダーの視点での

報告書作成

平和維持活動（ＰＫＯ）における
ジェンダーの視点

紛争後の過程における
ジェンダーの視点

全てのレベルの意志決定への
女性の参画

 

 

それで、大事なところですけれども、国連の「安保理決議1325」という非常

に重要な決議がありまして、平和構築の中で女性の参画をすべてのレベルにお

いて女性の参画を取り入れていかなければ、本当の平和を築く基盤となる社会

ができないという意味で、常にこういった支援の中ではドナーとローカルＮＧ

Ｏがネパール人を啓蒙しながらやっていっております。 
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トランジショナル・ジャスティス（移行期正
義）とは(Wikipediaより）

①補償(Reparation)：加害者に対する物質的、
象徴的補償

②真実の追求：事実究明委員会（あるいは真実和
解委員会とも訳される）を通して人道に反する暴
力、犯罪の歴史的解明をする

③加害者を裁く：法廷あるいは、それ以外の方法

④法制度、社会制度の整備・改革(SSR)：二度と
人権に対する暴力、殺戮を繰り返さないため、
加害者を公職からおろす（Lustration)、人権侵
害を助長させる制度を改革をする

 

  

「トランジショナル・ジャスティス」、これは、「移行期正義」もしくは「移

行期の司法」と言われております。幾つか特徴がありまして、一番目に被害者

への補償。つまり、被害者に対する金銭等の物質的、また象徴的な補償。それ

から二番目に、「真実の追求」、例えば、勝手に連行されて、処刑されて、そ

のまま消息が不明になった人などがいますので、そういった人たちに対しての

真実を究明していく権利とか、過去の犯罪に向き合うというところになってい

きます。三番目、これは加害者を法的に裁く場合、もしくは法的な裁判以外の

いろいろな習慣、文化的な和解の形で裁いていく。四番目は、法制度や社会制

度の整備をしていく。こういった大きな特徴があります。 

 ネパールの説明ですけれども、人口は2,895万人。そのうちの34％が15歳以下

で、64歳以上は４％という人口形態です。ヒンズー教が80％以上。それから、

2008年に共和国へ世俗国家として誕生しました。平均寿命が、男性64.3歳、女

性が66歳。識字率が男63% 女35%となっております。こういった簡単な感じでイ

メージしてください。 

 ネパールの社会の特徴的なものとして、大きく言うとヒンズー教文化なので

すけれども、非常に多様に細分化されております。それは、民族、それからカ

ースト制度というもので、人々が非常に分断されております。民族は、大きく

言うと９ぐらいになるのですが、細かく分けていきますと120近くの民族グルー

プに分かれております。その中でカースト制度という身分制度があり、それぞ

れの上下関係があります。それから、首都と地方、言い換えると開発されたと

ころと低開発地という差がありますし、さらにジェンダー関係を見ると、女性

の地位は非常に低いです。また、政治家、政治レベルの話と一般国民の生活レ

ベルに大きな断絶が見られます。これがネパール社会の特徴になると考えてく

ださい。 
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ヒンズー教の神に女性はいるが、父権制社会で、男性が上で女性は下

実際の生活では女性はきつい労働をし、男性に従う立場. 

ヒンズー教の神に女性はいるが、父権制社会で、男性が上で女性は下

実際の生活では女性はきつい労働をし、男性に従う立場. 

ネパールの社会

©WHR, Katmandu, Nepal  
 

「ネパールのジェンダー」ですけれども、ネパールの社会というのは父権性

社会で、女性はかなりきつい労働なども任されていて、女性は男性に従うとい

う立場になっています。 

 

ネパールの紛争1996年2月-2006年11月

 1996年2月 マオイスト人民解放軍（ＰＬＡ）により蜂起、内戦
 13,000人が亡くなる（うち、国軍による殺害は11,000人）
 50，000～70，000人が国内避難民(10,000~20,000と
も）

 マオイストによる土地や財産の没収、村・地方の行政の建物
の破壊（４３％村役場、学校等破壊）

 強制連行、失踪者1,619(1,234 by RNA, 331 by CPN-
M)

 2006年11月に政府とマオイスト間で包括的和平合意調印
（ＣＰＡ）

 その中に軍の統合、トランジショナル・ジャスティスが含まれる
 国連ネパールミッション（ＵＮＭＩＮ）の駐留～2011年1月まで
 2008年、4月10日、制憲議会選挙により、238年続いた王
制を廃止し、王国から連邦民主共和国ネパールが誕生、世俗
国家へ

 

 

 「ネパールの紛争」が1996年から2006年の10年間ありまして、亡くなった人

は１万3,000人、そのうち１万1,000人は国軍によって殺害されています。これ

は、マオイスト軍、人民解放軍（ＰＬＡ）と政府の戦いではあったのですけれ

ども、それ以前から民主化を求める国民の動きがありまして、いろいろなこと

が重なってこの戦争が起こったと分析されています。国内避難民は５万から７

万、もしくは10万から20万とも言われています。それから、それぞれの村役場

とか学校などが破壊されたり、あと強制連行、失踪者の数が1,619名。これは、

1,234人が国軍によって連行されて、失踪したままです。残りの331名がマオイ
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スト軍によって連行されて失踪しました。2006年に包括的和平合意が調印され

て、それから暫定政府ができ、国連ネパールミッション（ＵＮＭＩＮ）が入り、

今、憲法をつくるための制憲議会とともにいろいろ動きがあります。 

 ちょっと繰り返しになりますが、首都対地方、また王政（上位カースト）対

民主化、カースト制度に対する反対、少数民族や女性に対する差別、そういっ

たもののいろいろ鬱積したものから紛争に導かれていった。戦闘自体は、地方

で局部的に行われていたのですけれども、いろいろな恐怖から地方の村から首

都へ逃げて来る国内避難民が多数発生しました。先ほどの強制失踪者と呼ばれ

る人たちは2001年以降にたくさん出ました。これは、特に国軍が強制連行した

というのがあるのですけれども、肝心な点は、加害者はいまだにだれも処罰さ

れていないということです。 

 

ネパールの紛争と女性たち

The Sari Soldiers(2008)

Courtesy of Women Make Movies, www.wmm.com
 

 

「ネパールの紛争と女性たち」ということで、女性たちがどういう役割を演

じたかということをお話しします。これは、サリー・ソルジャーズという映画

から取った写真が幾つかあるのですが、マオイスト軍にも女性が30％と言われ

ています。真ん中のマイクを持った女性は、民主化運動の学生リーダーが女性

でした。右側は、娘が連行されてしまったダリットの女性で、左の方はマオイ

ストの女性兵士です。写真にはありませんが、国軍にも女性兵士がいます。左

下は村の老婆。こういったように、女性たちも多様な形で参加したり影響を受

けてきました。 
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紛争後の問題

 被害者への補償
 加害者への責任追及
 国軍とマオイスト軍の統合問題
 マオイストに没収された土地や財産返還の問題
 国内避難民の問題（物心両面のリハビリ、村への
帰還等）

 子ども兵士の社会復帰
 失踪者の問題
 急増した寡婦の問題
 紛争孤児の問題

 

 

 「紛争後の問題」として、補償の問題、加害者への責任追及、軍の統合問題

や没収された土地、財産返還の問題、それから国内避難民の問題ですね、リハ

ビリ、村への帰還など。あと、子ども兵士がたくさんいましたので、社会復帰

の問題、それから失踪者の問題、急増した寡婦の問題、夫を亡くした人ですね、

それと紛争孤児の問題などがあります。 

 

ネパールにおける女性の参画（紛争
後）

 人民解放軍（ＰＬＡ女性兵士）を国軍への統
合可能性（約4000人）

 国会議員（１７％）

 軍隊、警察（少数民族、カーストとともに）

 ＮＧＯの活躍

（被害者当事者と被害者を支援する側）

 弁護士、ジャーナリストの活躍

 

 

 ネパールにおける女性の参画ですが、紛争の後、人民解放軍が国軍へ統合す

ることになっています。30％は女性と言われていまして、今は登録された中で

は4,000人ぐらいの女性が登録されています。国会議員は、今17％が女性になり

ます。軍隊、警察それぞれ、紛争の後、女性たちを積極的に取り入れるという

ことで、幾つか数字が上がっております。例えば、警察の場合は439名ですが全
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体の7.3％となっています。国軍の場合は、今、全体で1,070名ですけれども、

国軍自体が９万人余りいますので、これも数字はちょっと少ないですが、昔よ

り増やしてはいます。女性たちがＮＧＯを立ち上げたり、当事者、被害者とし

て活動したり、弁護士やジャーナリストの活動も目覚ましくなっております。 

 

女性の参画 二つの事例から

 ＷＨＲ（ＮＧＯ）

（寡婦の人権団体）

全てのカースト女性（寡婦）

国軍、マオイスト、その他含む

国内避難民寡婦の支援

 Ａｄｖｏｃａｃｙ Ｆｏｒｕｍ

アドボカシー・フォーラム（ＮＧＯ）

ＴＪ、失踪者支援活動を支える

 ＴＪ＆Ｇｅｎｄｅｒ Ｎｅｔｗｏｒｋ（ＮＧＯ，ＩＮＧＯ，ＵＮ等）

 

 

私の方で御説明させていただく二つの事例というのは、分断されたネパール

社会の中で、そういったカーストや、マオイスト側だったり、国軍側だったり、

全然違う、反対側の人たちが、そういった違いを乗り越えて協力し合っている

事例ということで、二つのＮＧＯの紹介とネットワークの紹介をさせていただ

きます。実は、これは、私が２年間働いていたという経験から、それに基づい

て話をさせていただきます。 

 一つは、ＷＨＲという寡婦の人権団体。この寡婦というのは、ヒンズー教文

化において非常に差別を受けます。カーストにかかわらず差別を受けるという

ことで、ＮＧＯを当事者が立ち上げ、全国に支部を作って頑張っているところ

です。これは、国軍の妻だったり、マオイストだったり、あとカーストの低い

人もすべて含まれております。 

 もう一つはアドボカシー・フォーラム（ＡＦ）といって、弁護士の人が主宰

している、特に失踪者の支援活動を支えているところです。 

 最後にそのネットワークというものがありまして、これも後で紹介していき

ます。 
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ＷＨＲ 寡婦のための人権団体
Women for Human Rights, Single Women Group

 1994年 設立
 代表者 リリー・タパ（寡婦）
 75郡中54郡に支部。
 44000人の会員のうち３９０７人が紛
争被害）

 全会員の７７４０人はダリット（最低位
カースト）

 ６７％が20-35歳の若い寡婦
 平均子どもが3人～4人いる
 ２０％が紛争で国内避難民として地域
を去った寡婦

 ４0％は20歳になる前に結婚
 29％は完全な非識字者 （女性の平
均３５％、男性６３％）

 ２％のみ高等教育（大学レベル）

 

 

まず、ＷＨＲですね。1994年に設立されて、75郡中54郡にありまして、若い

寡婦が多いということと、寡婦の状況ですが、子どもが平均３～４人いるとい

うことです。国内避難民で20％が去っていっていると。それから、こういった

識字率の問題だったり、高等教育が余り受けられていないといった寡婦の団体

ですが、こういう活動をしていました。 

 

現実：生きるのに精一杯の寡婦たちが、
政府に対して補償を要求し、正義を求めるのは難しい

国内避難民としてカトマンズ盆地に住む
寡婦

 およそ800人（その中の200人）
 35.7 % は 25‐30歳.
 ほとんど無職か日雇い労働
 子ども2－3人平均
 プロジェクト内容： 聞き取り、カウン
セリング、法律相談、職業訓練、職
業斡旋、各支部への連携, 報告書
作成

国内避難民の寡婦のための
リハビリと統合プロジェクト部門（RAHAAT)

 

 

 国内避難民の寡婦のためのリハビリと統合プロジェクト部門というものがあ

りまして、私は、そこで２年間責任者として仕事をしまして、国内避難民とし

てカトマンズ盆地に住む寡婦の人たちの聴き取り、それからスタッフと一緒に

カウンセリングや職業訓練、法律相談、各支部への連携などをしたり、報告書

を作っていく、そういった活動をしてきました。 

 その中で一つ、国内避難民として首都に逃げてきた女性たちは、村に戻りた
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いという人がほとんどいなかったのが特徴的でした。というのは、村に帰って

もマオイストが怖い、家も壊されたままで、土地も占有されているなど、いま

だに和解が進んでいない面と、教育の機会や仕事の機会が首都の方が多いので、

どうしても村に帰るとそういう仕事の機会がないので、残りたいという人が多

かったということです。そのような状況で金銭的な補償を求めていくことに比

べて、正義を求めていく活動をするというのは、現実的には非常に厳しいこと

でした。 

 

マイナ・スナール失踪事件

 ダリット（最下位カースト出身）の15歳の少女
 母親のデビの必死の捜索

 ＡＦの協力

 国際社会のプレッシャー

 2004年連行され、拷問殺害
 主犯者はまだ処罰されてない

どころかＰＫＯ要員として派遣されている

（バスネット将軍以下3名）

 

 

もう一つ、アドボカシー・フォーラムというネパール人の主宰するＮＧＯで

すが、マンデラ・シャルマさんという弁護士が代表です。この人はバフンと言

って最上級のカーストの人ですが、非常に志が強くて、この「マイナ・スナー

ル失踪事件」というのがありまして、当時15歳の少女が、カブレという村から

夜、マオイストのスパイだと嫌疑をかけられて国軍に連行されて、そのまま帰

ってこなかったんですね。実際はマオイストでも何でもなかったのです。この

子のお母さんのデビさんが必死に捜索をしたものの、全部門前払いを食らいま

すが、そのうちアドボカシー・フォーラムの方につながりまして、一緒に捜索

をしていき、忍耐強く丁寧に捜索をしていきます。２年かかって、最終的には、

実は国軍のＰＫＯトレーニングセンターみたいなところがあるのですけれども、

そこの近くで拷問されて、すでに亡くなってしまって、埋められていたという

ことがわかりました。しかし、これも国際社会にプレッシャーをかけられて、

どういったプレッシャーかというと、ヒューマン・ライツ・ウォッチという国

際ＮＧＯがありまして、そこがパートナーになっていますので、そちらの方か

ら非常に支援をもらって、国際的な世論を起こして、国軍が協力せざるを得な
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い状況をつくり出し、最終的にはそこまで突き止めたのですが、主犯者はわか

っているのですけれども、処罰をされていない状況になっています。 

 

移行期の正義とジェンダーネットワーク（Ｔ
Ｊ＆Ｇｅｎｄｅｒ Network) 分断＝＞融合

 国連人権高等弁務官事務
所（OHCHR)とICTJ主導

 目的：移行期の正義の取り
組みに、ネパール女性たち
（特に紛争被害者女性）の
参加を促進すること、それ
によって、新しい憲法作成
などに、ジェンダー平等を促
進するため。

 参加団体：（国連関係、国
際ＮＧＯ，ネパールＮＧＯ）、
ＯＨＣＨＲ，ＩＣＴＪ、ＡＦ、ＷＨ
Ｒ，Equal Access, ＩＣＲＣ，
Care Nepal, UNIFEM, 
UNFPA

 

 

 この「移行期の正義とジェンダーネットワーク」というものが、国連ＯＨＣ

ＨＲと、ＩＣＴＪというのは、インターナショナル・センター・フォー・トラ

ンジショナル・ジャスティスと言って移行期正義のＮＧＯがあるのですけれど

も、そちらが主導で、ネパールの地元のＮＧＯを巻き込んで、緩やかな感じで、

このトランジショナル・ジャスティスをどう進めていくか、特に女性の被害者

の視点から、また被害者を支援する人たちみんなで、どうやって進めていくか、

今後どういった取組みができるかという意見交換や、共同の行動計画の作成な

どをする場でした。月に一度ほど定期的な会合を持っていまして、今、ちょう

ど政府が新しい憲法をつくる作業を行っているところですので、そういった面

からも、よりよい社会を構築するためには、是非こういった過去の犯罪にきち

んと向き合って、被害者や女性の視点をきっちり入れて正義を追求していこう、

同時に法の支配を強めて社会を変革しようという、そのための会合だったんで

すね。 

 ＯＨＣＨＲ主催だったのですけれども、政府からＯＨＣＨＲのマンデートを

縮小するようにと圧力があったのがこちらにも影響し、途中頓挫してしまった

のですが、その後、さまざまなところで地元のＮＧＯ、ネパールのＮＧＯが主

導的に動いていろいろなネットワークを自発的に展開しております。当然、国

連が関わる前から自分たちの運動はあったわけですが、それが場を提供されて

結びつきを多くもったと言えます。 

 現在の動きの一つですけれども、被害者支援のＮＧＯ主導のネットワークと

いうことで、ソリダリティ・キャンペーン・フォー・ジャスティス、正義に向



内閣府国際平和協力本部事務局・国際連合大学サステイナビリティと平和研究所共催 

第２回国際平和協力シンポジウム 

～国際平和協力研究員による新たな挑戦～ 

平成 22年 10月 8日 

 

 49

かっての連帯ということで、各14郡の役所の前に座り込みをしてアピールをし

ていく、そういったものをやったり、それぞれまた動きが出ております。です

から、国際社会によってトランジショナル・ジャスティスという新しいコンセ

プトが取り込まれてきたのですけれども、やはり現地の人は現地の人として、

被害者当事者だったり、被害者を支援する人たちだったり、そういう人たちが、

自分たちなりに時間をかけてこういうふうにやっていこうと手を取り合って、

いろいろな違い、カーストの違いや主義主張の違いを乗り越えて、被害者とい

う点で手をつないでいる動きが今、出ているということは非常に画期的なこと

だと思います。 

 

女性たちが正義を求めていく意義とは

女性、カースト・少数民族、寡婦、（もっとも地位の低い、人権侵害を受
けやすい集団）が正義を求める

ジェンダーバランスが変る

（女性全体の人権擁護の事例ができることにより次が繋がる）

不処罰の文化に挑戦すること＝法の支配を強める（少しずつ）

法の支配が強まる＝暴力のサイクルが止まる

永続的な平和的な文化の定着、平和の構築に繋がる

 

 

 女性たちが正義を求めていく意義ですが、ネパール社会においては、特に女

性、カースト・少数民族、寡婦というのは、最も地位が低い人たちです。人権

侵害を受けやすい団体が正義を求めていくということは、ジェンダーバランス

が変わる。これは、女性全体の人権擁護の事例ができることにより次がつなが

っていく。そして、不処罰の文化というのがあるのですけれども、だれもまだ

処罰されていないという、これはカースト制度にも非常に基づいていまして、

カーストが上の人は、罪を犯しても処罰されないという暗黙の了解がネパール

社会の文化の中には根強くありまして、それが、いわゆる法の支配というもの

に反対のことで、これを不処罰の文化といいます。この不処罰の文化に挑戦す

ることによって、法の支配を少しずつですが強めていけるのではないかと思い

ます。そして、この法の支配が強まることによって、暴力のサイクルが止まる。

これは、単純な構図ですけれども、勿論、いろいろな課題とか現地の状況があ

りますが、少しずつそういった平和のための土壌がつくられていくと思います。

それで、永続的な平和的な文化の定着、平和の構築につながると思うのです。 
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 結論ですけれども、女性の平和構築における参画が意味するものは何か。こ

れは、分断から融合への共生社会の土壌をつくっていく。当然、その正義を求

める以前の問題がネパールにはたくさんあるのですが、それを度外視しても違

いを超えて、平和を築いていこうとしてつながる社会、同時に不処罰の文化へ

の挑戦、法の支配の強化になると確信します。これは、戦争体験という大変悲

しい経験が、新しい社会へ生まれ変わる時のある意味、格好のチャンスと捉え

ることができると思います。正義か安定か、これは永遠の課題でして、和解を

どう進めるかというのは、やはりそれぞれの当事者の国の人たちが決めていく

ことだとは思います。難しいけれども、支援していくことは重要だと思うんで

すね。すぐには裁判とかができなくても、将来のために捜査をきちんと、でき

るだけ早くやるとか、意識して記録を残していくというのは非常に大事な活動

ではないかと私も仕事を通して思いました。女性やカースト、寡婦、性暴力の

被害者というのは少数派に属しますけれども、この人たちが正義を求めていく

運動を起こしていくことによって、非常にインパクトがあると思います。 

 もう一つ、「国際社会として、日本として」、どういうことができるのかな

と思ったときに、平和構築における女性への支援というのは、時間はかかるか

もしれませんが、非常に有益ではあるのではないかと思います。そして、それ

は勿論、オーナーシップという話が先ほどもありましたけれども、当事国、当

事者と常に協議をして決めて進めていくこと、そして、日本が、例えば政府が

大々的にはできないとしても、ＮＧＯを通したり、さまざまな形で協力作業な

どが可能ではないかと思います。 

 それではここで私からの発表を終わります。御清聴ありがとうございました。

（拍手） 

 

○吉崎室長  

ありがとうございます。現地における豊富な経験を踏まえて、特にネパール

における女性の地位の問題、また伝統的な価値と国際的な普遍的な価値である

法の支配とのせめぎ合いの問題、そういった一つのセッションだけではカバー

できないような重い問題提起をしていただいたような気がいたします。 

 それでは、本セッションの最後になりますけれども、「タイ・ミャンマー国

境の事例より」ということで、「被害者の再被害者化」という新しい概念、ど

ちらかというと犯罪心理学などの概念かと思いますが、津矢田絢子研究員の報

告をお願いしたいと思います。津矢田さんは、津田塾大学を卒業後、エジンバ

ラ大学にて犯罪学の修士号を取得されまして、その後、外務省本省にて世界銀

行の担当のインターンを経験されまして、それを経まして、在タイ日本国大使

館の政務部で専門調査員としてお勤めになり、タイ内政のフォロー・分析を行
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われました。同じく20分でお願いいたします。 

 

○津矢田絢子 国際平和協力研究員  

御紹介ありがとうございます。津矢田絢子と申します。早速始めさせていた

だきます。 

 「被害者の再被害者化～タイ・ミャンマーの国境の事例より」でお話させて

いただきます。 

 

1

平成２２年１０月８日
内閣府国際平和協力本部事務局

研究員・津矢田絢子

内閣府

第二回国際平和協力シンポジウム第二回国際平和協力シンポジウム

第１セッション： 国際平和協力～周縁にある人々の視点からの考察～

『被害者の再被害者化～タイ・ミャンマー国境の事例より』

2

 被害者の視点

 PKO要員や人道支援者による人身取引への関与

問題意識：問題意識：

「平和プロセスは、被害者に対する過去及び現在も続く虐待行為に係る正
義が保証されなければ、危険に陥ることになる」 （ナヴィ・ピレイ国連人権高

等弁務官、２００９年３月２２日）

紛争の被害者

DPKOの政策文書（Policy Paper）の中で、PKO要員による人身取引への関
与に関し、その問題を指摘。（Human Trafficking and United Nations 
Peacekeeping, DPKO Policy Paper, March 2004. パラii）

紛争や自然災害から生き延びた人（＝社会的弱者
＝被害者）に対する搾取の動き（＝再被害者化）

 

 

 まず、私がふだんずっと思っている問題意識というのが二つございます。一

つが、被害者の視点。これは犯罪学を勉強していましても、被害者の視点とい

うのは常に大事なものです。ＰＫＯ事務局に勤務させていただいている間に、

いろいろな方々から見聞きすると、紛争が起こると、多くの国民が被害を受け

て、紛争によって家が焼き討ちに遭い、土地を喪失し、また、社会サービスへ

のアクセスが不可能になるといった様々な不安定な状況に被害者が置かれると

いうことが常にあります。つまり、紛争被害者の視点も同様にとても大事だと

思います。この点に関し、ナヴィ・ピレイ国連人権高等弁務官が、「平和プロ

セスは、被害者に対する過去及び現在も続く虐待行為に係る正義が保証されな

ければ、危険に陥ることになる」ということも言っていますし、被害者の視点

というのは、平和構築の中でも大事だと言えます。 

 次に、二点目は、よく言われているのですけれども、ＰＫＯ要員や人道支援

者による人身取引への関与です。ＤＰＫＯの政策文書の中にも、ＰＫＯ要員に

よる人身取引への関与に関して、その問題を指摘しています。最近の例ですと、

ハイチにおきまして、救援団体、教会関係者などが、自然災害で生き残った子

どもたち、人々を人身取引したり、不法な養子縁組を行ったりする事例がユニ

セフからも報告されています。こうした紛争や自然災害から生き延びた人とい

うのは、既に社会的弱者であり被害者である。そういう人たちに対して、それ
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を搾取しようとする動きがある。つまり、被害者の再被害者化と言え、本日は

被害者に焦点を当てて報告させていただきたいと思っております。 

3

内閣府

１．被害者の再被害者化とは何か？

２． タイとミャンマー国境のコンテキストで捉える、被害者の再被害者化とは？

□ ミャンマー国内の人権状況 （第一次被害）

□ ミャンマーからタイへ～タイ・ミャンマー国境沿いの状況

□ タイ国内における被害者の再被害者化 （第二次被害、第三次被害・・・）

３．むすび・今後の研究の方向性

内容：内容：

 

 本日の内容ですが、三点で構成しました。まずは、被害者の再被害者化とは

何か。日本国内ではどういうふうに理解されているか、扱われているかという

ことを簡単に御説明しまして、二つ目に、被害者の再被害者化を対ミャンマー

国境のコンテキストで考えた場合に、どういう状況になっているかを見ていき

たいと思います。後ほど詳しく御説明しますが、ミャンマーは現在、軍事政権

下にあり、ミャンマーの国内の人々が人権侵害を受け弾圧されている状況が続

いている。そういう意味で、国民は、第一次被害を受けている。こうした国民

の中には、よりよい生活を求めて隣国へ逃れようとする者がいます。ミャンマ

ーからタイへ人が移動してきていて、やっと移動してきた。そこにまた彼らを

待ち受ける問題、「タイ国内におけるミャンマーから移ってきた人に対する人

身取引の問題」があります。そして最後に、むすびと今後の私の研究の方向性

を述べたいと思います。 

4

犯罪被害者等基本法（２００５年４月１日施行）によって定められた
「犯罪被害者等基本計画」（２００５年１２月）において、

犯罪被害者は・・・

内閣府

被害者の再被害者化とは何か？被害者の再被害者化とは何か？

「生命を奪われ、家族を失い、障害を負わされ、財産を奪われるといっ
た、いわば目に見える被害に加え、それらに劣らぬ重大な精神的被
害を負う・・・犯罪などによってゆがめられた正義と秩序を回復するた
めの捜査・公判等の過程で・・・配慮に欠けた対応による新たな精神
的被害（二次的被害）を受け・・・」

（出所：内閣府・犯罪被害者等施策）
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日本国内で被害者の再被害者化というのはどのように理解されているかです

けれども、犯罪被害者等基本法によって定められた「犯罪被害者等基本計画」

において、「犯罪被害者、生命を奪われ、家族を失い、障害を負わされ、財産

を奪われるといった目に見える被害に加え、それらに劣らぬ重大な精神的被害

を負っている。……犯罪によってゆがめられた正義と秩序を回復するための捜

査・公判においてでも……配慮に欠けた対応による新たな精神的被害（二次的

被害）を受ける」と理解されています。 

 

 では、これをミャンマー・タイの関係で見た場合に、どのような被害者、再

被害者化があるかということを見てみたいと思います。 

 

5

タイ･ミャンマー国境沿い

ミャンマー
ラオス

タイ

 

 

まず初めに、タイ・ミャンマーの位置を地図で確認してみましょう。国境が

このように長く接しております。そして、ミャンマーの軍事政権によって人権

侵害が行われ、ミャンマー国民が、タイへ流れてきています。今回の発表では

直接は関係ないのですけれども、タイ・ミャンマーと言いますと、ラオスも加

わってゴールデントライアングルということで有名でして、ここでは、川を隔

ててミャンマー、ラオス、タイが、国境がこんなに近く接しておりまして、こ

こで薬物の売買、人の売買なども行われているというような地域にあります。

このあたりのことについて、これから御説明していきます。 

 

 具体的にミャンマーの国内の状況ですけれども、NGO等によって確認されてい

る事象と国連文書においてどのような報告がされているかを見ていきたいと思

います。 
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6

【キンタナ国連人権特別報告者】
「人権侵害はとても深刻である。例えば、拷問、略式で恣意的な処刑、強制
労働、女性の虐待や表現の自由の制限など。」（１９９６年第４パラ（C））
「広範囲かつ組織的に人権侵害が（政府によって）行われており、注意が必
要」、「２，１６０名以上の政治犯が公正な司法を受けられずに非衛生的な
監獄に収容されている」（２００１年P.10～P.11、２００９年P.22)

ミャンマーの国内の状況ミャンマーの国内の状況~~具体的事実・国連文書など具体的事実・国連文書など

【歴史的背景】
１９８８年、全国的な民主化要求運動が起こるが、国軍が鎮圧、その後、政権
を掌握。１９９０年の総選挙で敗北したが、民政移管を行わず、現在まで政権
運営を続ける。

国連人権理事会へ報告：国連に対し、国際刑事裁判所のローマ
規程上における人道に対する罪又は戦争犯罪に匹敵する可能性
があるとして、審査委員会の設置を勧告。 （２０１０年３月、第１２１

及び１２２パラ）

【指標（UN）】
後発開発途上国（LDC）（２００９年）
人間開発指数（１３８番/１８２カ国）（２００９年）

 

 

まず、歴史的背景としましては、1988年、全国的な民主化要求運動が起こる

が、国軍がそれを鎮圧、その後、政権を掌握。1990年の総選挙でその政権は敗

北したにもかかわらず、民政移管を行わないで、現在までも政権運営を続けて

います。 

 そして、キンタナ国連人権特別報告者によると、ミャンマー政府の中では、

人権侵害はとても深刻と判断しています。具体的には、拷問や略式で恣意的な

処刑、強制労働、女性の虐待や表現の自由の制限などが行われていること、広

範囲かつ組織的に人権侵害が行われていること、また、2,160名以上の政治犯が、

公正な司法を受けられずに、非衛生的な監獄に収容されているというようなこ

とを国連に報告しています。そして、一番最近の国連に対する報告の中では、

国際刑事裁判所のローマ規程上における人道に対する罪又は戦争犯罪に匹敵す

る可能性があるとして、審査委員会の設置を勧告しています。 

 あとは、ミャンマーの国内の貧困度がどれぐらいかですけれども、ＵＮの指

標によりますと、後発開発途上国の中にも数えられていますし、人間開発指数

においても、182カ国中138番目というような状況になっています。 

 こうした具体的記述の国連文書の報告のほかに、人権擁護団体はミャンマー

の情勢を今どのように見ているかをご紹介します。 
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7

ミャンマーの国内の状況～人権擁護団体の報告ミャンマーの国内の状況～人権擁護団体の報告

アムネスティー・インターナショナル（１９９２年”Myanmar: No law at all”P.24）
政府主導のプロジェクトに対する強制労働（駐屯地・鉄道敷設・ラカイン州におけるエ
ビの養殖や竹林伐採など）。タイ国境沿いのアウンバン（シャン州）とロイコー（カヤー
州）間鉄道敷設にあたっては、３０万人が強制労働させられ、ロイコーで働いていた
多くの囚人が、寒さと餓えで亡くなった。

ヒューマン・ライツ・ウォッチ（２００９年『生死をさまよう人々』P.6～P.7） １９９１年、ビ
ルマ国軍がロヒンギャを排斥。これによって２５万人以上のロヒンギャが、隣国へ逃れ
た。ビルマ国軍は数百人を殺害し、部隊は村落を破壊・焼き討ちして進軍し、人々を強
制的に排除。超法規的処刑も珍しくない。強制労働と財産の没収が日常的に行われて
いる。ロヒンギャは、村落間を移動するときでも、そこに駐留する国軍部隊から許可を
取得しなければならず、こうした措置によって、雇用の機会、教育、商業活動が制限さ
れている。（ビルマ国軍は）ロヒンギャにたびたび人権侵害を行ってきたが、ロヒンギャ
の法的地位の欠如を理由に責任を問われずに不処罰のままに放置されている。

ヒューマンライツ・ナウ（２０１０年８月２５日号、社会新報）「女性への性暴力は、兵
士が性的な欲求を満たすのではなく、国民を服従させるための手段として、軍の指令
の下で行われている・・・少数民族地域の女性はもちろん、ビルマの中心地域たちの
女性にも被害は及んでいる・・・（被害女性たちは屈辱的な体験をなかなか口にしな
かったが、ようやく状況を語るようになり、それを報告書にまとめ政府に提出したが）
ビルマ政府は、自分達は一切関与していないと否定」

 

 

アムネスティー・インターナショナルの場合は、政府主導のプロジェクトに

対する強制労働が行われている点を挙げています。具体的には、鉄道の敷設に

当たって30万人が強制労働させられ、そこで働いていた多くの囚人が寒さと飢

えで亡くなったと報告しています。 

 次に、ヒューマン・ライツ・ウォッチがどのように報告しているかですが、

1991年にビルマ国軍がロヒンギャを排斥したことがあります。このロヒンギャ

は、ミャンマーに住む民族で、ビルマ国軍から常に人権侵害を受けています。

具体的にどのような侵害を受けたかといいますと、ビルマ軍は、ロヒンギャ数

百人を殺害し、部隊は村落を破壊・焼き討ちして、人々を強制的に排除、超法

規的処刑も行い、強制労働と財産の没収を日常的に行っていると報告していま

す。また、ロヒンギャが国内を移動しようとするときは、国軍から許可を得な

ければならず、こうした措置によって、ロヒンギャは雇用の機会、教育、商業

活動が制限されていると、ヒューマン・ライツ・ウォッチは報告しています。 

最後に、ヒューマン・ライツ・ナウは、女性への性暴力に関して、それは兵

士が性的な要求を満たすのではなく、国民を服従させるための手段として女性

への性暴力を行っているというようなことを報告しています。 

 このように、国連の文書もそうですが、人権擁護団体の報告書も含め、ミャ

ンマー政府による人権侵害というのが行われているということが分かります。

そして国民たちはこうした状況から生き延び、よりよい生活、人間らしい生活

を求めて隣国のタイなどに人が流れるというような構図ができ上がってきてい

ます。 

 では次に、タイとミャンマーの国境の状況がどうなっているのかを見ていき

たいと思います。 
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8

 バンコクから車で約６時間（メーソット）。

 国境には川が流れていて、橋が渡って
いる。人の往来が簡単に行われている。
（歩き、ゴムボードなど）

 メーサイ（タイ）とタチレク（ミャンマー）
の住民には、特別パスが配布されており、
そのパスを持って、自由に越境できるよう
になっている。

タイタイ//ミャンマー国境沿いの状況ミャンマー国境沿いの状況

ラノーン

メーサイ

メーソット
 

 

国境に沿って、ミャンマー人がタイへ入って来るのによく使われる三カ所が

あります。一つ目のこのラノーンに関しましては、タイの南の方で私は行った

ことがないのですが、このほかの二つは行ってきました。一つがメーサイとい

うところで、もう一つがメーソットというところです。この写真からもお分か

りになると思いますが、向こう側がミャンマーでこちら側がタイで、橋が架か

っていて、小さな川が隔てていて、とても近い距離にあります。人も歩いて渡

ったりしていて、結構国境が緩いなという印象だったのですけれども、ここを

中心に、ミャンマーの人がどんどんタイの国内に入ってきているというような

形になっています。また、国境沿いにあるミャンマー側の町（タチレク）とタ

イ側のメーサイに住んでいる人に関しては、特別パスというものが発行されて

おり、それを持っていれば、いつ何時でもお互いに自由に行き来できるという

ような、非常に緩い国境管理となっています。 

 

9

 ９つの難民キャンプ（１０万５千人）

 移民労働者（１００万人以上、２０１０年２月）

 タイのミャンマー国境沿いのターク県メーソット郡で
は、人口の半分以上がミャンマー人

 車の部品工場や縫製工場が多い。

タイタイ//ミャンマー国境沿いの状況ミャンマー国境沿いの状況

人身取引（性的搾取・労働搾取・臓器売買）

身分証明書などを雇い主にとられる
低賃金・保健医療受けられない

内閣府

脆弱な立場に陥る
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では、そこの状況ですけれども、今は９つの難民キャンプ、約10万5,000人が

ミャンマーから逃れてきています。そのほか、タイ国内で移民労働者が100万人

以上いると言われていて、タイのミャンマー国境沿いのメーソットにおいては、

既に人口の半分以上がミャンマー人であると言われています。そういうところ

は車の部品工場や縫製工場が多いと言われていて、こういうところでミャンマ

ー人は働いていると言われています。 

 ミャンマーの人たちは、タイに入ると、大抵は工場の雇い主から身分証明書

などを取り上げられてしまいます。低賃金で働かされ、身分証明書がないから

保険医療なども受けられないというような脆弱な立場に陥っています。こうい

う人たちに対して、更なる搾取・人身取引を行うというような構図ができ上が

ってきています。 

 では、タイでどのような人身取引が行われるかですが、その前に、簡単に人

身取引とはどういうものかということを説明します。 

 

10

内閣府

行為

・人身取引 被害者候補
（Aさん）の獲得/リクルート

・Aさんの輸送（陸・海・空）

・Aさんの引渡し

・Aさんの蔵匿

＋

人
身
取
引

＝

手段
・暴力/強制力による脅迫

・誘拐

・詐欺

・権力の濫用

・弱みに付込む

・金銭/利益の授受

＋

目的

搾取

・性的搾取

・強制労働

・奴隷化

・臓器の摘出

現代の奴隷制度
“modern form of slavery”

人身取引とは・・・人身取引とは・・・

 

 

人身取引とは、その目的ですけれども、必ず搾取の目的が必要です。その搾

取の目的とは、性的搾取、強制労働、奴隷化等を含みます。その搾取の目的の

ために行為がありまして、人をリクルートする、獲得する、そして受け渡すと

いう行為があります。そして、そのときに手段として、暴力、誘拐、詐欺、権

力の乱用、弱みにつけ込むということがあり、この三つがそろって初めて人身

取引と言われます。ちなみに、この人身取引というのは、「現代の奴隷制度」

と言われています。 
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11

内閣府

タイ国内で確認された人身取引の例タイ国内で確認された人身取引の例

 カレン族の青年（２０１０年チェンライ県、インタビュー）
バンコクへ出稼ぎに行った。予め、友人から働き口（レストラン）を紹介しても
らっていた。夜行バスでバンコクに向い、モーチット・ターミナル（バンコク）に着
いた。どうやってレストランまで行ったらいいか迷っていたら、ある男性に行き先
を聞かれ、行き先を言うと「連れて行ってやる」と車に乗った。着いた先は、漁船
であった。３ヶ月間、一度も船から降ろされることなく毎日働かされ、食料はほと
んどなく、水をたまに飲めるだけであった。反抗して海に落とされ死んだ者も何
人もいた。

 自動車部品工場で働いたミャンマー人（２００９年２月、インタビュー）
タイで、いい仕事があると誘われ、タイにやってきた。着いた場所は、工場。工
場に着くや否や、身分証明書を取り上げられた。そのため工場地から外に出
る時には、いつも注意しなくてはならなかった。何故なら、警察が職務質問と見
せかけて、賄賂を要求してくるためである。工場内の部品を作る機械は、手を
巻き込み易く、自分は、人差し指を切断した。腕一本を無くした者もいる。賃金
の未払いが続き不安な日が続いた。

 

 

では、この人身取引がタイ国内でどのように行われているか、２つの例をご

紹介します。 

一つ目は、自動車部品工場で働いていたミャンマー人ですが、ミャンマー国

内のブローカーに連絡を取って、タイでいい仕事があると誘われ、タイにやっ

てきました。着いた場所は工場で、工場に着くや否や、身分証明書を取り上げ

られ、そのために工場地から出るときは、いつも注意しないといけない。どう

してかと聴くと、なぜなら、警察が職務質問と見せかけて賄賂を要求してくる

からと言います。警察官は、本来だったら捕まえることもできるが、その代わ

りにカネを渡せ、と言ってくるようです。工場の中の部品をつくるための機械

ですけれども、ローラーとかがむき出しの状態で非常に危ない。手を巻き込み

やすく、彼自身は人指し指を切ってしまった。腕１本なくした者もいる。それ

でも賃金は未払いの日が続いて、不安な日が続いたというようなことを言って

いました。 

二つ目の例ですが、カレン族の青年で、タイ北部のチェンライ県の出身です

が、バンコクへ出稼ぎに行った時のことを話してくれました。あらかじめ友人

から働き口（レストラン）を紹介してもらい、夜行バスでバンコクに向かって、

バンコクのバスターミナルに着きました。このバスターミナルはモーチット・

ターミナルと言いますが、大体北部・東北部の人がバンコクへ出稼ぎにバスで

やってくる時、必ずこのモーチット・ターミナルに着きます。バンコクでは北

への玄関口と言われていて、北部・東北部の出稼ぎ者がみんなここに集うとい

う場所です。彼も、そこに着きました。どうやってレストランまで行こうかと

迷っていたら、ある男性に行き先を聞かれ、行き先を言うと、そこに連れて行

ってあげると言われました。車に乗ったら、着いた先はレストランではなくて

漁船であり、３カ月間その船から一度も降ろされることなく毎日働かされ、食
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料はほとんどなく、水をたまに飲める程度であった。反抗する者は海に落とさ

れて殺されてしまうというような状況であったそうです。 

 

12

内閣府

タイ国内で確認された人身取引被害者数タイ国内で確認された人身取引被害者数

タイ政府管轄のシェルターに滞在する人身取引被害者数
（２００９年１２月末現在）

179
88

18 12

ミャンマー

ラオス

カンボジア

その他

出所：タイ社会開発・人間の安全保障省

６割

 
 

タイ国内では、タイ政府がやっている公的シェルターが９つありますが、そ

のメインシェルターに入っている人身取引の被害者の数を集計してみますと、

この図のようになります。 全体の297名のうちの179名に関してはミャンマー

人であり、約６割を占めているという結果も出ています。 

 

13

内閣府

ミャンマー側
軍事政権による圧政

タイ側
人身取引され、性的搾取・

労働の搾取・
移動の自由の制限等

人の移動

被害者の再被害者化
＝負の連鎖

＋HIV/AIDS

一次被害

二次被害

三次・・・
被害

副次的被害

副次的被害

地域からの拒絶

 

 

このように、今まで話してきたことを図にまとめてみますと、まず、ミャン

マー側で軍事政権の圧政によって人権侵害を受け、タイへ移動する。そして、

タイ国内で人身取引、性的搾取や労働の搾取といった被害に遭う。一次被害、

二次被害、三次被害と被害が重なり、更には、移民労働者の場合だと、つかま
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った場合は強制送還があります。そういうときに病気にかかっていて、ＨＩＶ

／ＡＩＤＳにかかったまま帰国し、帰った先の地域からも拒絶されてしまうと

いったような負の連鎖、被害者が再被害者化されていくというような構図が見

えてくると思います。 

 

14

内閣府

むすびむすび

被害者の再被害者化

 第一次被害者＝人権侵害などの被害者

 第二次、第三次・・・被害者＝人身取引（性的搾取・強制労働など）の被害者

 副次的被害＝精神的・身体的な病気（トラウマ・HIV/AIDｓ）、地域からの拒絶

今後の研究の方向性・・・今後の研究の方向性・・・

 （人身取引被害者に対する）被害者支援の研究
長期的視野にたった支援＋複合的支援＋文化・風習を大切にした支援
⇒被害者の再被害者化を防ぐための一つの手段

 組織的な人身取引の犯罪行為が平和維持活動にどのような影響を与える
かの研究

 

 

 最後になりますが、私は本日、その人権被害を一次被害として、その後、国

境を超えて人身取引をされ二次、三次の被害が広まる、そこには副次的な被害

も加わってきて、トラウマであったり、エイズにかかったりとかということも

ある。これをすべて負の連鎖と呼び、被害者の再被害者化と御説明しましたが、

これは、紛争下においても、土地の喪失や家の焼き討ちなどに加え、更に人身

取引されというような、いろいろなところで被害者の再被害者化というものが

起きていると思っています。 

 今後の研究の方向性ですけれども、こうした被害者の支援をどうしていった

らいいかということを研究していきたいと思っています。私自身は、タイ国内

の人身取引被害者のプロジェクトを幾つか見せていただいていますが、そこか

ら感じることは、５年とかそういうものではなく、もっと長期にわたった支援

をするという視野、職業訓練、心理的サポート、経済的支援など、様々な支援

をもっと複合的にやっていくが必要ということです。また、その被害者が山岳

民族であった場合などは、彼らは独特な文化・風習などを持っていると思うの

で、そういう人たちの文化・風習を大切にした支援も必要と感じます。こうい

ったものをすべてうまく取り入れて、被害者が再被害者化しないためにどうし

たらいいかということを考えていきたいと思っています。 

 もう一つは、これは全く新しいのですけれども、平和構築と犯罪組織による

人身取引の関係、お互いにどのような影響を与えているのか、あとは、それを



内閣府国際平和協力本部事務局・国際連合大学サステイナビリティと平和研究所共催 

第２回国際平和協力シンポジウム 

～国際平和協力研究員による新たな挑戦～ 

平成 22年 10月 8日 

 

 61

どういうふうに予防・取り締まりしていったらいいのかということも勉強して

いきたいと思っています。 

 御清聴ありがとうございました。（拍手） 

 

○吉崎室長  

ありがとうございます。紛争後の社会において、ガバナンスが失われた場合

には、暴力の連鎖ないしは、発表の中では「負の連鎖」という表現がございま

したけれども、犠牲者の保護というものがなかなかうまくいかない現状がござ

います。今回の報告では、特に今回の事例は、必ずしも情報がたくさんある事

例ではございませんが、現状、現場での経験を踏まえた上での情報を提供して

いただいた報告になりました。 

 ３人の報告は、議長にとっては非常にありがたくて、時間ぴったりで、20分

ずつ、３本１時間となりました。 

 それでは、引き続きまして、この３本の報告につきまして明石先生の方から

コメントをちょうだいしたいと思います。15分ぐらいでお願いできますでしょ

うか。 

 

○明石 康 財団法人国際文化会館理事長 

新野さん、与那嶺さん、それから津矢田さんによるそれぞれ力のこもった報

告が行われまして、やはり国際平和協力研究員のやっておられる勉強は、それ

ぞれ大きな幅と深さがあるなという感じを深めました。 

 三つのそれぞれ異なる報告が行われまして、まず、新野さんの自衛隊につい

ての国民の認知とか認識に関する報告は、ここにおられる皆さんにとっても恐

らく関心事であったと思います。我々が日本による国連の平和維持活動への支

援を考えてみても、ここにおられる人たちにとっては、日本の協力ぶりがまだ

まだ足りない、生ぬるいなという感じを持たれる方が多いことだと思いますし、

私もその一人です。その基底にあるものは、まさに幅広い国民の理解度の足り

なさということが大きな背景をなしているわけで、その意味で、この新野さん

の調査報告は、何をやれば、どうすればそういう事態が変えられるかという 設

問の前提になるものなので、非常に興味深かったと思います。 

 男性に比べて女性の認知度が非常に低い。つまり無関心が非常に大きいとい

うことですね。それから、男の場合も女の場合も、20代が最も無関心度が高い

というのは、私にとってちょっと驚きでしたし、これでは困るなという感じを

強く持ちました。 

 新野さんがおっしゃるように、こういう事態を変えていくためには、何とか

いろいろな形でこの対象になっている人たちの問題への関心を高めるしか仕方
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がないと。また、その点で、ジェンダーアプローチを加味すべきであるという

のは、大変よい示唆だと思います。 

 実は、私自身のことをちょっと申し上げますと、２～３カ月前に防衛大学校

で３日間にわたってＰＫＯに関する集中講義をやる機会がありました。この講

義に参加した防衛大学校の学生は、大学院レベルであり、年齢的にいいますと

20代後半から30代前半にかけてで、この人たちのかなりの数の人が、クウェー

トとかイラクにおける自衛隊活動に参加した人で、私は、この人たちの問題意

識が地に足の着いたものであり、具体性を帯びた鋭い質問とかコメントをして

きますので、手応えが非常にありました。そのうちの５％くらいでしょうか、

女性の自衛隊員であって、男性に劣らない問題提起、鋭い質問をしていました

ので、一般的な日本全体の女性の認識度、認知度の低さというものが、自衛隊

内部の女性に関する限り、余り適用できないなという感じを持ちました。ちょ

っと御報告を申し上げます。 

 二番目の与那嶺さんの報告は、ネパールにおける平和構築という大きな問題、

またカースト制度に悩まされている地方における場合、対象は女性であります

けれども、問題が非常に深刻であることが、この報告で如実に示されました。 

 実は、私はネパールにおける国連の平和維持・平和構築に従事する幹部クラ

スの人と話す機会があるのですけれども、この人たちは、国連の政務局から派

遣されていて、非常によく問題を認識しています。この問題には国内的な要因

が大きいのですが、国際的な要因も大きいんですね。お隣のインドとの関係が、

ネパールにおける政党に影響を与えておりますし、インドと反対側の中国との

関係もある程度影を投げているように思います。そんなことで、国内的な要因

とともに国際的な要因も考える必要があるのではないかと思います。 

 しかし、国内が圧倒的に分断された社会であり、与那嶺さんが御指摘になっ

たように、100以上の民族があり、カースト制度も根強く存在する。マオイスト

に対する支持は、そういうものを背景にしているのだということが実によく指

摘されていたと思います。だから、そういう根の深い問題を平和構築の一部と

して取り上げないならば、政治面だけを取り上げても国連活動に大変な限界が

存在するだろうということが、この発表からよくわかると思います。 

 それから、こういう状況の中でジェンダーバランスを変えていくのが大変大

きな目的であり、それをもたらすためには、不処罰の文化、いわゆるインピユ

ニティーという歴史的に根の深いものの考え方を変えていく必要があるという

指摘は、そのとおりだと思います。 

 それに関連して、与那嶺さんは「移行期の正義」、いわゆるトランジショナ

ル・ジャスティスの問題に触れられました。これは、ネパールでもそうですけ

れども、ネパールを超えた世界的なものがあり、指摘された、南アフリカのネ
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ルソン・マンデラとアパルトヘイトのときから、こういう必ずしも西欧的なジ

ャスティスとは言えない、立体的なジャスティス、それがどうあるべきかとい

うことについて、アメリカからラテンアメリカ、アジアといろいろな地域に広

がり、アジアでは東ティモールとか、カンボジアまでも、それぞれの国でジャ

スティスがどうあるべきかというように包括的なテーマでありながら、それぞ

れの国、それぞれの地域において答えが多少違ってくるという問題があります。 

 これは、ネパールでも大事ですけれども、いろいろな紛争地域で、どのよう

にしてジャスティス、「正義」と、与那嶺さんは「安定」と言われましたが、

これを「平和」という言葉に言い換えてもいいと思いますが、平和と正義をい

かにして両立させるか。正義、正義と言うならば、平和が来る日が遅れてしま

うかもしれない。また、そういう正義を具体的に求めるやり方が、法的な、例

えば裁判によるものか、それ以外のやり方、アフリカのルワンダで指導層のリ

ーダーを除いた多くの人たちに適用されている、コミュニティによる真実の追

求とコミュニティによる罪を犯した者への許しというものによって、コミュニ

ティが再び寛容の精神で結ばれるという、各国独自の伝統と英知に基づく解決

策が探られているわけで、そういう意味では、ネパールにとっても大事な課題

ですけれども、グローバルな観点、つまりあらゆる紛争地域においてポストコ

ンフリクトの国づくりの段階で課される大きな課題が、「移行期の正義」とい

うものであるという見地を我々は持っていることが大事だと思います。 

 三番目に、津矢田さんが克明にタイ北部ないしは北西部におけるミャンマー

人の人身取引被害者の問題を生き生きと報告されたわけですけれども、津矢田

さんが言うように、我々は、被害者の視点の重要性を決して忘れてはいけない

のであり、また、我々は、日本がもっと本気になってＰＫＯに参加し支援する

べきだという考え方に立っているのですけれども、ＰＫＯ要員による人身取引

への関与と、アフリカのコンゴあたりでは、ＰＫＯ要員のごく一部ですけれど

も、レイプへの関与ということも指摘されていますので、そういう点にも目を

塞いではいけないのは当然であると思います。 

 また、こういうことの実態に目を向け、詳細にそれを調べて報告しているＮ

ＧＯがいろいろあるわけで、ＮＧＯによる情報は大事でありますけれども、人

権ＮＧＯの報告を100％うのみにしていいのかということは、一つの課題であり

得ると思います。 

 また、これは横田先生あたりからお聴きしたいところですけれども、国連の

人権理事会とか、人権高等弁務官の報告についても、そういうことがある程度

言えるかもしれません。ともかく、ＮＧＯの見地から被害の実態を調べ、警鐘

を乱打することと同時に、どの程度、政府間の国際機関、国連のような機関に

よる調査ないしは観察、監視、報告というものが、タイの北西部における人権
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侵害行為について、行われているのか、あるいは、それは行うことができない

ような状況にあるのか。そういうものがあるならば、より国際世論に対する影

響度が大きくなるのではないかと期待されるわけですけれども、さらに国際Ｎ

ＧＯのほかに、タイの国内ＮＧＯは、そういうことに対して何をしているのか、

政府からの影響で何もできないような状況にあるかについても、今日の報告を

聴いて皆さんがもっと知りたいと思ったことではないかと思います。 

 この３つの報告は、それぞれ力のこもった熱心な報告であり、我々に新しい

知識と情報、また今までと違った観点を持たなくてはいけないことについて、

強く知らせる結果をもたらたしてくれたと思います。 

 私の持ち時間は、時計を見ていませんでしたけれども、ほぼ15分と思います

ので、ここら辺で終えます。（拍手） 

 

○吉崎室長  

ありがとうございます。 

 ３人の報告者への明石先生のコメントに対するリスポンスは、後ほどの質疑

応答に併せてしていただければと思います。 

 それでは、時間が20分ほどございます。皆様との質疑応答の時間に移りたい

と思います。なるべくたくさんの方の御意見と質問を受けたいと思いますので、

できるだけ質問は簡潔にお願いしたいと思います。 

 

○質問者１ 

 最初の新野さんからアンケートに対する大変興味深い御研究があったわけで

すけれども、この中で、ハイチの活動についても認知度について言及されてい

らっしゃいますが、このハイチでの活動に自衛隊が参加したということは、こ

れはどういう、一般の平和活動といったような一般的なものなのか、あるいは

災害復旧ということに限られたものなのか。つまりこのアンケートの設問の仕

方が、ＰＫＯを対象としているのか、それとももっと広い意味でやっているの

か、その点がはっきりしていないと、答える方もよく理解できない面があるの

ではないかと思われたわけです。 

 また、今日見せていただいたこのパンフレット、この「平和への道」という、

これは内閣府国際平和協力本部事務局が作成したものがありますけれども、そ

れの日本が参加した一覧を見たら、ハイチは載っていないわけですね。これは

どういうものなのか。時間が間に合わなかったのか、あるいは、それはＰＫＯ

を対象としたものではないのだという理解なのかというようなことで、その点

がはっきりしない面があるのではないかということでございます。 
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○吉崎室長 

続きまして、お願いいたします。 

 

○質問者２  

私は国連に36年間勤めたので、その観点から与那嶺さんに御質問したいので

すが、ネパールのことはよく知らないのですが、国連の現地のチームとＮＧＯ

と日本の自衛隊やその他、皆さんのような方が、どんな戦略を持って、それに

コンセンサスを持ってジェンダーに関することをやっておられるのか、それか

ら、お働きになった２つのＮＧＯは、どんなファイナンスを受けて、どんなサ

ポートをしてもらっていたのか、そういうことをもう少し聴かせていただきた

いと思います。 

 

○吉崎室長  

ありがとうございます。それでは、三番目の方どうぞ。 

 

○質問者３ 

 お三方というよりも、むしろ基調演説の我が親愛なる長谷川さんへの質問と

いうことになるのですが、かねて長谷川さんが東ティモールでまさに実践して

おられた平和維持の方と開発の方とオーバーラップさせた真ん中で統合させて

いろいろな機能をやると。明石先生が最初にカンボディアのＵＮＴＡＣでおや

りになったころから、御苦労はあったけれども、いろいろな変遷を経て、東テ

ィモールでは、何とかそこまで国連の活動が来たということだと思うのです。

東ティモールではそういうレベルですけれども、ほかのネパールのケースなど

で、それがどこまで実践されているのか。そういうものは、１回ずつマンデー

トできちんと決められていないとうまくいかないものなのか。もう国連として

は、それがある程度プラクティスとしてエスタブリッシュして、アフリカとか、

今いろいろなところで行われているときにも、もう大丈夫になっているのかど

うかというようなことを伺えればと思います。 

 

○吉崎室長  

ありがとうございます。あと、後ろの席の方で、どうぞ。 

 

○質問者４ 

私は、新野さん、与那嶺さん、津矢田さん、それぞれに一つずつ質問があり

ます。 

 まず、新野さんに対してですけれども、男女の認識に差が出たということで、
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その中でも特に海外活動の部分で男女に大きな差が出たということだったので

すが、男女の間で海外活動において大きな差が出た要因としてはどういったこ

とが考えられるのかということをお伺いしたいということ。 

与那嶺さんに関しては、加害者への処罰、これはマイナ・スナールさんとい

う人の失踪事件でも挙げられていたかと思うのですが、その加害者の処罰に関

して、どうやって処罰をしようとしているのか。これは、国連裁判所を用いて

処罰をしようとしているのか、あるいはカンボジアの特別法廷のような国連と

の連携を試みようとしているのか、あるいはカンボジアの特別法廷がどうだっ

たかというのはちょっと存じ上げていないのですが、国連側からそういった形

で処罰をしようという形でアプローチがなされているのかということを教えて

いただきたいということです。 

 最後に、津矢田さんに対してですけれども、国連人権特別報告者のキンタナ

さんが審査委員会の設置を要請したということですが、その後どのような進捗

があるのかということと、あと、ＩＣＣで裁くとしたら、規程の13条で安保理

による付託になると思うのですが、Ｐ５、国連の常任理事国はこの問題に対し

てどのような立場を取っているのかというのをもし御存じであれば教えていた

だければと思います。よろしくお願いします。 

 

○吉崎室長  

ありがとうございます。まだまだ質問はあろうと思いますけれども、時間が

限られておりますので、ここで質問を切らせていただきます。 

 質問がたくさん出ましたけれども、最初に、長谷川先生への質問がございま

したので、最初に長谷川先生から御回答をいただいて、それから３人に回答と

いう形で進めさせていただければと思います。お願いいたします。 

 

○長谷川祐弘教授  

ありがとうございます。国連のミッションにおいて、どの程度複合的、要す

るにモルティディメンショナルでああいう形態を取っているかという御質問で

すけれども、今、私が理解している限りは、16のＵＮピースキーピング、平和

維持活動が展開されていると。そのうち10のミッションが複合的、モルティデ

ィメンショナルであると。その場合において、治安、要するに安全保障分野の

ほかに、移行期の正義とか、それから女性の参画、人権、経済の復興とか、そ

ういう部門もカバーされていると理解しております。ただ、具体的には、各々

のミッションにおいて安全保障理事会の方で具体的にその構成を決めていると

いうのが現実です。 
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○吉崎室長  

ありがとうございます。それでは順に、新野さん、与那嶺さん、津矢田さん

の順番で、大体３分から５分の間でレスポンスをお願いいたします。 

 

○新野研究員  

ありがとうございます。３分、５分もいただいているのですけれども、そこ

まで説明できるかどうか。 

 まず、１番目の御質問ですけれども、今、私自身指摘されまして、アンケー

トＱ４の設問につきまして、選択肢を入れることを忘れていたことに気がつき

ました。失礼いたしました。 

 ハイチの自衛隊の活動について、国際平和協力活動というものがはっきりし

ないとおっしゃいましたので、そこら辺のところを補足したいと思います。 

 国際平和協力活動、今４つのうち時限法というものが２つありまして、２つ

の活動については終わったのですけれども、今残っています４つのうちの２つ

の活動は、国際平和協力業務、そして国際緊急援助活動という２つの活動にな

っておりまして、１つ先に申し上げた国際平和協力業務というのは３つの要素

があります。このうちの一つが、特に自衛隊にかかわってくるＰＫＯでござい

まして、もう一つの国際緊急援助活動というのは、ＪＤＲ、いわゆる緊急のと

きに災害地に派遣する、自然災害のときに派遣するＪＤＲ法に基づいた活動に

なります。 

 ハイチの場合は、日本は１月から、初めは民間のＪＤＲだったのですけれど

も、その後、自衛隊が出まして、そのフォローする形でＰＫＯの活動に350名の

部隊を派遣しております。そのうち200名はＭＩＮＵＳＴＡＨ(国連ハイチ安定

化ミッション)の方で活躍されていまして、私の設問の中ですけれども、そうい

う意図で返答していただいた次第です。 

 新しいパンフレットですけれども、これはＰＫＯ事務所の方で新しいバージ

ョンが確かもうすぐ出るはずです。新しいものができ上がった時点で、恐らく

ホームページ上にも掲載されますので、ホームページからダウンロードしてく

ださい。 

 もう一つの質問ですけれども、男女の認識差、特にＱ２で国際平和協力活動

が新しい本来任務だったということの認識に関して、男女差が何でこんなに出

たのかと言われますと、要因の方は、非常にいろいろなものが考えられると思

うんです。これ一つ、どれか出してくれと言われても相乗効果を考慮すると結

構難しい問題で、本当にここのアンケートの中でわかったことに関連して言え

ば、Ｑ１で一般活動の認識で調べたとき、女性が自由想起して出してくる自衛

隊の活動に、そもそも国際とか海外という言葉が余り引っかかってこなかった
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というのが、恐らく一つの要因として挙げられますし、ほかにももろもろの理

由があるかとは思うのですけれども、ここら辺のディテールで私も実際に調べ

ていないので、ちょっと省略させていただきます。 

 今後、私の研究のフレームワークをお話ししますと、今、現実的に国民側か

ら見える自衛隊というものの現状把握をしておりまして、このステップが終わ

った時点で、実際に情報発信側から何をしているのか、どういう発信の仕方を

しているのかというものを双方見ていきたいと思っていまして、そこら辺の過

程でもう少しはっきりしたものが見えてくるのかなと思っております。 

 この研究報告は、最終的に研究報告書としてまとまりまして、来年、冊子で

配布することになるかと思います。 

 

○吉崎室長  

ありがとうございます。続いて、与那嶺さんお願いします。 

 

○与那嶺研究員  

最初の御質問ですけれども、現地のＮＧＯ、国連、それから日本の方の援助

団体というか、ＪＩＣＡ等でしょうが、コンセンサスがあってやっているのか

というところですが、トランジショナル・ジャスティス、この移行期正義の取

組みに関して、私が知っている限りでお答えしたいと思います。 

 トランジショナル・ジャスティスの方は、どちらかというとＵＮＯＨＣＨＲ

（国連人権高等弁務官事務所）が音頭を取っていまして、それとＩＣＴＪ

（International Center for Transitional Justice）がカウンターパートにな

っておりまして、現地のカウンターパートはアドボカシー・フォーラムという

先ほど御説明した弁護士の人権団体ですが、そちらの方の３方でコーディネー

トしていまして、各国の主要な援助機関、あと大使館等にも声をかけて、何か

大きなイベントがある場合は協力をして開催しておりました。あと、ワークシ

ョップ等でトランジショナル・ジャスティスに関しての他の国の事例紹介など

を通して国民の意識を高めるため、あと被害者の人たちに対しても、こういっ

たアプローチがほかの国でもありますよ、ネパールの方ではこういうことがで

きるかもしれませんというふうに紹介していました。このような取り組みを、

ほかのローカルＮＧＯの人たちを集める意味でも、そういうコーディネートを

国連の方が中心的にやっていました。 

 その中に、残念ながらＪＩＣＡは余りかかわっておりませんでした。日本の

ＮＧＯもほとんどかかわっていませんでした。ですから、私がどうしてそこに

２年間行ったのかというと、実はＪＩＣＡの青年海外協力隊（ＪＯＣＶ）とし

て派遣されまして、たまたま運よくそのＮＧＯに配属され、本当に運よくそう
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いったポジションで仕事をさせてもらったことによって、日本のプレゼンスが

ここにもないと残念に思ったのですが、その後、ＪＩＣＡの方で平和構築とい

う新しいプロジェクトをネパールで立ち上げておりましたので、このトランジ

ショナル・ジャスティスとは若干ずれますけれども、民主的なメディアの支援

という方で、ＪＩＣＡの方ではプロジェクトが恐らく今年から始まっていると

思います。 

 あともう一つ、ネパール政府に対しては、勿論、そのような（トランジショ

ナル・ジャスティスの）集まりには常に国連側もＮＧＯ側も招待をしておりま

して、平和復興省の大臣等も必ず呼んでいますし、来られない場合も多いので

すが、巻き込むように努力しておりました。またそれから、ナショナル・ヒュ

ーマン・ライツ・コミッションというところがありまして、これはネパール国

の人権委員会のことですが、そちらも同じく巻き込むように働きかけはしてい

るのですが、私も詳細はわからないのですが、ナショナル・ヒューマン・ライ

ツ・コミッションのネパール側の方がＯＨＣＨＲに対してちょっとジェラシー

があるというか、足を引っ張っているところがありまして、ネパールの人権問

題は自分たちが解決するから出て行ってくれと何度も言ったり、そういった軋

轢があったので、なかなか全面的に協力して一緒に、という感じではなかった

現状がありました。 

 それから、私が配属されていたＷＨＲというＮＧＯ、寡婦の人権団体のドナ

ーというのは、各国の大使館、それから、例えばＤＦＩＤ（英国国際開発省）

とか、それから、大使館もそうだし、勿論、ユニセフ、ＵＮＦＰＡ、ＯＨＣＨ

Ｒ、そういった国連関係機関、それからネパール政府からも少しだけ補助金を

もらっておりまして、あとファンドレイジングを自分たちでもやっていました

が、ほとんどドナーは海外でした。プロジェクトを自分たちで書いて、プレゼ

ンをしてプロジェクトの予算を取ってきたということです。 

 もう一つ、加害者への処罰に関してのことですけれども、国連が働きかけて

裁判をしようとしているのかというところですが、ネパールの場合は、包括的

和平合意の中に真実和解委員会をつくって、そういう和解を進めますという約

束事をしました。ですから、2007年に実はその法案の最終版ではないのですけ

れども、真実和解委員会を立ち上げるという法案を出しているんです。でも、

それはまだ最終版になっていなくて、その特徴的なものが、恩赦を与えようと

いうトーンが非常に強くて、それで、勿論裁判所、例えばほかの国みたいに、

地元で、地元の村とかでみんなで話し合いをして和解を進めていくとか、その

ようなオルタナティブな和解があるわけではなく、そういったものとかもすべ

て置いておいて、とにかく恩赦を与えようというトーンが非常に強いというこ

とで批判されていまして、まだそこは触れられておりません。 
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 それで、もう一つ、被害者の人たちは、今度は自分たちで、自分たちプラス

国際的なＮＧＯとか国連とかの支援を受けて調査をして、書類をつくって裁判

所に出して、裁判所で、例えばさっきのマイナ・スナールさんの場合だと、実

は裁判所の方から、処罰を与えなさい、これは罪ですよと判決が出ているんで

すね。出ていますが、軍の方では軍事裁判というものがありまして、そっちの

詳しいことは、私もちょっと今、答えられないですが、裁かないように上手に

法をくぐり抜けて処罰されない、届かないようになっている。ネパールの場合

は、裁判所はある程度独立性がありまして信頼が少し高いのですけれども、そ

っちではきちんと判決は出ているのですが、それが法の執行に及ばない状況と

いう感じになっております。 

 

○吉崎室長  

ありがとうございます。最後に、津矢田さんお願いします。 

 

○津矢田研究員  

御質問ありがとうございます。キンタナ特別報告者による審査委員会設置の

勧告ですけれども、私がフォローできている限りでは、アメリカ政府が審査委

員会の設置を支持しています。ほかの４カ国についてはわかりません。 

 覚えていらっしゃる方もいるかと思いますが、2007年９月にミャンマーの国

内で僧侶たちが道路に出て、民主化を求める大きな動きがありましたが、僧侶

による大きな暴動に関して、安保理で話し合いがあった際にも、中国とロシア

については、その暴動はあくまでも内政問題という立場を取っていましたので、

そういうところも含めて今後見ていきたいと思っております。 

 

○吉崎室長  

ありがとうございます。まだまだ議論したい点はございますけれども、時間

が参りました。本シンポジウムの共通テーマは、「国際平和協力研究員による

新たな挑戦」となっておりますけれども、本セッションにございました３つの

報告は、すべてチャレンジングな内容を持っておりまして、こういったチャレ

ンジングな態度が、実は日本の国際平和協力の可能性を広げていくということ

を認識させるセッションだったと思います。また、今セッションで指摘されま

した移行期の正義の問題、また人権、人道の視点というものは、セッション２

におきまして引き続き議論されるかと思います。 

 以上をもちましてセッション１「国際平和協力～周縁にある人々の視点から

の考察～」を終わらせていただきます。ありがとうございました。（拍手） 
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５．セッション２ 

国際平和協力活動における今日的課題 

～国際人権／人道の観点から～ 

 

○二村まどか 国連大学サステイナビリティと平和研究所学術研究官 

それでは、これより後半のセッションを始めたいと思います。 

 このセッションでは、山本研究員、帯刀研究員のお二方に発表を行っていただ

きたいと思っています。お二人の発表は、ともにこのタイトルのとおり、平和

維持・平和構築が直面している問題を国際人権あるいは国際人道法といった視

点から提起されています。 

 こちらのタイトルにもありますように、なぜそういった視点が今日的課題で

あるのかについてですが、それについて幾つか理由があると思います。まず、

人権、正義、特に移行期の正義（トランジショナル・ジャスティス）の問題で

すが、これはここまでの議論で明らかなように、平和維持・平和構築において

非常に重要な問題であるという認識が現在、国際社会あるいは国連の現場で、

あるいは研究者の間でも広まりつつあるということです。が、その一方で、伝

統的には平和維持・平和構築といった分野では、こういった人権であるとか移

行期の正義の問題は、平和に直接的には関係のないもの、あるいは関係あると

しても二次的なもの、更に申しますと、人権や正義の追求を進めると、かえっ

て平和維持あるいは平和構築を妨げてしまう、そういった認識がなされてきて

いるといった背景もございます。その考えは現在でも、やはり研究、現場の分

野で依然として根強いものがあるということは、頭に置いておかなければいけ

ない点ではないかと思います。 

 実際国際社会はこの15年ほど、この分野でさまざまな試行錯誤を続けており

ますし、セッション１の研究員の方からもありましたし、これからの発表にも

ありますとおり、さまざまな課題が突きつけられているテーマであります。 

 また、国際人道法の分野ですけれども、紛争形態が変化している、それと同

時に、またそれに伴って平和維持・平和構築の概念も変わってくる。またそこ

に従事するアクターも非常に多種多様化する中で、これまでの既存の国際法で

あるとか、あるいはガイドラインがどこまで有効なのか、本当に保護するべき

人たちをどこまで保護できるのかという議論は、昨今非常に熱心になされてき

ています。そういった意味で、これまで以上にますます本質的な課題を突きつ

けているこれらのテーマについて、このセッションでは発表していただきたい

と思っています。 

 このセッションのコメンテーターは、中央大学法科大学院教授の横田洋三先

生にお願いしたいと思っております。 
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 それでは、最初に、山本弘行研究員から、「大規模な人権侵害及び国際人道

法違反に対する国際社会の対応」というテーマで発表をお願いしたいと思いま

す。 

 山本さんは、アメリカのロースクールで国際刑事法、国際人権法を専攻に法

学修士号を取得された後、国連開発計画駐日事務所において、国連幹部職員の

ミッション支援などの業務に携わられました。その後、オランダ・ハーグの国

際刑事裁判所で戦争犯罪捜査に従事された御経験をお持ちです。現在は、紛争

後の移行期司法や法の支配の推進、また本日のテーマと関係します紛争中の大

規模な犯罪や人権侵害に対する国際的取組みについて関心を持って研究をされ

ています。 

 それでは、山本さん、20分でよろしくお願いいたします。 

 

○山本弘行 国際平和協力研究員  

ただいま御紹介にあずかりました研究員の山本弘行と申します。本日、私は

「大規模な人権侵害／国際人道法違反に対する国際社会の対応」について発表

いたします。 

  

内閣府国際平和協力本部事務局内閣府国際平和協力本部事務局
国際平和協力国際平和協力研究員研究員

山本山本 弘行弘行

内閣府国際平和協力本部事務局・国連大学サスティナビリティと平和研究所共催内閣府国際平和協力本部事務局・国連大学サスティナビリティと平和研究所共催

第二回第二回 国際平和協力シンポジウム国際平和協力シンポジウム

大規模な人権大規模な人権侵害侵害//国際人道法違反に国際人道法違反に

対する国際社会の対応対する国際社会の対応
～事実調査に焦点を当てて～～事実調査に焦点を当てて～

 

 

国際社会の対応と言いましても、国際刑事裁判、国連平和維持活動、平和構

築、人道支援、ＮＧＯの活動など、様々な活動があります。本日は、主に事実

調査に焦点を当てて話をしたいと思います。 

 まず始める前に、これから私が何について話をするのか、最初に、二つのス

ライドを使って説明します。 
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紛争、民族間対立、政治的混乱などに際し、文民など
軍事目標以外に対して行われる攻撃（殺人、拷問、性
暴力、住居の破壊など・・・）

戦争犯罪戦争犯罪（（※※19491949年ジュネーブ諸条約違反）年ジュネーブ諸条約違反）

人道に対する罪人道に対する罪（（※※広範囲又は組織的な攻撃）広範囲又は組織的な攻撃）

集団殺害犯罪集団殺害犯罪
（（※※国民的、民族的、人種的又は宗教的集団の破壊を狙う）国民的、民族的、人種的又は宗教的集団の破壊を狙う）

国際社会にとって深刻な問題＝平和・安全に対する脅威

国際社会が対応国際社会が対応

本日の私のプレゼンテーションにおける
大規模な人権侵害/国際人道法違反とは・・・

 

 

 タイトルに「大規模な人権侵害／国際人道法違反」とあります。この定義に

ついては、国際的にいろいろな議論があるのですが、本日の私のプレゼンテー

ションでは、紛争、民族間対立、政治的混乱などに際し、文民など軍事目標以

外に対して行われる攻撃、具体的には殺人、拷問、性暴力、住居の破壊などを

指しています。文民とは軍人以外の民間人のことです。これらの行為は、言い

換えると「紛争下の犯罪」です。犯罪名で言うと、戦争犯罪、人道に対する罪、

集団殺害犯罪（ジェノサイド）と言います。これらは、国際社会にとって非常

に深刻な問題であり、国際平和・安全に対する脅威であると言えます。従いま

して、国際社会が対応する必要があります。 

 

国際社会の対応における事実調査の位置

紛争

停戦

・・平和維持活動平和維持活動
(PKO)(PKO)

・・平和構築平和構築
・・紛争再発防止紛争再発防止

人権侵害人権侵害//
国際人道法違反国際人道法違反

移行期司法移行期司法

・平和創造・平和創造
・平和強制・平和強制

平和維持

平和構築

国際審査委員会国際審査委員会
//事実調査団事実調査団

事実調査事実調査

 

 

 本日、私が焦点を当てる事実調査の位置ですが、紛争後の活動の種類をまと
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めた図を使って説明します。紛争が起こりますと、平和創造（Peace Making）

や平和強制（Peace Enforcement）といった活動が始まりまして、停戦に向けて

の活動 、 交渉な ど が行わ れ ます。 停 戦にな り ますと 、 平和維 持 活動

(Peacekeeping)、平和構築(Peace Building)、紛争再発防止(Preventing Relapse 

into Conflict)の活動などが始まります。 

 本日、私がお話しする人権侵害／国際人道法違反というのは、紛争の中で行

われる犯罪です。移行期司法というのは、紛争後の移行期において、紛争中に

起こった犯罪やその被害者をどのように扱うかという事です。これは、独立し

た司法で行われることもありますし、平和構築の中で行われることもあります。

近年、国際社会は、国際審査委員会や事実調査団などを設置し、大規模な人権

侵害や国際人道法違反を調査することが増えてきました。移行期司法を考える

ために、非常に重要な活動と言えます。 

 また、国際社会において、法の支配の推進や人権保護などの活動が重要視さ

れてきましたので、国連平和維持活動や平和構築活動におきましても、事実調

査が行われるようになりました。紛争中に行われた人権侵害状況、被害者と加

害者の関係などを解明して、それを平和維持活動や平和構築活動に生かすとい

うことです。 

 

発表の構成

第一部第一部
紛争下の犯罪と国際社会による事実調査紛争下の犯罪と国際社会による事実調査

第二部第二部
日本の貢献の可能性日本の貢献の可能性

 

 

 私の発表は二部構成になっています。第一部では、紛争下の犯罪と国際社会

による事実調査について、第二部では、この分野における日本の貢献の可能性

について考察します。 
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第一部
紛争下の犯罪と国際社会による

事実調査

 

 

それでは、第一部を始めます。 

 

スーダン

イスラエル－パレスチナ

東ティモール

コンゴ民主共和国

スリランカ

ギニア

アフガニスタン

キルギス共和国

近年の紛争/内戦/民族間対立/政治的混乱

シエラレオネ

ウガンダ

中央アフリカ

ルワンダ

旧ユーゴスラビア

コロンビア

ケニヤ

ネパール

アンゴラ

ソマリア

エチオピア－エリトリア

ブルンジ
リベリア

イラク

 
 

 これは、近年の紛争、内戦、民族間対立の発生を世界地図で表したものです。

この図はすべての紛争を含めているわけではありませんが、アフリカに多いと

言えます。近年は国対国という紛争が少なくなり、政府対反政府勢力という形

が多くなってきました。これは、一見、国内紛争のように見えますが、周辺国、

隣国などが反政府勢力を支援しているために国際紛争の性格を持つものが増え

てきました。 
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スーダン西部、ダルフール地方における紛争スーダン西部、ダルフール地方における紛争

反政府勢力反政府勢力
・スーダン解放軍・スーダン解放軍//運動運動 (SLA/M)(SLA/M)
・正義と平等運動・正義と平等運動(JEM(JEM））

特徴：特徴：
①兵士①兵士//住民に対する住民に対する無差別攻撃無差別攻撃

②住民に対する②住民に対する広範囲広範囲＋＋組織的攻撃組織的攻撃
③③女性女性//子ども子どもに対するに対する性暴力性暴力

④④広範囲広範囲にわたるにわたる村落の破壊村落の破壊
⑤被害者の多くは、⑤被害者の多くは、アフリカ系アフリカ系
主に３つの民族：主に３つの民族：
（フール族、ザガワ族、マサリト族）（フール族、ザガワ族、マサリト族）

※※ジャンジャウィード（アラブ系）ジャンジャウィード（アラブ系）

・スーダン政府軍・スーダン政府軍
・民兵組織「ジャンジャウィード」・民兵組織「ジャンジャウィード」××

スーダン

ハルツーム★

チャド

 
 

 具体的に、スーダン西部ダルフール地方における紛争を例にして、国際社会

の対応を見たいと思います。この紛争は、反政府勢力の二つの武装集団とスー

ダン政府軍及び民兵組織「ジャンジャウィード」の対立です。特徴として、政

府軍及び民兵組織による無差別攻撃、住民に対する広範囲かつ組織的攻撃、特

に、女性や子どもに対する性暴力が行われ、深刻な問題になっています。また、

広範囲にわたる村落の破壊も確認されています。被害者の多くはアフリカ系で

あり、一方、政府軍及びジャンジャウィードはアラブ系ということですが、ア

フリカ系対アラブ系民族と単純化はできないと言われています。 

 

ダルフール紛争に対する国際社会の対応ダルフール紛争に対する国際社会の対応

・国際審査委員会 (2005.1)

・AMIS(アフリカ連合監視ミッション) (2004.5)
・UNAMID(国連/AU合同ダルフールミッション) (2007.7)

・安保理がダルフールの事態を付託 (2005.3)

・スーダン大統領に逮捕状発布 (2009.3)

・国連人権理事会による事実調査団 (2007.2)

・日本政府がUNHCRを通じて人道支援物資を提供 (2004、2007)

・人道問題国務大臣、民兵指揮官に逮捕状発布 (2007.4)
・反政府勢力３名に対し、逮捕状発布を請求 (2008.11)

（国連）（国連）

（ＰＫＯ）（ＰＫＯ）

((国際刑事裁判所国際刑事裁判所))

・安保理制裁委員会、国連機関 (UNHCR, WFP・・)

審査結果審査結果

双方による国際人権双方による国際人権//人道法違反人道法違反

・政府軍＋民兵・・・戦争犯罪＋人道に対する罪・政府軍＋民兵・・・戦争犯罪＋人道に対する罪
住民に対する広範囲＋組織的攻撃住民に対する広範囲＋組織的攻撃 ((殺人、拷問、性暴力、村落の破壊・・）殺人、拷問、性暴力、村落の破壊・・）

・反政府勢力・・・戦争犯罪（住民の殺害、略奪）・反政府勢力・・・戦争犯罪（住民の殺害、略奪）

 

 

この紛争に対して、国際社会はさまざまな対応を行っております。国連とし

ては、審査委員会や事実調査団を設置したり、安全保障理事会の制裁委員会が

対応を行いました。ＰＫＯとしては、アフリカ連合の監視ミッション、国連と
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アフリカ連合の合同のＰＫＯミッションが活動を始めました。そして、2005年3

月以降、安全保障理事会がダルフールの事態を国際刑事裁判所に付託しました

ので、国際刑事裁判所も、この事件につき捜査、訴追活動を開始しました。2009

年3月、同裁判所は、スーダンの現職大統領に対し、逮捕状を発布しました。こ

の他、ＩＣＲＣ（国際赤十字委員会）やＮＧＯも活発に活動しています。 

2004年と2007年、日本政府もＵＮＨＣＲを通じて人道支援物資を難民に提供

しました。 

 ダルフールに関する国際審査委員会は、安全保障理事会の決議に基づいて事

務総長が任命した５名の委員から成ります。そして、委員会には、実際に事実

調査を行う捜査チームがあります。委員会メンバーは、捜査チームが行った事

実調査の結果を公平・中立に審査し、双方に国際人権法違反、国際人道法違反

があったと結論を出しています。 

  

ダルフールに関する国際審査委員会

委員会メンバー（５名）
Antonio Cassese （委員長）、 Mohamed Fayek、 Hina Jilani、
Dumisa Ntsebeza、 Therese Striggner-Scott

委員会の捜査チーム １５名

捜査チーム
リーダー

捜査官４名
性暴力担当捜査官

2名（女性）

犯罪科学/
法医学専門家４名

軍事分析官
2名

法律アドバイ
ザー１名

安全管理
担当１名

 

 

ダルフールに関する国際審査委員会を詳しく見たいと思います。国連事務総

長は、著名な学者など５名を委員として選出しました。そして、その下に実際

に事実調査を行う捜査チームのメンバー１５名が国際社会から選ばれました。

捜査チームリーダー、男性捜査官４名、性暴力を担当する女性捜査官２名、そ

して犯罪科学、法医学などの専門家４名、ミリタリーアナリストと呼ばれる軍

事分析官２名、法律アドバイザーと安全管理担当者が各１名、合計１５名です。 
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犯罪捜査
（科学捜査(DNA鑑定、鑑識）、法医学、証拠分析、犯罪学、犯罪分析など）

法（国際法＆国内法）
（国際人権法、国際人道法、国際刑事法、刑法、刑事訴訟法）

法曹実務
（検察官・弁護士・裁判官実務）

人権
(人権監視、人権調査、人権状況に関する分析/報告書作成)

軍隊/警察
(軍/警察規則、軍/警察組織の構造、命令系統、オペレーション、車両/武器、治安維持)

ジェンダー
(性犯罪捜査/訴追/弁護、女性の被害者/目撃者保護/支援)

子どもの支援
(子どもに対する犯罪の捜査/訴追/弁護、子どもの権利保護、被害者/目撃者保護/支援)

目撃者/被害者の支援
(目撃者/被害者の保護、子ども/女性の保護、心理学、面談、質問)

安全/危機管理
(現地における安全管理、危機管理、車の運転)

文化人類学、民族学、宗教学、考古学

人権侵害/国際人道法違反の調査/捜査に関わる人材

 

 

 このように人権侵害／国際人道法違反の調査や捜査というのは、多くの分野

の人材が関わっています。調査や捜査といいますと、警察や法律専門家という

イメージがあると思います。しかし、この種類の犯罪に関しては、多くの分野

の人材が関わります。例えばジェンダー問題、子どもの権利などを専門にして

いる者、安全危機管理を専門にしている者、そして、特に興味深いのは、文化

人類学、民族学、宗教学などを専門にしている者も、この種の調査、捜査に関

わります。何故かと言うと、アフリカの紛争のように、民族間対立、人種、宗

教などの違いに基づいて発生した紛争においては、その紛争を解明するために

被害者、被疑者の民族、人種、宗教などを特定する必要があるからです。その

ような特定を行うために、文化人類学、民族学、宗教学などの専門家が必要と

されています。 

 

集団埋葬地集団埋葬地

捜査チーム捜査チーム （７名）（７名）

捜査官捜査官22名、軍事専門家、名、軍事専門家、

法医師、犯罪科学専門家、法医師、犯罪科学専門家、
文化人類学者、通訳人文化人類学者、通訳人

空薬莢空薬莢

Ａ国Ａ国αα村村
訓練訓練

訓練訓練

訓練訓練

戦争犯罪捜査の例：Ａ国対Ｂ国戦争犯罪捜査の例：Ａ国対Ｂ国
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 ここで、戦争犯罪捜査の一部、フィールド捜査がどのようなものかを紹介し

たいと思います。Ａ国とＢ国が戦争し、Ｂ国の軍隊がＡ国内のα村を破壊し、

α村の住民を殺害したと仮定します。そして、安全保障理事会が国際捜査チー

ムを設立し、現地を捜査するように命じたと仮定します。ここでの捜査チーム

は、捜査官２名、軍事専門家、法医師、犯罪科学専門家、文化人類学者、そし

て現地通訳の計７名と仮定します。 

 まず、α村の住居などが破壊されたという報告を受けたとして、捜査チーム

は、住居の破壊・損害状況を分析します。そして、どのような武器や、戦車な

どの軍事的車両が使われたかを分析し、被疑者の特定を行います。勿論、この

被害状況だけでは被疑者は特定できませんので、これに加え、Ｂ国軍のオペレ

ーションの書類、命令文書などを押収して、Ｂ国軍の戦車によって攻撃された

ということを立証します。 

紛争中は一般市民が大量に殺害されることがあるのですが、多くの場合、大

きな穴にまとめて埋められます。これを集団埋葬地(mass grave)と言います。

カンボジアでは、約500人の遺体が埋められていた穴が発見されています。旧ユ

ーゴスラビア、ルワンダなどでも、たくさんの遺体が埋められている集団埋葬

地が発見されています。 

 このスライドは、私が参加した訓練の様子ですが、黄色で示した場所が多く

の死体が埋められている集団埋葬地と仮定し、これを掘り起こして、検死し被

害者の特定を行います。被害者の民族性などを特定するため、ここで文化人類

学者が活躍します。 

 そして、現場では、被疑者、被害者の特定につながるような物的証拠も探し

ます。例えば、服やアクセサリーなどです。ここでは、銃の空薬莢が一列に並

んでいる状況が発見されたと仮定します。これは何を物語っているかと言いま

すと、この場所で兵士が一列に並んで、連行してきた住民を一斉射撃して処刑

した状況があったと言えます。勿論、この事は、この空薬莢の発見だけでは立

証できませんが、そのような命令を下した文書、またそのように軍を動かした

オペレーションの文書などを押収し、その状況を立証します。そして、武器の

種類、銃の所持者を捜査し、被疑者を特定していきます。 
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委員会/調査団による事実調査

ギニアに関する国際審査委員会
International Commission of Inquiry for Guinea 

ガザ紛争に関する事実調査団
UN Fact-Finding Mission on the Gaza conflict  

スリランカに関する国連専門家委員会
UN Expert Panel on Sri Lanka 

ダルフールに関する国際審査委員会
International Commission of Inquiry on Darfur

東ティモール重大犯罪刑事手続評価委員会
Commission of Experts

ガザ支援船拿捕事件に関する国際審査団
UN Panel of Inquiry into the Gaza flotilla incident on 31 May

独立国際有識者グループ
International Independent Group of Eminent Persons   

 

 

近年、国際審査委員会や事実調査団の設立が多くなってきました。スリラン

カの独立国際有識者グループと東ティモール重大犯罪刑事手続評価委員会には、

横田先生が参加されました。 

 

国連平和維持活動 UN PKOによる事実調査

国連事務総長特別代表

国連事務総長副特別代表

軍事部門 文民警察部門

軍司令官

司令部要員

警察長官

国際・現地国連職員
国連ボランティア

部隊 軍事監視要員
警察個人 警察部隊

文民部門
復旧、難民帰還、政務、教育、
ジェンダー、エイズ、

人権、法の支配

国連事務総長
任命

国連・駐在調整官

国連・人道調整官

国連機関

大規模・多機能型大規模・多機能型PKOPKOが展開が展開

国連ＰＫＯの構造の一例

 

 

最近、国連ＰＫＯも人権問題を扱ったり、人権侵害の事実調査を行うように

なりました。従来、国連ＰＫＯは、軍事監視などの軍事部門の活動が主であり

ましたが、最近は、文民部門である警察活動や、難民帰還、政務、教育、ジェ

ンダー、エイズ、人権、法の支配の推進などの分野における活動が多くなり、

国連ＰＫＯの大事な任務とされています。 

 先ほど、ダルフールの紛争を紹介しましたが、ダルフールで展開している国

連・アフリカ連合合同ミッションであるＵＮＡＭＩＤにも、人権を扱う課があ
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ります。しかし、本日は、コンゴ民主共和国安定化ミッション（ＭＯＮＵＳＣ

Ｏ）の例を紹介したいと思います。 

 

MONUC: コンゴ民主共和国
ミッション 人権部

国連人権高等弁務官事務所
コンゴ民主共和国事務所

国連統合人権事務所 (UN Joint Human Rights Office)

人権保護、法の支配・司法アクセスの推進
（平和維持・平和構築に貢献）

任務：①人権保護（被害者/目撃者及び人権活動家）
②人権侵害の調査（任意の逮捕/処刑、拷問、性暴力など）・・・・

MONUSCO: MONUSCO: コンゴ民主共和国安定化ミッションコンゴ民主共和国安定化ミッション

大規模な人権侵害大規模な人権侵害//国際人道法違反が発生国際人道法違反が発生
・文民（特に女性、子ども）への攻撃（殺人、性暴力、処刑、拷問、誘拐・・）
・家、家畜などの破壊/略奪
・子ども兵士の使用

 

 

 コンゴ民主共和国においても、大規模な人権侵害／国際人道法違反が発生し

ております。そして、多くの文民が被害に遭っています。 

 コンゴ民主共和国安定化ミッション（ＭＯＮＵＳＣＯ）の人権部と、人権を

扱う国連機関である国連人権高等弁務官事務所の現地事務所が、その職務遂行

能力を強化するために統合し、国連統合人権事務所（ＵＮ Joint Human Rights 

Office）を立ち上げました。更に、この統合人権事務所の中に、コンゴ民主共

和国の司法関係者と国連の人権担当官から成る合同チームを作りまして、人権

保護、人権侵害の調査を行っています。そうすることによって、コンゴ民主共

和国における人権保護、法の支配や司法アクセスの推進を行い、平和維持・平

和構築活動がより円滑及び効果的になるよう貢献しています。 

事例 ～コンゴ民主共和国～

MONUSCO＋コンゴ民主共和国軍・捜査チーム

2010年7月30日～8月2日（Walikale地方）
大規模な性暴力
被害：
・性暴力（３００人以上）
・誘拐－強制労働の目的（１１６人以上）
・略奪行為（９２３戸以上の住居、４２店以上の店舗）
被疑者：
・複数の武装集団（FDLR, Mai-Mai)－２００人以上の構成員

合同オペレーション合同オペレーション

☆2010年10月5日
Mai-Mai 司令官 Mayele中佐を逮捕
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 コンゴ民主共和国における事例を紹介します。2010年7月30日から8月2日まで

の間、コンゴ民主共和国のWalikale地方、これは同国の東部に位置しますが、

この地方で大規模な性暴力が行われました。被害状況は、認知されているだけ

でも、女性が287人、男性が16人、誘拐は116人以上、略奪行為は923戸以上の住

居、42店以上の店舗とされています。 

 この大規模な性犯罪に対して、コンゴ民主共和国安定化ミッション（ＭＯＮ

ＵＳＣＯ）とコンゴ民主共和国軍は合同捜査チームを作り、被疑者及び被害者

を特定するための合同オペレーションを展開しました。そして、10月5日、この

事件に関わっていると思われる武装集団「Mai-Mai」の司令官であるメイール中

佐を逮捕しました。ＰＫＯ隊員がこのような捜査や逮捕活動に参加したという

のは非常に珍しいことだと思います。 

 

ＥＵなどの地域機関
ＥＵ（欧州連合）・法の支配ミッション（コソボ）
ＯＳＣＥ（欧州安全保障協力機構）

国連機関
国連人権高等弁務官事務所/平和ミッション支援及び即応ユニット

国連機関、地域機関、国内機関による事実調査

国内機関
政府機関（警察組織/軍組織）
国内人権機関

集団埋葬地の発掘

・ネパール人権委員会の事例（2010年9月19日）
捜査チーム（人権委員会、警察、政府、法医学の国内/国際専門家）

事実解明、平和構築/移行期司法に貢献

 

 

 国連機関では、特に国連人権高等弁務官事務所が人権侵害の調査に関わる業

務を行います。同事務所内にある平和ミッション支援及び即応ユニットは、国

際審査委員会や事実調査団の支援業務及び同ユニット自体によって人権侵害の

調査を行います。 

国連のみならず、ＥＵなどの地域機関も、人権侵害の調査に関わる業務を行

います。例えば、ＥＵの法の支配ミッションがコソボにおいて活動しています

が、同ミッションは、紛争中に殺されてしまった被害者が埋められた集団埋葬

地の発掘を行い、紛争の真相究明に努めています。また、欧州安全保障協力機

構(OSCE)も、本年６月、キルギス共和国で発生したウズベキ系とキルギス系の

民族対立について、事実調査団を派遣することを計画しています。 

国連、ＥＵなどの国際/地域機関のみならず、人権侵害や国際人道法違反に対

する捜査は国内機関が行うこともあります。国家警察や地方の捜査機関または
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国内の人権機関が行います。 

 ネパールにおける事例を紹介します。ネパールは、1996年以降、マオイスト

と政府の対立による内戦が続き、多くの人々が行方不明になりました。行方不

明者の消息や内戦における被害状況を究明する必要があることから、ネパール

国内人権委員会主導で、警察、政府、法医学の国内・国際専門家による捜査チ

ームが設立され、捜査を行っていました。そして、本年9月19日、一つの集団埋

葬地から４名の遺体を発見しました。さらに、被害者の特定や死因を調査して

います。このことによって、ネパールにおける紛争の事実解明、ひいてはネパ

ールにおける平和構築・移行期司法に貢献すると国際社会は評価しています。 

 

課題

①①国際機関国際機関、地域機関、国内機関による活動の増加、地域機関、国内機関による活動の増加
（人材のニーズが高まっている）（人材のニーズが高まっている）

適切な人材の確保の必要性適切な人材の確保の必要性

委員会委員会//調査団派遣に要する時間調査団派遣に要する時間
短縮の必要性短縮の必要性((迅速な対応）迅速な対応）

②重要な情報や証拠の保全②重要な情報や証拠の保全

 
 

 今まで説明してきたように、国際機関、地域機関、国内機関において、人権

侵害に対する調査活動というのは増加しています。言い換えますと、人材のニ

ーズが高まっていると言えます。よって、適切な人材を確保することが必要で

す。また、犯罪に対する捜査/調査というのは、証拠が消失してしまう前に、で

きる限り迅速に重要な情報や証拠を保全することがとても重要です。従いまし

て、迅速な対応の必要性は非常に高いと言えます。 

 



内閣府国際平和協力本部事務局・国際連合大学サステイナビリティと平和研究所共催 

第２回国際平和協力シンポジウム 

～国際平和協力研究員による新たな挑戦～ 

平成 22年 10月 8日 
 

 84

Justice Rapid Response (JRR)Justice Rapid Response (JRR)

国際機関国際機関//国からの国からの要請要請に基づき、専門家、又は調査団を派遣に基づき、専門家、又は調査団を派遣

国際的国際的ロスター制度ロスター制度・・・・・・
人権人権侵害侵害//国際人道法違反を調査する各分野の専門家を登録国際人道法違反を調査する各分野の専門家を登録

設立：２００７年１０月

任務：
紛争中/後に行われた人権侵害/国際人道法違反の証拠/情報
の収集、集団埋葬地における死因特定、犯罪パターンの解析、
被疑者/被害者/目撃者の特定、書類の分析・・

目的：
・ 適切な人材の確保
・ 迅速な派遣

 

 

 このような国際社会のニーズから、2007年10月、Justice Rapid Response (JRR) 

という国際的ロスター制度が開始されました。このロスターには、人権侵害・

国際人道法違反を調査/捜査する各分野の専門家が登録されています。 

 このロスターに登録されている専門家は、国際機関又は国からの要請に基づ

き選出され、派遣されます。ある特定分野の専門家が個別に要請された場合は

個人で派遣されますし、調査団を派遣してほしいとの要請があれば、一つの調

査団を結成し派遣されることもあります。任務としては、人権侵害、国際人道

法違反の証拠・情報の収集、集団埋葬地における死因特定、犯罪パターンの解

析、被疑者・被害者・目撃者の特定、書類の分析などがあります。 

 

JRRの派遣プロセス （専門家の要請）

国際機関がJRRに対し、専門家を派遣するように要請

JRRによるアセスメント（その国際機関が権限を持っているか）

その分野のロスター搭載者への連絡

要請機関
との協議

候補者の絞り込み・財源/資金の調整
・所属機関の承諾

候補者の選抜

任務の要旨説明/派遣前準備

派遣（調査団合流）

 

 

 JRR派遣プロセスの例を紹介します。仮に、ある国際機関がJRRのロスター制

度に対し、文化人類学の専門家を派遣するように要請したとします。国際機関
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には、人権侵害等の調査/捜査に必要な全ての分野の人材を保持しておく予算は

ありませんので、必要な時のみ派遣要請を行うことができるJRRのロスター制度

は効果的なシステムです。JRR事務局は、要請を行った国際機関が本当に事実調

査を行う権限があるのかを確認した後、要請を受けた分野のロスター登載者へ

連絡し、候補者を絞り込み、そして派遣します。 

 JRRロスター制度は、即応（Rapid Response）という名前の通り、迅速な派遣

を目的としていますので、派遣期間としては、短期間を想定しています。基本

的には、専門家が所属する機関の承諾を得て、一時的に国際機関に出向する形

です。 

 

第二部
日本の貢献の可能性

１．日本政府主導による事実１．日本政府主導による事実調査団派遣調査団派遣
２．国際調査団、国際機関を通じた個人的関与２．国際調査団、国際機関を通じた個人的関与

 

 

 ここから第二部になります。日本の貢献の可能性を考察したいと思います。 

日本国の対応として日本政府主導による事実調査団の派遣、そして国際調査団

や国際機関を通じた個人的関与の二つの形に分けて話をします。 

 

１．日本政府主導による事実１．日本政府主導による事実調査団派遣調査団派遣

①意義、メリット
・ 国際平和への貢献（人間の安全保障、人権保護・促進）
・ 調査団長/委員長→日本人（国際社会におけるインパクト）
・ 国際社会の傾向（人権の主流化、法の支配を重要視）

人材/装備・資機材の充実
日本/日本人の信用の高さ
・これまで難民支援、復興支援に多大な貢献
・国連平和構築委員会議長、Ｇ８，アフリカ開発会議 （TICAD）を通じて、
国際協力に貢献

国際社会における独自の立場
・植民地支配/被支配の歴史のない非欧米先進国

紛争下の犯罪に対する日本の国際平和協力
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 日本政府主導による事実調査団派遣ですが、私は、日本のリソースや立場を

考えると、これは可能と考えております。例えば、欧米諸国の事実調査団は受

け入れないが、日本の調査団だったら受け入れるという国もあると思います。

そのように言える理由は、日本には充実した人材／装備・資機材があること、

日本人に対する国際社会の信頼が高いことがあるからです。警察、自衛隊、そ

の他の分野の専門家は、国際的に比較しても、高い技術を持っています。そし

て、日本人の国民性として、高い倫理観を持っていると言えます。 

また、日本は、これまでに国連平和構築委員会議長やＧ８、アフリカ開発会

議などの国際会議を通じて多大な国際協力を行ってきました。このため、日本/

日本人に対する国際社会の信用は非常に高いと言えます。 

 そして、国際社会における独自の立場ですが、日本は、植民地支配／被支配

の歴史のない非欧米先進国として、国際社会から高く信頼されている国である

と思います。 

日本政府が主導して事実調査団を派遣する際は、三つのことを考える必要が

あると思います。一つは、意義やメリット、国益です。 

日本は、日本国憲法にあるように「名誉ある地位を占めたい」という理念を

持っています。大規模な人権侵害に立ち向かい、人権保護や正義を追求するこ

とは、まさにその理念にかなう活動です。人権保護・促進に関して言えば、紛

争中に武力攻撃を防ぎ、人権を保護するのは非常に難しいことですが、紛争後

の事実調査活動によって人権を保護し、法の支配を推進することは可能である

と言えます。そして、将来、このような犯罪が発生することを防ぐためにも、

日本を含めた国際社会がきちんと事実を解明することが大事だと思います。 

事実調査が、国際的な裁判所または国内の裁判所における訴追に必ずつなが

るということはないと思います。しかし、被害者は事実を知りたいと切実に思

っています。行方不明になった自分の家族がどのようになったのか、どのよう

に死んだのか、被疑者はだれなのか、なぜ殺されたのか、又は、なぜ被害に遭

ったのか、事実を知りたいと思っているので、この分野における貢献というの

は、紛争後の国家や社会の復興、紛争当事者国の国民が辛い経験から立ち直る

ために非常に重要なものです。 

 また、日本政府主導により行うことによって、調査団長／委員長は日本人が

務める可能性が高くなります。そうすると、国際社会における日本の国際協力

のインパクト、国際社会における日本のプレゼンスが高まります。 

 現在の国際社会の傾向として、人権保護や法の支配分野の活動が重要視され

ています。2005年、当時のアナン国連事務総長が「人権の主流化」を提唱しま

した。これは、すべての国連の活動において、人権の視点を強化するというこ
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とです。人権侵害や国際人道法違反に対する事実調査などの国際協力は、この

人権の主流化の傾向に沿った活動であると言えます。 

 

紛争下の犯罪に対する日本の国際平和協力

③要員の訓練
・ ＵＮＨＣＲのeセンターの活用
・ ＰＫＯセンターにおける訓練
ピアソン平和維持センター（カナダ）
コフィ・アナン国際平和訓練センター（ガーナ）
フォルケ・ベルナドッテ・アカデミー（スウェーデン）
国際平和ミッションセンター（ドイツ）

②事実調査団派遣に関する手続き等の整備
・ 事実調査団派遣の条件 （国際機関、又は国の要請）
・ 公平中立に調査するための手続き
・ 安全を確保するための原則 （停戦合意の存在など）

 

 

 二つ目に考えるべき事は、事実調査団派遣に関する手続等の整備です。事実

調査団を派遣するためには、事実調査団派遣の条件、公平中立に調査するため

の手続、安全を確保するための原則を制定することは必要不可欠だと思います。 

 事実調査団派遣の条件としては、JRRのように、国際機関または国の要請に基

づくことが理想的と言えます。日本独自の判断で派遣するのは非常に難しいと

言えます。安全を確保するための原則ですが、これは、国際平和協力法のＰＫ

Ｏ参加五原則のように、停戦合意の存在といった基準が必要であると思います。 

 三つ目は、調査団に参加する要員の訓練についてです。例えば、ＵＮＨＣＲ

のｅセンターの活用が一つの方法であると思います。また、諸外国にはＰＫＯ

センターがあります。これらＰＫＯセンターにおける訓練は、理論に加え、実

践的でもあるので効果的な経験になります。このスライドにあるピアソン平和

維持センター、コフィ・アナン国際平和訓練センター、フォルケ・ベルナドッ

テ・アカデミーなどのＰＫＯセンターは、国際的に有名であり、法の支配に特

化した専門コースがあります。このようなＰＫＯセンターにおける訓練は、非

常に有効であると思います。 
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①① 自己の知識・技術の向上（専門性の向上、訓練への参加、自己の知識・技術の向上（専門性の向上、訓練への参加、
関連経験の取得、ネットワーク形成など）関連経験の取得、ネットワーク形成など）
②② JRRJRRロスターロスターやＰＫＯセンターにおける専門家やＰＫＯセンターにおける専門家登録登録

２．国際審査委員会２．国際審査委員会//事実調査団、国連ＰＫＯ、国際機関事実調査団、国連ＰＫＯ、国際機関

を通じての個人的関与を通じての個人的関与

紛争下の犯罪に対する日本の国際平和協力

●調査団派遣のデメリット
① 受入国との関係悪化の懸念
② 安全面（調査団への攻撃/妨害の可能性）
③費用の問題

 
 

一方、デメリットですが、受け入れ国との関係悪化の懸念がありうると思い

ます。しかし、この懸念は、国や国際機関の要請に基づくことを派遣条件にす

ることによって、排除できると思います。 

 安全に対する懸念ですが、綿密な交渉で地位協定などを結んで要員の安全を

確保する、又は、現地に国際経験豊かな安全管理者を配置することで懸念を払

拭できると思います。 

 そして、費用の問題ですが、このような調査/捜査には、ある程度のお金がか

かる事が予想されますが、日本が主導して行うことの国際社会におけるインパ

クトの強さ、人権保護や法の支配という国連の重要な活動におけるプレゼンス

の大きさなどを考えると、活動の意義は大きいと考えます。 

 国際審査委員会／事実調査団、国連ＰＫＯ、国際機関を通じた個人的関与で

すが、自己の知識・技術を高め、専門家になることが必要です。そのための訓

練として、ＰＫＯセンターの研修などがあります。ＪＲＲロスター制度や、Ｐ

ＫＯセンターが持つロスターに専門家登録されることによって、この分野で活

躍できる可能性が高まります。 

 まとめとして、大規模な人権侵害や国際人道法違反に対する対応、特に事実

調査は、今後も重要視されていくと私は考えます。紛争下の犯罪に対する事実

調査活動は、円滑な国連平和維持活動、平和構築、移行期司法にとって必要不

可欠な活動です。 

 以上で終わります。ありがとうございました。（拍手） 

 

○二村学術研究官 

山本さん、ありがとうございました。昨今活発化しております国際社会によ

る事実調査の活動とその役割、それに加えて、日本のできる貢献、その貢献の
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可能性に対する重要な御指摘をいただいたかと思います。 

 それでは、続きまして、帯刀豊研究員から「民軍連携の課題－'Humanitarian 

Space'と人道規範からの視点」と題して発表をお願いします。 

 帯刀研究員は、イギリスの大学院で国際刑事法、人道法及び難民法に関する

二つの修士号を取得され、その後、ユーゴスラビア戦犯法廷でのインターンを

経て、国連難民高等弁務官事務所保護官として、インド、スーダンのダルフー

ル、そしてイラクで難民・国内避難民の保護に取り組まれました。現在は、人

道支援における民軍連携のあり方について、主に人道原則やガイドラインに着

目しつつ研究を行っていらっしゃいます。 

 それでは、帯刀さん、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○帯刀 豊 国際平和協力研究員  

ありがとうございます。ただいま御紹介にあずかりました帯刀です。本日、

私で研究員からの最後の報告になりますので、よろしくお願いします。 

 

1

第２回国際平和協力シンポジウム
(2010年10月8日）

民軍連携の課題
－ ‘Humanitarian Space’ と人道規範からの視点－

内閣府国際平和協力本部事務局 研究員

帯刀 豊

 

 

 本日のテーマですが、「民軍連携の課題－'Humanitarian Space'と人道規範

からの視点」という、この民軍連携とHumanitarian Spaceと人道規範がどう関

係してくるのかということをちょっとパズルに思っている方がいらっしゃるか

もしれないですけれども、追って説明を差し上げたいと思います。 
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2

趣旨

 よりよい‘民軍連携’のために
－より犠牲者の少ない民軍連携(ダルフール・イラク）

 文民の視点としての‘Humanitarian Space’
－‘民軍連携’の負の側面

 ‘Humanitarian Space’の確保のための‘人道規範’
－その有効性

 

 

 本日の発表の趣旨ですが、まず、何をもって、要は「よりよい民軍連携のた

めに」という問題意識がありまして、よりよい民軍連携は何なんだというと、

要は、より犠牲者の少ない民軍連携というか、後ほどちょっとグラフで示しま

すが、民軍連携の名のもとで、ＰＫＯ要員しかり、ＮＧＯ職員しかり、非常に

犠牲者が増えている状況の中で、どうしたら安全な、犠牲者の少ない民軍連携

というものを今後やっていけるかという問題意識を私は持っています。 

 先ほどちょっと紹介にありましたように、ダルフール、イラクにおりました。

このプレゼンテーションというか研究すべてを覆っている私のテーマですが、

要は、こういった私の経験みたいなものを忘れないうちに形に残しておきたい

なという問題意識がありまして、今日のプレゼンテーションも一応その一環と

いうことで、ちょっと論理の飛躍とか、そういった部分があるかもしれないで

すが、そういった部分は指摘していただけると非常に助かります。 

 あと、残念ながら、今日は時間の関係でダルフール、イラクの状況について

詳細に御説明できないのですけれども、もしそういった点で御質問があるよう

でしたら、後の質問の方で是非とも教えてください。 

 Humanitarian Spaceというのを出してくるのですが、これは、要するにそう

いった犠牲者を出しているという事実、要は、民軍連携の負の側面を見ている

ということになりまして、文民なら文民、そういった被害者、こういったこと

で犠牲者にならないためにHumanitarian Spaceを確保しなければいけないとか、

侵されてはならないとかという文脈でのHumanitarian Spaceです。ちょっとわ

かりづらい概念かもしれないので、後ほど御説明申し上げます。 

 最後に、人道規範ということですけれども、要は、そういったHumanitarian 

Space、安全に動けるスペースを確保するために、いろいろガイドラインですと

か、人道法、国連の幾つかの条約もそうですが、そういったものが後ほど紹介
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するようにあるわけでして、一体それは有効なのか、どういうカバーをしてい

るのかというのが、最後の説明になります。 

 

3

概要

 ‘民軍連携’と ‘Humanitarian Space’とのつながり

 ‘Humanitarian Space’を確保する枠組み
－国際人道法・UN Convention・Guidelines 

(≒人道規範）

 評価と提言

 

 

 したがいまして、概要ですが、まず初めに、民軍連携とHumanitarian Space

について、ちょっと限られた時間の中ですが御説明申し上げたいと思います。 

 その後に、このHumanitarian Spaceというか、安全に動けるオペレーション

ができるスペースを確保する枠組みとして、先ほど人道規範と言いましたけれ

ども、国際人道法は非常に力強い法規範でありますので、国際人道法プラス、

ＵＮコンベンション、条約ですね、あとガイドライン、オスロガイドラインで

すとか、要は、例えば民間の車の中に武器を持ち込んではいけないとか、軍隊

と行動するときは一定距離を置くようにとか、実はいろいろ国連が定めたガイ

ドラインというものがありますので、この三つをもって一応人道規範とさせて

いただきます。 

 最後に、評価と提言、それがどれぐらい効果的かということについて御説明

申し上げたいと思います。 
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4

国連統計2010年

 
 

 これは、先ほど言ったような統計ですけれども、御説明申し上げたように、

2000年ぐらいを境に、これは人道機関のスタッフということですが、被害者の

数が非常に伸びている。このあたりで何が起こったかというのは、先ほど長谷

川先生の御説明にもあったのですが、一応、現状認識を若干させてください。

要は、紛争の性格の変化、国際から国内、力の不均衡、弱い方がテロリズムで

すとかといったものを使うということがある。一方で、先ほどありました平和

構築概念の発展と、これをやるために文民が現地に出て行くわけですね。 

 

5

‘民軍連携’

文民が戦闘行為に
巻き込まれる
可能性

=
‘ＨｕｍａｎｉｔａｒｉａｎＳｐａｃｅ’

の縮小・喪失

多機能型PKO

 PRT
(Provincial Reconstruction 

Team)

紛争の性格変化
国際から国内へ
力の不均衡
戦闘手段の不正規化

平和構築概念の発展

 PKOの強制力強化
‘RobustＰＫＯ’（ ≠Enforcement）

 ‘戦争の民営化’
民間軍事・警備会社 (PMSC)

 

 

 また、先ほどありましたintegrated missionですけれども、多機能型のＰＫ

Ｏというものが増えてきている。最近では、イラン、アフガンでのＰＲＴです

ね。あれは、軍隊の人と文民の専門家が一緒に出ている、まさに一体化してい

るところですので、こういった軍隊、民間の一体化が非常に進んでいる。 
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 一方で、最近よくRobustＰＫＯという言い方をしますけれども、要は、安全

保障理事会の授権のもとで、ある程度enforcementの権限を持っている。一応、

当事国の同意を得ているのでenforcementとまで行かないですが、そういった力

による介入を徐々にやりつつある。プラス、これも時々新聞で見ますが、要は

民間軍事会社とか警備会社というものを、例えばイラク、アフガニスタンで２

万とか３万とかというようにアメリカが計画しているというような話もありま

すが、そういった地元でのセキュリティを強化するために民間に頼りつつある

という現状がある。 

 これらすべてを含めて、要は、今、民軍連携の時代になりつつある。文民が

戦闘行為に巻き込まれる可能性がある。これをイコール、犠牲者になる可能性

がある文民、あるいは我々の立場からとって見ると、Humanitarian Spaceが縮

小しつつある、あるいは喪失しつつある、そういった表現が使われています。 

 

7

民軍‘連携’
（協力・共存・競合・摩擦）

文民組織

国内（住民、現地当局, ローカルNGO）
国際（国連人道機関、国際NGO、民間ｾｷｭﾘﾃｨｰ会社、

海外メディア）

軍
事
組
織

国内
（国軍、
武装勢力）

住民保護／国家防衛
シビリアン／ミリタリー・コントロール
反政府運動／民兵

人道支援活動サポート（治安確保・移動手段）
情報交換／プロパガンダ
交流回避（ｾｷｭﾘﾃｨｰ）
活動抑制・コントロール
非難・反発
反抗・武装闘争

国際
（国連PKO、
多国籍軍、
外国軍）

占領政策（ＣＡ）
住民保護 人道・民生支援
住民による人道・民生支援サポート
QIP／'Heart and Minds‘
生活･後方支援（住民との契約）
交流回避
活動抑制／コントロール
反抗・武装闘争

'Provincial Reconstruction Team'
'Integrated Mission' 
人道支援活動サポート（治安確保・移動手段）
情報交換／プロパガンダ
安全補強（ｾｷｭﾘﾃｨｰ会社）
交流回避（ｾｷｭﾘﾃｨｰ）
活動競合（QIP／‘Heart and Minds’ ）
活動抑制・コントロール
非難・反発

 

 

 民軍連携ですけれども、現場で民軍連携という言葉を使うと、大体ポジティ

ブな意味で使うことが多いような気がするんです。要は、お互い助け合いまし

ょう、サポートし合いましょう。この表自体は、こちらに文民を取って、国内、

国際で、縦に軍事組織を取って、国内、国際として、どういう連携というか、

関係のあり方があるかというのを書き抜きしてみたのですが、連携というのは、

ポジティブな部分だけではなくて、要は競合したり、摩擦したりという部分も

ありまして、この表の中で青字にしたのは、協力し合ってポジティブな結果を

出せる部分。一方で赤字にしたのは、そういった競合や摩擦、要するに民間な

りが被害者になる可能性を増すやもしれない関係のあり方です。 

 例えば、現地の国際機関、国連ＰＫＯですとか多国籍軍が、現地の住民に契

約で物をつくってもらったりとか、物を運んでもらったりとかした際に、１カ
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月後にその家族がアタックされたというケースがあるわけでして、あと、よく

あるのは、国際人道機関は、例えば国内の軍隊あるいは警察がいかにセキュリ

ティを見てやると言っても断ることがある。特にダルフールのケースとかはそ

うですけれども、要は、あそこは自分の国の軍隊、警察自体がレベル・グルー

プの一部と戦っていて、今も戦っている状況にありますので、そういったこと

は極力避けると、これも一緒ですね。 

 あと、これは先ほど言ったセキュリティ会社ですけれども、こういう民間に

セキュリティ自体を頼りつつある。いい面もあれば悪い面もある。これは後ほ

ど説明しますけれども、非常にグレーな部分なわけです。 

 あと、ＱＩＰ、これは自衛隊の方は最近よく御存じかと思うんですけれども、

要はQuick Impact Projectという、ＰＫＯがお金を出して、少ない金額で早い

効果を上げられるような、道路を補修したりとかなんとかということをやるわ

けです。 

 あとはHeart and Mindsというのは、要はＰＫＯの特に軍隊の方々がその国の

人心を掌握するというか、自分のオペレーションを進めるためにということな

のですが、例えば何か手伝ってあげたりとか、何か小さなものを配ってあげた

りとかという活動があるわけです。これをやることが、例えば国際ＰＫＯをこ

れをやったとして、国際ＮＧＯからは、二つ非常に大きなオブジェクションが

あります。一つは、彼ら自身がやっていることと重なる場合に、民業圧迫とい

うか、私たちがやっていることをやるなということですが、二つ目はもっとシ

リアスですが、要は、後ほどちょっと説明しますが、例えばロバを洗ってくれ

る軍隊がいたとして、自分たちのやっている事業がロバを洗うことだったら、

ロバを洗っている人イコール軍隊と見られかねない。私がダルフールにいたと

きも、まさにその事例で１人のＮＧＯの職員の方がアタックをされて大けがを

負うということがありました。 

 要は、こういった部分に今回はちょっと焦点を当てて、こういったことをな

くす、イコール、Humanitarian Spaceを確保するということになります。 
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8

Ｈｕｍａｎｉｔａｒｉａｎ Ｓｐａｃｅ

 

 

 これは、先ほどちょっと御説明しました、こっちがそのロバのケースですね。

これは、Quick Impact Projectの一環でやったのですけれども、この１カ月後

に、同じようなことをしている現地民とＮＧＯの職員が、やはりアタックされ

て、どうやら誤解されたらしいということですね。 

 左側の写真は、女性がいて、薪を拾いに行くのですけれども、これはHeart and 

Mindsの方ですね。これは現地ダルフールのＡＵ出身の軍隊の方ですけれども、

司令官の方ですが、一緒に出て行って助けてあげてフレンドシップを高めると。

ところが、やっぱり数週間後に薪を拾いに行った女性が襲われるケースが増え

たと。その関連ははっきりしないですけれども、恐らくこういうことをするが

ために、区別が薄れた。要は、この活動をもってHumanitarian Spaceが非常に

失われたということがありました。 

 

9

Ｈｕｍａｎｉｔａｒｉａｎ Ｓｐａｃｅ
‘Humanitarian Space’

MSF (mid-1990) 
‘… a space of freedom in which we are 
free to evaluate needs, free to monitor the 
distribution and use  of relief goods, and free 
to have a dialogue with the people …’

OCHA Glossary of Humanitarian Terms 
(‘Humanitarian Operating Environment’)
‘… adherence to the key operating 
principles of neutrality and impartiality …
ensuring that suffering must be met …
maintaining a clear distinction between the 
role and function of humanitarian actors 
from that of the military is the determining 
factor  …’

国際人道法 (IHL)

戦時において人間の尊厳を守り、苦痛
を軽減。そのためのアクセスの確保。
人道法により保護されるべき人々に対
する適切な処遇環境の確保。

戦闘員と文民を区別し、文民及び敵対
行為に参加しない（もはや参加してい
ない）人々を保護。

ＩＣＲＣ
国際人道法の‘守護者’

UN Convention (UN Personnel)
IASC/DPKO Guidelines
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 このHumanitarian Spaceというのを、私は現地でいろいろ聞いたり、話した

りするのですけれども、確たる定義とか、確たる概念があるわけではなくて、

例えばＭＳＦといったインターナショナルＮＧＯがHumanitarian Spaceという

のを既に90年の中ごろから使い始めている。彼らにとっては、要はSpace of 

freedomであって、自分たちがオペレーションをするfreedomがHumanitarian 

Spaceであると。それで、ＵＮサイドからはＯＣＨＡ、言葉はHumanitarian 

Operating Environmentというのですけれども、大事な要素としては、neutrality

とimpartialityが確保されていて、人々のsufferingのみに注目して、ここ、

clear distinction between the role and function of humanitarian actors from 

that of the military、要は軍と民間が分かれている。ちょっと民軍連携と真

逆のことを言っているわけですけれども。 

 それで、大体こういったものを確保するために、今まではこういうＩＡＳＣ

（Inter-Agency Steering Committee）、ニューヨークをベースにしたＵＮ機関

から、ＩＣＲＣからＮＧＯから、すべてが集まってガイドラインをつくるとい

う、ＩＡＳＣ、プラスＤＰＫＯのガイドラインがあって、ＵＮコンベンション

が、ＤＰＫＯとかＵＮパーソナルに関してのコンベンションとして作られた。 

 一方、ここを見てわかっていただけると思うのですけれども、人道法も、こ

れは国際人道法に関する簡単なパンフレットから引っ張ってきたのですが、要

は、人々の尊厳、苦痛の軽減が目的で、そのアクセスを確保。それで、戦闘員

と文民を区別するとし、これは非常に似通った観点になっていまして、この

Humanitarian Spaceという観念自体は、別にＩＣＲＣですとか人道法から来た

概念でもないのですけれども、結果的に国際人道法というものも、自らのマン

デートを守ることによってHumanitarian Spaceを守るという非常に強いツール

になっているということです。 

 

10

Humanitarian Space

空間
協働/ｴｽｺｰﾄ/居住
‘近接性’

機能
組織/外見/ロゴ

‘Perception’

職能
QIP/H&M/民生支援

‘役割分担’

Free to move/operate

And safe

To address to the suffering

With neutrality and impartiality

UN UN
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 再度、Humanitarian Spaceをもうちょっと詳しく述べます。要は、もしこの

三角形がHumanitarian Spaceであるならば、最大公約数的に言えるのは、まず、

Free to move/operate and safeで、sufferingでneutrality、impartiality、

区別なく被害をこうむっている、sufferingしている人たちを助けるように自由

に動けるmovement/operationというのが、多分ここのHumanitarian Spaceとい

うことでいいと思うんです。 

 Humanitarian Spaceの定義自体は単純だと思われますが、ただその要素、こ

れを圧迫する要因は複雑でして、ここでは三つに分けてみました。空間と機能

と職能と分けましたが、空間というのは、要するに、これは現地では、例えば

ＮＧＯの人とかが家を作ったりオフィスを作るときは、軍隊の施設、それはＰ

ＫＯの軍隊もそうですが、ある程度の距離を取るですとか、そういったことを

やるわけですね。あるいは、同じ目的地に行くにしても、同じ時間に行っては

いけないと。例えば先に軍隊に行かせて、１時間、２時間なり時間差を設けて

いくと。そういう物理的な空間をもってHumanitarian Spaceを語る場合と、あ

と職能というのは、さっき言ったQuick Impact Projectsですとか、Ｈ＆Ｍ（Heart 

and Minds）ですね。要は、同じことをやっていると同じ人たちに見られてしま

うということなので、職能という部分できちんとスペースをお互いに設けまし

ょうという職能の部分。 

 最後に機能と書きましたけれども、ここに黒のＵＮと青のＵＮを書きました

が、これは私のダルフールではＤＰＫＯ側の文民とＤＰＫＯが使っているＵＮ

カーには黒のＵＮというのをつけて、ＵＮＩＣＥＦですとかＵＮＨＣＲですと

か、そういう人道機関の車には青のＵＮをつけるという区別をしていました。

要は、仮に一緒に行動しないにしても、やはり機能として、あるいは集団とし

て同じに見られないようにスペースを設けるという趣旨だったと思います。 

 もう一つ例として、あるサッカー大会があって、ＮＧＯの方が、それがＤＰ

ＫＯの方がHeart and Mindsの一環として主催したとは知らずに参加して、その

後、強迫を受けたということもありました。これも、同じ集団というか、同じ

目的を持った集団ということを避けるためのということで、この機能の問題が

あります。こういった３つの側面からHumanitarian Spaceが侵される、あるい

は縮められる可能性があります。 
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11

Humanitarian Space

空間
協働/ｴｽｺｰﾄ/居住
‘近接性’

機能
組織/外見/ロゴ

‘Perception’

職能
QIP/H&M/民生支援

‘役割分担’

国際人道法
（’区別原則‘）

UN Convention
IＡＳＣ/DPKO Guidelines

 

 

 このHumanitarian Spaceを守るというのが、先ほど申し上げた国際人道法、

特に、国際人道法の中で最も大事な原則である区別の原則ですね。文民と戦闘

員とを分ける、戦闘員、非戦闘員を分ける。プラス、ＵＮコンベンションと、

先ほど言った多種多様なガイドラインということになります。 

 

12

IHL/UN Convention/Guidelines

Mission
Peaceful

Peace-
keeping

Peace
Enforcement Combat

Stable

Unstable

Failed State

Availability and Impartiality of Forces

Needs for 
Assistance

Oslo Guidelines
Military Escort Guidelines

MCDA Guidelines
IASC Reference Paper

Military Escort Guidelines

IHLＮａｔｕｒａｌ
Ｄｉｓａｓｔｅｒ

Ａｒｍｅｄ
Ｃｏｎｆｌｉｃｔ

UN Convention
(UN Personnel)

Conditions

 

 

 ちょっと表を作ってみたのですけれども、こういった人道法とＵＮコンベン

ション、ガイドラインがどういうカバーをしているか。上の欄はミッションの

性格ですね。右に行くほどミリタリーの色が強くなるというか戦闘的な色が強

くなる。左は現地のConditionで、Stableから、Unstable、Failed Stateという

ことになります。このＵＮコンベンションは後ほどちょっと説明しますが、こ

の中でもはっきり色分けができていて、ある段階まで行って戦闘段階になった

ときには、無条件でinternational humanitarian law、人道法が適用される。
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そうでない限りは、そのコンベンションが締約国において適用されることにな

っています。 

 これをまたぐように、先ほど言ったNon-bindingな、緩やかなガイドラインが、

これはオスロガイドラインを皆さん御存じかもしれないですが、主にNatural 

Disasterに注目してここをカバーしていて、紛争下ではＭＣＤＡなどのガイド

ライン、これがこの辺をカバーしている。ただ、例えば民軍連携下で被害者と

かといったことを考える場合は、当然この円のあたりが問題になるわけでして、

これを見る限りでも、国際人道法、あるいはこのガイドラインもそうですが、

その負っている役割というのは非常に大きくなるわけです。 

 

13

IHL（１）

 PKOへの適用性
「国連軍による国際人道法の遵守」事務総長告示（１９９９）ＳＴ/ＳＧＢ/1999/13
「国連とＰＫＯ要員・装備提供国間のモデル協定」（１９９１）A/46/185
ミッション地位協定（SOMA）と部隊地位協定(SOFA）

 強制力
ICC (‘War Crimes’＝ジュネーブ条約違反＋ＰＫＯ要員への攻撃) 

The Prosecutor v. Bahar Idriss Abu Garda (ICC-02/05-02/09)
→Pre-Trial Chamber I ‘ … not supported by sufficient evidence.’ (Feb 2010)

The Prosecutor v. Abdallah Banda Abakaer Nourain and Saleh Mohammed Jerbo Jamus 
(ICC-02/05-03/09)

⇔ 現場での実効性からの批判
現実性を欠く前提（ex 被攻撃側構成員の詳細な情報保持）
過重な(偏った）義務負担（ex ア・プリオリな文民仮定）
⇒事後的検証にのみ役立つ？

 4 Geneva Conventions (1950) and 2 Additional Protocols (1977) 
‘Interpretive Guidance on the Notion of Direct Participation in Hostilities Under International Humanitarian Law’

(‘DPHガイドライン’2009）
 ICC Statute (2002)
(第8条２項（ｂ）（ｉｉｉ）／（ｅ）(ｉｉｉ) 「国際連合憲章の下での人道的援助又は平和維持活動に係る要員、施設、物品、組織又は車両で
あって、武力紛争に関する国際法の下で文民又は民用物に与えられる保護を受ける権利を有するものを故意に攻撃すること。」

 

 

 ですので、まずちょっと国際人道法から見ていただきたいのですけれども、

国際人道法と言った場合、皆さんよく御存じのジュネ－ブ条約とプロトコル、

プラス、これは最近、去年ですけれども、ＤＰＨというのはDirect Participation 

in Hostilitiesというガイドラインですが、ＩＣＲＣが、文民がどうしたら文

民の資格を失うかというガイドラインをつくったのですが、これが非常に大き

な意味を持っていると思います。 

 加えてＩＣＣについて、先ほどちょっと山本研究員の発表もありましたが、

ここが、要はオペレーション中のＰＫＯなり国連要員に対して攻撃をした場合、

それは戦争犯罪になるということを言っていますので、この３つをもって国際

人道法の有効性をカバーしているわけです。 

 ではそもそも、国際人道法がＰＫＯに適用されるのかどうとかいうのは、ま

た一つ議論があるのですけれども、ここは一応適用されるということで御理解

ください。こういったいろいろな事務総長の告示ですとか、それに基づくモデ

ル協定といったものがあります。国際人道法はＰＫＯにも適用されます。強制
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力は、先ほど言ったＩＣＣでWar Crimesとして裁くことができる。ただ、スー

ダンで同じケースがあって、たまたま私も現地にいたときですけれども、要は、

これがアタックされて国連要員が殺されたときのケースですが、私としては残

念ながらというか、２月の段階で、証拠不十分というか、証拠を取るのは難し

いということになりました。ただ、そういった強制力は一応裏づけとしてある。 

 この国際人道法については、そういった民軍連携、民と軍が入り乱れている

中で、やはり実効性の観点からの批判がありまして、現実性を欠く前提がある

ですとか、例えば攻撃側は非攻撃側構成員の機能について詳細な情報を保持し

ていることが前提とされていたりですとか、あるいは負担が非常に攻撃側に、

例えば、彼らは疑わしいときにもアプリオリに相手を文民として見なければい

けないので、実際、守ったり、戦ったりするときに、一体そこまで疑った場合

でも、やはり彼は文民だと言うことができるのかといった、要は、事後的検証

のみに役立つのではないかというような批判があり得るわけです。 
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IHL（２）
１．区別原則（DPHガイドラインより）

（文民であるとは－消極的定義）
(非国際紛争）‘All persons who are not members of State armed forces or organized armed
groups … are civilians … members of organized armed groups … cease to be civilians for 
as long as they assume their ‘continuous combat function（継続的戦闘機能）’
⇒ 継続的役割を果たす構成員とそれ以外（ex 非戦闘機能を担う「文民」）を区別。ﾒﾝﾊﾞｰｼｯﾌﾟに加え,担って
いる機能を重視。単なる近接性でなく。

⇔担っている機能を現場で即座にどう知り得るか？
⇔正規軍内の非戦闘員（‘軍隊非戦闘員’）の扱いは？

（‘敵対行為に直接参加’した文民とは－文民としての保護の喪失）
 threshold of harm（被害の境界線）
 direct causation（直接的因果関係）
 belligerent nexus（敵意のある関連性）

⇒ ｅｘ 文民の軍隊随伴運転手（‘軍隊随伴文民’）
～基本的に被害との直接的因果関係と敵意ある関連性欠く。

⇔直接戦場に武器・燃料を搬入する場合？ どの段階で知り得るか？

 
 

 ここをもうちょっと詳しく見させてください。区別原則ですけれども、要は、

区別という場合は２つあり得て、一つは、文民である人と文民でない人という

ことで、もう一つは、文民であるけれども敵対行為に直接参加したがために文

民としての保護、要はアタックされないという保護を失ってしまうという２つ

の区別があるのですが、先ほど言ったＤＰＨガイドライン、去年ＩＣＲＣから

出されました。これで見ると、非国際紛争については、英語で書いてあります

が、平たく言うと、まず正規軍の構成員は皆、一応文民ではない。 

 では、正規軍ではないけれども、戦っている武装グループに関しては、彼ら

が継続的な戦闘機能を負っている限りにおいて文民ではなくなる。逆に言えば、

負っていなければ文民であるという、非常にわかりづらい、現場にいる人にと
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ってみたら、恐らくわかりづらいだろうガイドラインとなっていまして、ここ

にも書いてありますが、要は、担っている機能を現場で即座にどう知り得るか

という問題があるわけです。 

 もう一つは、ここには書いていないですけれども、要は、正規軍内で戦って

いない非戦闘員の扱いについては、いまだに沈黙しているというか、よくわか

らない部分がある。例えば軍服を着て、軍隊について行っているけれども、御

飯をつくる人ですとか音楽を奏でる人はどうなるのかということですね。 

 こちらに関しては、先ほど言った同じガイドラインに被害の境界線、ある程

度の被害があって、直接的な因果関係があって、かつ、敵意のある関連性があ

るという幾つかの基準を出してきているわけですけれども、では、例えば文民

である、かつ軍隊随伴運転者、文民であるけれども、ただ運転している人とい

う場合に、軍隊随伴文民という言い方をする場合もあるようですが、このガイ

ドラインによると、基本的にその被害との直接因果関係がなければ、それで敵

意もなければ、関連性を欠くから、一応文民として文民の保護を得る。ところ

が、例えば直接戦場に運転をして行く人で、武器や燃料なんかを運搬している

場合はどうなるのか、その人がどこに行くかということをどこで知り得るのか

という問題があるわけです。 
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IHL（３）
２．負担の偏り

攻撃側－区別して攻撃対象とせず
（DPHガイドライン）

 疑いある場合は文民と看做す
 IHLは文民の敵対行為参加を禁止も推奨もせず
 敵対行為参加が終われば文民としての保護を回復

⇔
非攻撃側
 「．．．攻撃又は攻撃の準備のための軍事行動を行っている間、自己と文民たる住民とを区別する義務を
負う。」
「もっとも、武装した戦闘員は、武力紛争において敵対行為の性質のため自己と文民たる住民とを区別
することができない状況があると認められるので、当該状況において次に規定する間武器を公然と携行
すること条件として戦闘員としての地位を保持する。」（第Ⅰ追加議定書44条3項）

＋
民間軍事・警備会社～基本的に文民（‘軍隊随伴文民’）であるにも関わらず、重い負担
 ‘ … are civilians … entitled to protection, unless and for such time as they take a direct part in 
hostilities. Their activities or location may, however, expose them to an increased risk of incidental 
death or injury even if they do not take a direct part in hostilities.’（DPHガイドライン）

 ‘戦闘員である権利又は捕虜となる権利を有さない。’（‘傭兵’ 第Ⅰ追加議定書47条2項）
 ‘Humanitarian Space’に含まれるべき人(文民）なのか？

 

 

 もう一つ、簡単に同じ人道法のもう一つの問題として負担の偏りがあって、

１つは、攻撃側には、先ほど言ったように、疑いがある場合は文民とみなして

攻撃してはいけないという非常にきつい縛りがあって、なおかつ、国際人道法

自体は、文民が戦闘に参加することを禁止もしておりませんし、また、いった

ん参加したとしても、また文民に戻ることができるという、攻撃側にとっては
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非常にきつい縛りを出しています。 

 ところが、非攻撃側に対しては、一応そういう状況だから戦闘員は文民と自

分たちを区別しなければいけないということを言っているわけですが、これに

付随して、このすぐ後に続くのですけれども、もっともそういった区別ができ

なくて一緒になっている場合もあるだろうから、武器を公然と携行している場

合については、一応あなたは戦闘員ということになる。この後に条件が続くの

ですけれども、要は、軍事オペレーションの中で目撃されている間は武器を携

行することとかという非常にあやふやな条件を出してきています。これもやっ

ぱり現場の人から見てみると非常にわかりづらいわけです。 

 もう一つ、先ほど言った民間軍事会社と警備会社の話で、これだと、国際人

道法では一般的に被攻撃側の人たちにとっては非常に保護が手厚いのですけれ

ども、ただ、民間軍事会社・警備会社に対しては、人道法しかり、先ほどのガ

イドラインしかりですが、非常に突き放したことを言っていまして、要は、彼

らも軍事行動、戦闘行為に直接参加するまでは文民ですけれども、ここが面白

いのですが、”Their activities or location may, however, expose them to an 

increased risk of incidental death or injury”、つまり、仮にあなたたちが

直接参加しなくても死ぬ場合もありうるというような文言がガイドラインの中

ではつけ足されています。要は、これを見るにつけ、国際人道法の第１追加議

定書での傭兵についての中で、彼らが負っているような戦闘員である権利の喪

失、捕虜となる権利すらないということが思い起こされる。要は、こういった

民間軍事会社・警備会社の人は、一応文民ではあるけれども、お金をもらって

働いている人たちだからというのは一つあるとしても、一体こういう人たちは、

我々が言うところのHumanitarian Spaceに含まれるべき人なのか、文民なのか、

あるいはお金を払ってやっているんだから死んでも構わないだろうというスタ

ンスなのかというところは、いまだにちょっとグレーなところです。 

  

 



内閣府国際平和協力本部事務局・国際連合大学サステイナビリティと平和研究所共催 

第２回国際平和協力シンポジウム 

～国際平和協力研究員による新たな挑戦～ 

平成 22年 10月 8日 
 

 103

16

UN Convention

UN Convention (国連要員と関係者）
Art 1(c)(ii) 安全保障理事会または総会が国連要員の安全への ‘an exceptional risk’
が宣言された場合

⇔ 実際に‘an exceptional risk’の宣言がされたことはない。

⇒ Optional Protocol による適用拡大～平和構築と緊急人道支援に携わる全ての国連要員
‘all other United Nations operations delivering humanitarian, political or development 
assistance in peace-building and to those delivering emergency humanitarian assistance.’

限られた締約国数
‘Robust’ PKO ソマリア、ボスニア（ブラヒミ前）、東ティモール、コートジボワール、ブルン
ジ、リベリア、ハイチ、シエラレオネ、コンゴ、スーダン
⇔
締約国（2010年9月現在）
- Convention（署名４３、加盟８９）:
ボスニア(accession)、コートジボワール(accession)、リベリア（accession）
ハイチ（signatureのみ）、シエラレオネ （signatureのみ）
- Protocol(署名３４、加盟２２）：
ボスニア(accession)、リベリア（signatureのみ）、シエラレオネ （signatureのみ）

 UN Convention on the Safety of United Nations and Associated Personnel (1999)
 Optional Protocol (Aug 2010)
 SC Resolution 1674 (2006) （PKOによる文民保護について。Conventionを歓迎。）

 

 

引き続きまして、コンベンションについて。 

 ＵＮコンベンションと言った場合、条約ですけれども、こういったUN 

Convention on the Safety of United Nations and Associated Personnelとい

うコンベンションがありまして、基本的にAssociated Personnelというのは、

要はＵＮと一緒に働いているＮＧＯの人も含まれるのですが、これのプロトコ

ルがつい先々月発効しました。プラス、安全保障理事会決議が2006年のＰＫＯ

による文民保護の中で、このコンベンションを歓迎するといっています。 

 ただ、このＵＮコンベンションについては、一応国連要員と関係者、関係Ｎ

ＧＯのみカバーされているということでして、勿論現地の人がカバーされてい

るわけではありませんし、つい最近まで、安全保障理事会または総会が、要員

への ’exceptional risk’があると宣言された場合に適用ということだったのです

が、実際こんなものが宣言されたことは一回もなかったということで、先ほど

言ったオプショナル・プロトコルがこの括りを外して、一応平和構築と緊急人

道支援に携わるすべての国連要員について適用されるということになりました。

いいニュースではあったのですけれども、ただ、引き続き締約国は非常に限ら

れている。RobustＰＫＯ、例えばこういった国だけを見てみても、締約国、コ

ンベンションで加盟89カ国ありますけれども、この中で言ってみたら、最終的

に締約国になったのはボスニアとコートジボワールとリベリアだけ。まして最

近のオプショナル・プロトコルで加盟国になったのはボスニアのみということ

で、どんな国際協約あるいは国際条約にもあるのですが、やはり締約国を増や

すということが非常にネックになっているわけです。 
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17

Guidelines

Non binding

CPTM (Core Pre-Deployment Training Materials)
eｘ.
Unit1 Part2 基本原則（自衛とﾏﾝﾃﾞｰﾄ防御以外の武力行使の禁止）
Unit 3 Part1a 平和維持活動に関連する国際法（国際人道法ｅｔｃ）
Unit 3 Part 2 人道関係者との協働（UNCT-Non UN Partners)

⇔目安としての役割。適用については各派遣国の判断。

‘Civil nature and civil control to be maintained…’
‘Humanitarian to be in lead role…’ etc...
⇒多くの原則は実践的な教習の必要性 （ex文民の視点）

 The Use of Military and Civil Defense Assets In Disaster Relief ‘Oslo Guidelines’ (1994→2006)
 Guidelines on the Use of Military and Civil Defense Assets to Support United Nations Humanitarian Activities  

in Complex Emergencies ‘MCDA Guidelines’ (2003)
 Civil-Military Relationship in Complex Emergencies ‘IASC Reference Paper’ (as complementary to 

MCDA Guidelines、2004)
 Guidelines on the Use of Military or Armed Escorts for Humanitarian Convoys (2001)
 DPKO Policy on military in support to humanitarian and development activities (2002)

 

 

 先ほど言ったガイドラインは、これも話すのには本当に時間が必要で、内容

を一つひとつ話せないのが残念ですが、いわゆるオスロガイドラインと呼ばれ

るものやＭＣＤＡガイドラインと呼ばれるもの、Military and Civil Defense 

Assets、要は軍隊と民間が一緒に行動するときにどうしたらいいかということ

を述べているガイドラインですが、これについては、残念ながらnon-binding、

当たり前のことですけれども、プラス、ＣＰＴＭというのは、要は国連がそう

いったＰＫＯを派遣する前の要員に訓練をする際のガイドラインを定めたもの

なのですが、この中には、例えば自衛とマンデート防御以外の武力行使の禁止、

どういうときに武力行使していいか、国際人道法について、あるいは人道関係

者との協働について、というのが一応含まれてはいるのですが、ただ、これを

自分の国のトレーニングというか派遣前の研修にどう生かすかは、各派遣国の

判断ということなので、やはりbindingという面では非常に緩やかなことになっ

ています。 

 最後に、ガイドラインで言えば、研修にもかかわってくるのですけれども、

要はこのガイドラインの中で、例えば”Civil nature and civil control to be 

maintained …”、つまり民性が維持されるべきですとか、”Humanitarian to be in 

lead role…”、つまり一緒に働く場合は、humanitarian agencyがリードを取る

べきだとかというのですが、これだけ見ていても現場では役に立たないわけで

す。僕も最近、自衛隊の駒門駐屯地でのそういったロールプレイの中で民間役

で参加してきたのですが、ああいった訓練は非常に有効なわけです。要は、こ

れは現場で一体どういうことを意味するのかというのを実践的に教習しないと、

現場に出てきたときに、民間に譲っていい場合、悪い場合というのを非常に肌

をもって感じていないと、なかなか身につかないわけです。 
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18

Conclusion
-No Panacea-

実効性ついての(現行）国際人道法の限界
⇔正当性・説明責任の拠り所としての役割=規範
＋現場－特に戦闘員－の視点・心理
＋ICC

よりＳｐｅｃｉｆｉｃな条約、国際協定（＋モデル協定）
⇒加盟国拡充、対象者拡大、内容最適化（ｅｘ ‘Exceptional Risk’の除外)

ex ＤＰＨガイドライン ‘… without prejudice to further restrictions that 
may arise under other applicable branches of international law’

ガイドラインによる実効性の補完
⇒研修 ～ CPTMでの扱いと日本の特殊性

 

 

 したがいまして、最後ですが、結論としては、No Panacea、要は万能薬はな

いということですね。残念ながらというか。まず、国際人道法については、一

応ＩＣＲＣも今のところ公式見解としては、それを変えたりとかというつもり

はないということなので、現行の人道法の限界については、やはり実効性につ

いてやや限界がある。ただ、そうは言っても、大規模な人権侵害を行っている

例えばスリランカですとか、そういった国では、割とわかりやすく適用ができ

る場面もありますし、そうでない場合にも、やはりその正当性や説明責任のよ

りどころとしての役割というのがあるわけです。実効性がないからといって全

く無視していいというものではないので、そういう意味では法規範としての性

格を有している。この点については、今後、例えば特に現場、その中でも戦闘

に実際携わっている人たちの視点とか心理とかというものをどういうふうに織

り込んでいけるのかというのが、実効性の面では大きな意味を持つと思います。

プラス、先ほど言ったＩＣＣのケースローで、こういったことに違反した人た

ちが、国際犯罪法廷でどう裁かれていくのかというのは、始まったばかりです

ので、これは見ていかなければいけない。 

 条約については、先ほど言ったように、加盟国を増やしたり、あと対象者拡

大、国連関係者だけでなくてもうちょっと増やす努力も必要ですし、内容最適

化、先ほど ’Exceptional Risk’という縛りをようやくプロトコルで外したという

話をしましたが、この点については、先ほど言った人道法のＤＰＨガイドライ

ンの中にも、要はfurther restrictions、より以上の制限についても歓迎する

というか、そういったことはあるべきだということも言っているので、しかる

べしということです。 
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 最後に、ガイドラインについては、やはりこれによって実効性が補完される

部分が非常に大きいと思うので、この部分については、我が国を含め研修の部

分で非常によく見ていかなければいけない。ＣＰＴＭ、国連の基準も見なけれ

ばいけないですけれども、ただ、御存じのように、日本は武器使用ですとか現

場でどう動けるかということについて、他国の軍隊や他国のＰＫＯと比べて非

常にユニークな制約を負っているので、そういった日本の文脈の中で人道法な

りガイドラインがどう生かせるのかということを、日本なりに考え、やってい

かなければいけないということだと思います。 

 以上、結論でした。どうもありがとうございます。（拍手） 

 

○二村学術研究官 

帯刀さん、ありがとうございました。 

 それでは、ここでコメンテーターの横田先生より、お二方の発表についてコ

メントを15分ほどお願いいたしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 

○横田洋三 中央大学法科大学院教授  

ありがとうございます。御紹介いただきました横田です。 

 皆さんの中にいろいろ質問したいと思っておられる方がたくさんいらっしゃ

ると思いますので、私のコメントは最小限に止めたいと思います。 

 お二人とも、報告を聴いておわかりのとおり、実務経験に基づいて、実態を

非常によく御存じで、そこから出てきた問題点を今度は理論的な側面で分析す

るという、理論と実践の両方をうまく組み合わせた大変質の高い、いい報告だ

ったと思います。私は、どちらかというと研究者サイドでずっとこれまでやっ

てきましたので、なかなか実態がつかめない中で理論だけが先行するきらいが

私の学問にはあったのですけれども、今日のお二人の報告は、実態を踏まえて

現場から出てきた問題を理論にどうかみ合わせていくかというアプローチを取

っておられるので、私にとっても大変勉強になりました。 

 山本さんの報告は、大規模な人権侵害あるいは国際人道法違反というような

重大な案件について、国際審査委員会というものの役割を重視して、それを活

用していくという問題意識で報告をされたと思います。具体的にはスーダンの

ダルフールの国際審査委員会とか、コンゴ民主共和国の安定化ミッションの中

で行われた事実調査、こういったようなことを挙げておられます。国際法を勉

強してきた人、あるいは国連研究をやってきている方は、この審査 (Inquiry：

インクワイアリー) ですけれども、これはもうすぐに、国連憲章33条の紛争の

平和的解決の中にリストされているということを思いつくわけですね。つまり

国連憲章ができた1945年の時点で既に、審査というものの重要性が認識されて、
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言葉として使われていたということなのです。 

 ただ、非常に大きな違いがあります。山本さんの報告と、それから国連憲章

で書かれているインクワイアリーの、中身は同じですけれども、実際の適用状

況の違いというのがあるのです。国連憲章33条は、基本的には国家間の紛争を、

戦争によらないで、武力衝突によらないで平和的に解決する、その一つの方法

として事実調査、つまり審査をすると、こういう位置づけをしています。とこ

ろが、山本さんの報告で、スーダンとかコンゴで行われているのは、そういう

国家間の紛争を平和的に解決するためのインクワイアリーではなくて、むしろ

被害者をどう救済するかとか、二度と同じことを行わせないようにするために、

実行者をきちんと確認して、場合によれば訴追をする、責任を取らせるという

観点、先ほどからの言葉を使うとすれば、トランジショナル・ジャスティス。

ジャスティスをどう実現するかという問題になるわけです。 

 そうしますと、先ほど明石先生がおっしゃっていたことですけれども、国連

の場でジャスティスを貫こうとすると、当事者がいつまでたっても戦争をやめ

ないのです。なぜなら、戦争をやめると、自分が裁判にかけられたり処刑され

たりする危険性がありますから、絶対に譲らないわけです。つまり紛争が長引

く、平和が実現できないというジレンマがあるのです。 

 ここでおわかりいただけるように、国連憲章33条で言っているインクワイア

リーと今ここで問題にしようとしているインクワイアリー、同じことをやろう

としていますけれども、機能が違っているのです。これをどう整理して現在直

面している問題に適用していくか、これは、理論的にも実践的にも大変難しい

問題だということを、まず私の方からコメントさせていただきます。 

 もう一点、山本さんの報告については、日本の役割ということを非常に重視

して、その点について具体的な提言もしておられるのですが、私は、その山本

さんの考えに賛成です。日本のような国こそ、軍隊も最近は出してきています

し、それはそれなりの役割を果たしていますけれども、憲法９条の制約とか、

その他国民感情とかがあって、本格的に軍事的にＰＫＯその他、平和構築に協

力するということについて、やはり日本は決してリーダーシップを取れる国で

はない。むしろ、事実調査という点になりますと、日本の事実調査は、警察を

含め、レベルは高いですし、そのほか、日本人のこれまでの国連での活躍ぶり

を見ると、事実調査のようなところで中立的に、偏りのない調査をする。それ

に対する定評は国際的にもありますので、これを日本としては生かしていくと

いうことに、私も賛成です。 

 問題は、やはり山本さんが言ったとおり、そのための人材が日本で育ってい

ないということです。能力のある人はいるのですが、日本の国内で能力を発揮

してこられた方で、国際的な場面でほかの国の人と一緒になって作業をするこ
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とについて慣れている人は、まだ育っていないのですね。そのあたりが課題で

はないかと思います。 

 それから、帯刀さんの報告、これも理論的な側面と実践的な側面が両方絡ま

っている非常にいい報告だったと思います。ただ私がわかりにくかったのは、

やはりこのHumanitarian Spaceという帯刀さんが強調している概念です。私も

帯刀さんから初めてこの概念を聴いて、いろいろ理解しようと思ってきたので

す。私自身のこれまでの国連での活動や国際法の文献の中では、それは見たこ

とのない用語なのですね。 

 それで、帯刀さんからいろいろ話を聴いて、実際の彼の経験からの説明に耳

を傾けてだんだんわかってきたことは、どうも、彼も一応定義をしていますが、

私なりに定義をするとこういうことなのかなと思います。違っているかもしれ

ませんが、人道原則が適用されるべき、実際は適用されていないことが多いと

いう問題があるのですが、適用されるべき物理的・機能的・法的・心理的空間

のことなのですね。必ずしも物理的だけではないのです。物理的空間というの

は勿論あるわけです。例えば、簡単なことを言えば、伝統的な国際人道法の考

え方からすれば、学校を攻撃してはいけないとか、文化財を攻撃してはいけな

い、これらは物理的空間に当たります。それから、法的ということになると、

例えば戦闘員と非戦闘員をどう区別するかという、制服を着ているか着ていな

いかとか、いろいろなところで区別する可能性があります。また機能的という

のは先ほど触れられましたけれども、どういう組織に属しているか、どういう

役割を果たしているか。コックなのか、運転手なのか、それとも銃を持って戦

う人なのか、こういうところの違いですね。それから、心理的というのは、や

はりその人自身が自分をどうアイデンティファイして、それが向こうに理解さ

れるかされないか、こういうようなことで、その空間を確保して、それを守ら

せるというのが、恐らく帯刀さんの報告の一番の中核的なポイントだろうと思

います。 

 そこで考えられたことは、帯刀さん自身もおっしゃっていることですけれど

も、Humanitarian Spaceをどう現実的に戦闘の場面で確保するかということが

必ずしも容易ではないというのが一つと、仮に確保したとしても、守らせるこ

とができるかということです。これについては、国際人道法と、それからガイ

ドライン、ガイドラインは法的拘束力がないということをおっしゃったのです

けれども、そういうことが絡まってきます。帯刀さん自身もおっしゃっていま

したけれども、そういう問題がある。それに対するアプローチとしてこの

Humanitarian Spaceということを考えるのは非常に重要だとおっしゃっている

のですが、その先の答えは、恐らくこれから更に取り組んでいくのだろうと思

いますし、私たちにも、その答えを見つけるための作業は課題として残されて



内閣府国際平和協力本部事務局・国際連合大学サステイナビリティと平和研究所共催 

第２回国際平和協力シンポジウム 

～国際平和協力研究員による新たな挑戦～ 

平成 22年 10月 8日 
 

 109

いるのではないかと思います。 

 ほかにも幾つか指摘すべきポイントがありますけれども、一応私の方のコメ

ントはこれだけにして、あとは皆さんから御質問を受けたいと思います。 

 

○二村学術研究官 

横田先生、どうもありがとうございました。 

 それでは、これより質疑応答に入りたいと思います。15分ほどお時間をとれ

るかと思いますが、セッション１のときと同じように、御発言をされたい方は

挙手をしていただき、御発言の際には、まず最初にお名前と御所属、そして御

質問がもし特定の方に対するものであれば、その旨をおっしゃっていただけれ

ばと思います。 

 それでは、どなたか御質問を。まず、お三方から質問をいただきたいと思い

ます。 

 

○質問者１  

今、山本さんから、大規模な人権侵害があった場合、あるいは国際人道法に

違反するような、そういった事態が発生した場合に調査をするという、今、横

田先生も言われたわけですが、憲章第６章の下での。しかし、今度の場合は非

常に限られた場合ですから、それは安全保障理事会からの決議に基づいてそう

いう委員会が組織されて、そして、その結果を安保理に報告するという形を取

るのかと。もしそうだとすれば、一方ではこういう国際人道法違反というよう

な場合は、ＩＣＣ（国際刑事裁判所）というものも、ダルフールでもそうだっ

たと思うのですが、それが独自に捜査を開始するというようなことになるわけ

ですから、それとの関係がどうなるのかということをちょっと教えてください。 

 

○質問者２ 

ありがとうございます。山本さんに御質問させていただきたい点が二点あり

ます。 

 まず一点目ですけれども、捜査チームがグループになって現地で活動される

というところで、現地の警察であったり、そういった人たちとの関係性につい

てちょっと伺いたいと考えています。やはり現地の警察ないしはそういった協

力者がいないと、こういった活動はなかなか難しいのかなと考えますし、とり

わけ実際に逮捕したケースがあるという話を伺ってとても驚いたのですけれど

も、実際に逮捕するとなれば、やはりそれなりの実力をもって行使しなければ

いけないと考えます。そうすると、やはり彼ら、現地の警察とかの協力が必要

である一方で、実際に本当にその人たちを信用してできるのかどうかというと
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ころで問題が出てくるのではないかと勝手に想像するのですが、そこら辺の関

係性について是非お伺いできたらというのが一点あります。 

 二点目に関しまして、日本の事実調査派遣をするべきだという御提言をいた

だきましたが、自分もそのように考えます。ただ、実際にいろいろと問題点が

あるのかなとも考えますし、現在の状況というものをもし御認識していればお

伺いしたいなと。つまり現在として、日本ではどういった議論がされていて、

こういったことをするのか、しないのか、また、議論がされていないのなら、

どうしてされていないのかということをお伺いできたらと思います。よろしく

お願いします。 

 

○質問者３ 

帯刀さんに質問したいのですが、民間会社の武力行使というものは、当然、

国際人道法の適用を受けるべきではないかと。これは民兵と言われるものも当

然対象となるとすれば、それ以上にといいますか対象にすべきではないかと。

だんだん戦争が下請民営化、それから実際の武力としてもドローン・プレイン

ズと言うのですか、機械に頼って武力行使をするという傾向が見られるわけで

すが、そういうものこそ厳重に人道の対象とすべきではないかと思いますが、

いかがですか。 

 

○二村学術研究官 

 ありがとうございました。 

 それでは、山本さんの方よりまずお答えいただいて、帯刀さんの方にという

ことでお願いいたします。 

 

○山本研究員  

御質問ありがとうございます。 

 一番目の質問にお答えします。国際的に設立された審査委員会や調査団の結

果報告ですが、これは、どこの機関が審査委員会や調査団を設立したかによっ

て報告先が異なります。例えば、ダルフールに関する国際審査委員会は、安全

保障理事会決議に基づいて事務総長が設置しました。委員会の下に捜査を行う

１５名から成る捜査チームが実際の捜査を行い、その捜査結果を委員会の５名

が審査し、その結果を安全保障理事会に報告しました。審査委員会は、結果報

告書において、このダルフールの事態を国際刑事裁判所に付託するように安全

保障理事会に勧告しています。 

 また、人権理事会が設置した場合は、その審査員会や事実調査団は、人権理

事会に結果を報告します。 
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 ＩＣＣとの関係ですが、ＩＣＣは、独自に捜査を行っております。この審査

委員会の報告書を参考にはしますが、公判を維持するために、ＩＣＣは独自に

目撃者や被害者等を確保する必要があります。審査委員会の捜査チームが接触

した目撃者や被害者に接触する可能性もありますが、基本的には、独自に目撃

者や被害者を探します。ＩＣＣの捜査は独立して行われています。 

 二つ目の質問の国際審査委員会などの捜査チームと現地警察との協力関係に

ついてお答えします。ＭＯＮＵＣの例では、国連ＰＫＯ職員とコンゴ民主共和

国の軍隊の捜査官が合同で捜査を行いましたので、協力関係は密であったと思

います。捜査権や逮捕権という強制力は、その国の主権に関わるものなので、

国際機関の職員といえども、そのような力はありません。従いまして、現地警

察との協力や信頼関係は非常に重要です。 

 ＩＣＣを例にして説明しますと、スーダンに関しては、安全保障理事会から

付託された事件ですので、スーダン側からの反発もあり、現地警察の協力は得

られません。しかし、他の国、例えば、コンゴ民主共和国やウガンダなどは、

セルフ・リファーラル (self-referral)と言いまして、自分の国の事態をＩＣ

Ｃに自ら付託しておりますので、そのような国に関しては、ＩＣＣとの対立関

係はなく、現地警察との協力は可能になります。 

 最後の質問の日本の活動状況に関してですが、日本人としては、横田先生が

スリランカの独立国際有識者グループと東ティモールの重大犯罪刑事手続評価

委員会に参加されました。このような個人単位の貢献が中心になっていると思

います。また、ハリーリ元レバノン首相暗殺事件に関して、国際独立捜査委員

会が設立されたのですが、日本は、警視庁の鑑識官３名を同委員会の活動に派

遣し、協力を行いました。今後も引き続き、法の支配の推進や人権保護の分野

の活動に貢献していくと思います。 

 

○帯刀研究員  

御質問ありがとうございます。 

 結論を言うと、私も同感です。若干また自分の経験になるのですけれども、

イラクのバスラにいるときに、非常に仲よくなった友達が何人かいまして、そ

のうちの多くが、実は民間警備会社というか軍事会社の人たちでした。私がい

る間に計５人死んでいます。要は、彼らは最前線で、最も危ないところで警備

をしているので、ロケットに当たったりですとか、あるいは攻め込まれたこと

が一回あったのですけれども、やはり弾に当たって死ぬこともあります。 

 民間軍事会社というと、たしか１日、例えば300ドル、３万円程度ですか、や

はり非常にいいお金をもらっているわけです。何かお金にがめつい人たちで、

そういう人も確かにいるのですけれども、ガムをかみながら銃を見せびらかす
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ような、そういうモラルに訴えるような人たちもいるにはいるのですけれども、

ただ、私がバスラで仲よくなった人たちは、アフリカの国から派遣されている、

アフリカから派遣されたアフリカ人の方が多くて、要は、自分の国でスキルは

あるけれども、やむなくというか、お金がなく出稼ぎのつもりで来ている人た

ちもいるということがありました。 

 国際法が適用されるべきということは私も非常に同感でして、実は、2008年

ですから２年前にモントル－ドキュメントというものが、ＩＣＲＣと、スイス

政府の主導でドキュメントとして纏められ、non-bindingですけれども、そこに

ははっきりと民間軍事会社・警備会社については、人道法、人権を含め適用の

対象になるというのがありますので、恐らくそういったことを受けて、先ほど

言った例えばＩＣＲＣのガイドラインでもはっきり、文民であり、だから、直

接戦闘に参加しない限りはその保護を受けるというのがまず大前提で書いてあ

ります。一方で、先ほど言ったような、そうは言ってもそういうことをしてい

るわけだからアタックされる可能性があります、というようなことを書いてあ

るわけですね。 

 だから、法的には適用されるべきだと思いますし、適用されていくのだと思

います。ただ、彼らに対する見方というのが、やっぱり非常に今揺らいでいま

すので、もし彼らを、お金のために戦っているからいいというふうに特別な存

在として取るのか、あるいはやむなく戦っている人たちもいた場合に、普通に

文民として保護するべきなのか、保護するとしたら一体どこまで保護すべきな

のかというのは、難しいというか興味深いテーマだと考えております。 

 

○二村学術研究官 

 ありがとうございます。ほかに質問はございますでしょうか。それでは、お

願いします。 

 

○質問者４ 

質問とちょっとコメントになるかと思いますけれども、最近Humanitarian 

Spaceということを言われているのは、本当の意味では、Humanitarian Spaceが

すごく狭くなってしまったから騒ぐようになったのではないかというのは、僕

は現場で働いていて、この15年、20年、どんどん危なくなってきたということ

は、もうアフリカでもラテンアメリカでも、国連の職員が仕事をするのに危険

になったということで、40年前は、例えばカシミール地方をユニセフの車で回

っていても、インド軍も最敬礼して非常にリスペクトしたけれども、パキスタ

ンで働いているときは、もうGulf Warが始まってくると、国連の安保理事会で

決議があって、何か行動を起こすようなことがあったら、国連の職員、国連自
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体が、西側の議決に基づいて何かやっているということで、人道援助をやって

いても、これは国連の一部だということで。 

 それから、最近の傾向はますます Humanitarian operation、それから

development 、 そ れ か ら Peacekeeping 、 Peacebuilding 、 そ の 他 Conflict 

resolutionや、そういうことを一緒にやるようになってしまって、チームでや

るようになってしまうから、私たちはHumanitarianだから別にしてくれという

ことを言えなくなってきているという現状がありますね。 

 だから、実際、現地で働いている者にとっては、事務総長、それから各国の

理事国その他が我々の安全を非常に考えてくれて、よくやっていると思うけれ

ども、反面、幾らオフィスを頑丈にして、車によるコミュニケーションとかい

ろいろやって守っているけれども、危険はどんどん増えているし、実際アタッ

クされたら、本部やほかの人たちはだれもやってくれないという意識があって、

もう自分でインテリジェンスを持って生きていくしかないというのが現状であ

って。 

 それがひどくなっていたのは、ソマリアでユニセフのスタッフが死んだあた

りから、それからずっと来て、みんな騒ぐようになって、それでやってくれて

いるんだけれども、お金をかけていろいろやってくれているんだけれども、ア

フガニスタン、パキスタンその他で僕も働きましたが、事実は、皆さん一生懸

命やっている割には、法的、いろいろな条約とかがあっても非常に難しくなっ

ているというのが現状なのではないでしょうか。 

 その点、スペースというものに対して、どういう概念、この20年ぐらいを見

てどう思っているかというのが僕の質問なのですけれども。 

 

○帯刀研究員 

まさに同感としか言いようがないのですけれども、僕は20年前から働いてい

るわけではなくて、ここ10年弱、７～８年ですが、その中でもやはり非常に感

じます。非常に危険を感じるというか、自分がねらわれているという感じ、特

に、例えばＵＮとかＵＳとか、そういった言葉を、彼らは何か２つの英語とし

か把握していないので、色が違おうが、多少文字が違おうがというレベルぐら

いしか僕らは区別されていないわけですね。 

 一方で、最近で言えば、アメリカが非常にいろいろなところで政治的にプロ

ボーキングなことをしているケースもありますし、そういった中で、例えばＵ

Ｎと言った場合に非常に肩身が狭いというか、非常にセキュリティの危うさを

感じたことは、１回、２回ではなくたくさんあります。 

 これをどうするかというのは、一部、政治的に解決もできるのでしょうけれ

ども、これまでみたような法律とかガイドラインでの解決があり、先ほど言っ
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たように万能薬はなくて、これからいろいろ手探りでいろいろなものを寄せ集

めてやっていくしかないだろうなというところが感想です。 

 

○二村学術研究官 

 それでは、最後に長谷川先生、よろしくお願いします。 

 

○長谷川祐弘教授  

１つ、今こういう発表とか説明を聴いていて、私が非常に強く感ずるのは、

国連、安保理などが、やはり私たちが何かする場合において、その正当性とい

うものを十分確立すると。そのために、やはり安全保障理事会の構成メンバー

が、もっと世界の文明も含めて、そういうものを代表すると。今の場合ですと、

やはり偏っているという感じがあるので、その正当性、レジテマシーを強くし

ていきたいと思います。 

 

○二村学術研究官 

 ありがとうございます。 

 それでは、お時間となりましたので、これでセッション２を終了させていた

だきます。非常に重要な問題を提起していただきました山本研究員、帯刀研究

員、そして示唆に富んだコメントをいただきました横田先生、どうもありがと

うございました。（拍手） 

これをもちまして「第２回国際平和協力シンポジウム」を閉会させていただ

きます。 

本日のシンポジウムの副題は、吉崎さんの方からもありましたが、「国際平

和協力研究員による新たな挑戦」とさせていただいておりますが、現在ますま

す重要かつ複雑化している国際平和協力を考える上で、目を向けていかなくて

はいけない問題、新たな課題、それだけではなく新たな可能性というものもあ

ったかと思うのですけれども、そういったものが研究員の皆さんの発表を通し

て、そして基調講演を通して提示されたかと思っております。 

 こういった議論がこのシンポジウムにとどまらず、これからも研究者、そし

て実務家の間で引き続き行われることを願っております。 

 本日は、お忙しい中、大変多くの方にお集まりいただきまして誠にありがと

うございました。（拍手） 
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